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7.  指標開発 

7.1.1  指標開発の目的 

本事業では、以下を目的として、企業等及び大学等に関する指標37を開発した。 

企業・大学等が、リカレント教育に係る現状を把握できる 

企業・大学等が、リカレント教育への取組の必要性を判断できるようになる 

リカレント教育に取り組むことが必要だと考える企業・大学等が、何を、どのように取り組めば

リカレント教育から肯定的な影響を受けることができるかの指針を示す 

リカレント教育推進の支援施策の社会への影響を明らかにし、今後の施策の充実につなげる 

リカレント教育に取り組む民間事業者が、事業の参考とし、より効果的なリカレント教育プログ

ラムの開発に取り組むことができるようになる 

リカレント教育の推進の社会的な機運を高める 

7.1.2  指標開発の方針 

本事業において指標とは、「指標を構成する要素」（個別の取組）から構成される取組群とした。取組群

は、リカレント教育の方針や目標に関するものや、実施を後押しするもの、実施状況を把握するもの等、

その特徴によりいくつかのカテゴリーに分類した。 

表 7-1 指標と指標を構成する要素 

 指標  指標を構成する要素 

STEP1 

（例：方針や目標に関する

もの） 

○△に関する取組群 

 

 

●▲に関する取組群 

 

○○の有無 

△△の整備状況 

 

●●の結果 

▲▲の前後の意欲の変化 

STEP2 

（例：実施を後押しするも

の） 

・・・ 

 

・・・ 

・・・ 

STEP3 

（例：実施状況を把握する

もの） 

・・・ 

 

・・・ 

・・・ 

 

  

 

 
37 本事業では、企業等・大学等のほかに、社会人等に対する調査も実施したが、社会人等個人が自身の行動に指標を活

用することが想定されないため、社会人等に関する指標は作成していない。 
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以下の図 7-1、図 7-2 は、上記の枠組みを用いて検討した、企業等・大学等に関する指標の仮説で

ある。企業等調査・大学等調査の調査項目の検討に当たっては、これらの指標の仮説も参考としている。 

 

図 7-1 【企業等】指標と指標を構成する要素のイメージ 

 

 

図 7-2 【大学等】指標と指標を構成する要素のイメージ  

社会実装の例指標を構成する要素案指標案

今後必要なアク
ションについての
気付きの機会を
提供（次ページ）

• リスキリング・リカレントに関する必要性の検討の有無
• 経営トップのメッセージ発信（必要性等）
• 関連する数値目標の有無、人材ポートフォリオの策定
• 数値目標の公表の有無 等

• 方針・目標の明確化の度合い
等

①ビジョンに
関する指標

今後必要なアク
ションについての
気付きの機会を
提供
成果を出している
事例の普及啓発
（次ページ）

• 推進体制（組織、担当者等）の有無
• 支援施策等の取組状況（社内研修の実施、外部研修の

活用、外部との連携、外部研修等の受講費用の補助、
人材開発予算の配分 等）

• 関連する取組の実施状況（社内のジョブの見える化、
公募型異動、組織目標と個人目標のすり合わせ、キャ
リアについての対話等）

• 推進体制の有無
• 研修の取組状況
• 支援施策等の取組状況
• 関連する取組の実施状況

等

②仕組みに関
する指標

今後必要なアク
ションについて
の気付きの機会
を提供

• インセンティブ付与、意識醸成のための取組の有無（リ
カレント教育支援事例とその成功体験の共有等の社内
のコミュニティづくり、評価・報酬等への反映、管理職
への研修、社内横断プロジェクト、外部とのネットワー
クづくり支援 等）

• 社員（・上司）の意識改善
• 社員への働きかけ 等

③意識改善・
働きかけに関
する指標

今後必要なアク
ションについての
気付きの機会を
提供
成果を出している
事例の普及啓発

• 社員のリスキリング・リカレントに関する満足度（エン
ゲージメント調査等）

• 個別取組の実態把握（受講数、研修（支援等）にかかっ
た費用、事後アンケートの実施）

• リカレントに関する評価の実施状況（①業務に対する
効果（業務効率化、新事業増加等）、②企業全体に対す
る成果（売上向上、採用への好影響、エンゲージメント
向上等）

• 実態把握
• 効果の把握（業務に対する効

果、企業全体に対する成果）

④実態・効果
の把握に関す
る指標

指標を構成する要素案指標案

• 育成を目指す具体的な能力・知識（マネジメント・リーダー
シップ、対人スキル・コミュニケーション、デザインシンキング、
論理的思考力 等）

• 授業の開講形態（講義、演習、実習・インターンシップ 等）

• 質保証が可能な証明書の発行の有無 等

• プログラムで育成を目指す能力・知識
• 社会人以外の学生の受講可否
• 開講時間
• 通学のみの開講
• 授業形態
• アクティブ・ラーニング（AL）の有無
• 受講料に対する補助金の有無
• プログラムを担当する常勤教員数・非

常勤教員数・実務家教員数、実務家教
員比率

• プログラム担当教員への金銭的手当て
の有無

• 取得できる資格
• 受講証明書の発行
• 中計での位置付けの有無
• 自己点検・評価の有無
• 受講生の負担費用

①プログラム概要

• 社会人や企業の受講促進のための工夫（受講日時の工夫、
受講場所の工夫、学びを継続させるための支援の有無、受
講生同士のコミュニティ形成の支援の有無、企業等への営
業活動の実施、体系的な教育カリキュラムの充実 等）

• 企業の利用目的（特定職種の実務に必要な専門知識・技能
の習得、幅広い仕事に活用できる知識・技能の習得 等） 等

• 社会人の受講を促進するための工夫
• 企業による利用の有無
• 企業のプログラム利用目的の把握
• 把握している企業のプログラム利用目

的の内容
• 企業を顧客とするうえでの工夫
• プログラム提供上の企業等連携の有無
• プログラム提供上の企業等連携の内容

②受講促進策

• 受講生が受講に当たってきぎょから受けている具体的な支
援（受講料の補助、受講に係る時間を勤務扱いにする、勤務
調整されている 等）

• 受講生の具体的な受講目的（勤務先での昇格・昇給のため、
仕事での信頼獲得のため 等）

• 修了後の受講生とのつながり形成のための工夫（メーリング
リストの作成、SNSの作成、イベントの実施 等） 等

• 受講生が所属企業から受けている支
援の内容

• 受講生の受講目的の把握
• 受講生の受講目的
• 受講生の満足度把握のための取り組

み
• 受講生の大学内施設の利用頻度
• 受講効果把握のための取組
• 修了後の受講生とのつながり

③受講生に関する情
報収集
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7.1.3  指標開発の方法 

（1） 全体の流れ 

本事業では、文献調査、社会人・企業・大学等調査の定量的・定性的な調査（アンケート、インタビュー）

を踏まえ指標開発を行った。 

調査に際しては、指標開発に係るリサーチクエスチョン（RQ）や仮説を設定し、指標や指標を構成する

要素の候補となる項目を調査項目に盛り込んだ。 

さらに、調査分析を通じて、指標及び指標を構成する要素の候補を精査・選定し、7.1.1 の目的に資

する指標として精査・選定した。 

その上で、指標の社会実装（既存制度への埋め込み、指標に基づく施策改善の提案、社会人・企業・

大学・教育事業者等における指標の活用促進 等）を検討し、普及啓発を行った。 

 

図 7-3 各調査と指標開発の関係 

  

社会人等調査のRQ：
• 社会人等のリカレント教育の取組の（潜在的な）阻害要因は何

か。
• 社会人等がリカレント教育に取り組んだ結果として、想定する

効果・成果を得られているか。どのような説得のロジックがあ
れば、社会人等の学習意欲を高めることができるのか。 等

企業等調査のRQ：
• 企業等がどのようなリカレント教育を行っているか。
• 企業等におけるリカレント教育にはどのような課題があるか。
• 企業等はリカレント教育の効果・成果を測定しているのか
• リカレント教育によって企業等ではどのような効果が上がって

いるか。
• リカレント教育に対する考え方、取組状況、効果・成果の把握状

況等をもとに企業を類型化することができないか。 等

大学等調査のRQ：
• 大学の中で、リカレント教育への意欲を妨げている要因は何か。
• 大学が、リカレント教育に取り組まねばならない理由は何か。
• リカレント教育施策において、大学が果たすべき役割は何か。
• どのような説得のロジックがあれば、大学（行政・団体）は動く

のか。 等
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（2） 指標・その構成要素の候補の精査・選定 

以下のプロセスにて、効果に影響があると考えられる企業等・大学等の「取組」を抽出し、指標案として

整理した。 

① 企業等・大学等の「取組」「属性」「効果」にあたる項目を、アンケート調査の質問より選定。 

② 「取組」と「効果」、及び、「属性」と「効果」の関連性の有無を確認（カイ二乗検定）。 

（有意水準を 0.01 とし、p 値がその値を下回るものを「関連している」とみなし、各取組がどの程度

の効果と関連しているかによって、関連の強さを判断した。） 

③ 「効果」に与える「取組」の影響が統計的に有意かどうかを、「属性」を統制した上で確認（重回帰

分析）。 

（有意水準を 0.01 とし、p 値がその値を下回るものを「関連している」とみなし、各取組と効果の関

連有無が、「属性」を統制したことによりどのように変化したかによって、属性による取組の効果の

違いを判断した。） 

④ ②③を踏まえ、「効果」に影響があると考えられる「取組」、また、「属性」による影響の違いなどを分

析し、指標案として整理。なお、その際、図 7-1や図 7-2に示したカテゴリーの区分を意識した。 

⑤ 委員等からの意見を踏まえ、指標案を修正した。 

 

上記の①では、「取組」「属性」「効果」にあたる項目として、企業等アンケート調査及び大学等アンケー

ト調査より以下を選定した。 
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表 7-2 【企業等】「取組」「属性」「効果」にあたる項目 

カテゴリー 質問 No 調査項目 

取
組
38 

①ビジョンに関する
指標 

Q6 経営戦略と人材戦略の連動状況 

Q9 必要な知識・スキルの明確化 

Q12 社員の「人材育成・能力開発」の推進に取り組む必要性 

Q13 人材育成・能力開発に対する考え方 

Q14 人材育成・能力開発に関する方針・目標の明確化の状況 

②仕組みに関する
指標 

Q5 キャリア自律推進状況 

Q15_1 人材育成・能力開発に関する取組【正規雇用者】 

Q15_2 人材育成・能力開発に関する取組【非正規雇用者】 

Q16 
人材育成・能力開発に関する取組の対象【正規雇用者】 

人材育成・能力開発に関する取組の対象【非正規雇用者】 

Q17 正規雇用者に対する人材育成・能力開発の後押し 

③意識改善・働き
かけに関する指標 

Q18 正規雇用者の人材育成・能力開発の意欲向上 

Q19 自らチャレンジする機会や文化を醸成する取組 

Q2039 人材育成・能力開発の推進に向けた時間面・休暇に関する支援制度 

― 
Q28 人材開発・能力開発に関する課題 

Q30 大学等の教育機関等との連携に関する課題 

④実態・効果の把
握に関する指標 

Q31 社員の人材育成・能力開発の推進の取組の実態の把握 

企業等の属性 

SC2 業種 

SC3 従業員数 

Q3 内資・外資 

効果 
Q24 個人に対する効果 

Q26 勤務先での効果 

 

  

 

 
38 Q28（人材開発・能力開発に関する課題）と Q30（大学等の教育機関等との連携に関する課題）に関しては、それらの課

題に対応するための取組ではなく、それらの課題を感じていることが効果にどう関連しているかという観点で分析に含め

た。指標開発では、効果と関連のある取組を指標として抽出しているため、これらは指標には含めていない。 
39 Q20は、Q17 において時間面や休暇に関する支援を行っていると回答した者のみが対象となる質問である。他の質問と

回答者や N数が異なるため、分析には含めるが、指標には含めていない。 
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表 7-3 【大学等】「取組」「属性」「効果」にあたる項目 

カテゴリー 質問 No 調査項目 

取組 

①プログラム概要 

Q9 本プログラムで育成を目指す能力・スキル・知識等 

Q11 社会人以外の学生の有無 

Q12 開講日時 

Q13 受講方法 

Q14 受講形態 

Q15 アクティブ・ラーニングの有無 

Q16 教育訓練給付や補助金等の対象か否か 

Q19 プログラムを担当する教員数 

Q20 常勤教員への手当の有無 

Q23 取得できる資格 

Q24 証明書の発行有無 

Q27 リカレント教育への取組を法人の中期計画等に位置づけているか 

Q28 
自己点検・評価の中でリカレント教育に係る項目を点検・評価して
いるか 

Q38 受講生が負担する費用 

②受講促進策 

Q21 社会人受講のための工夫 

Q49 企業のプログラム利用の有無 

Q52 企業がプログラムを利用する目的の把握の有無 

Q53 利用目的の内容 

Q54 企業を顧客とする上で工夫している点 

Q60 プログラムの実施における企業等の連携の有無 

Q61 プログラム提供上の企業等連携の内容 

③受講生に関する
情報収集 

Q39 受講生が所属企業から受けている支援 

Q40 受講生の受講目的把握の有無 

Q41 受講生の受講目的 

Q42 受講生の満足度把握のための取組 

Q45 施設開放や特典の利用状況 

Q46 受講生におけるプログラム効果の把握方法 

Q48 修了後の受講生とのつながり 

属性 
Q29 受講生数（令和 4 年度延べ数） 

Q32 受講期間 

効果 

Q43 受講生の満足度 

Q47 プログラム受講の効果 

Q55 プログラム実施による民間企業との共同研究の増減 

Q56 プログラム実施による民間企業からの寄付や寄付講座の増減 

Q64 プログラム実施による効果（選択肢） 
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7.1.4  開発した指標 

（1） 企業等におけるリカレント教育・リスキリングの効果を高めるための取組指標 

表 7-2 に記載のとおり、企業等におけるリカレント教育・リスキリングの効果は、「従業員個人に対する

効果」と「勤務先（企業等）に対する効果」の一つが想定される。そのため、企業等に関する取組指標は、

従業員個人に対する効果に関連するものと、勤務先（企業等）に対する効果に関連するものの一つを作

成した。 

1） 従業員個人に対する効果に関連する取組指標 

従業員個人のリカレント教育・リスキリングの効果に関連が強いと考えられる取組指標を図 7-4 に示し

た。①ビジョンに関しては、「経営戦略と人材戦略の連動」「必要な知識・スキルの明確化」「人材育成・能

力開発に関する方針・目標の明確化」、②仕組みに関しては、「キャリア自律の推進」「人材育成・能力開

発に関する取組の実施【正規雇用者】」「人材育成・能力開発に関する取組の全社員への適用【正規雇

用者】【非正規雇用者】」「人材育成・能力開発を後押しする取組の実施【正規雇用者】」、③意識改善・働

きかけに関しては、「人材育成・能力開発の意欲を向上させる取組の実施【正規雇用者】」等の取組が、

効果との関連が比較的強い取組であることが明らかとなった。なお、これらの傾向は、企業属性（業種、従

業員数、外資/内資）を統制しても、大きく異なることはなかった。 

以上から、従業員個人のリカレント教育・リスキリングの効果を高めるためには、 

経営戦略を踏まえて、人材戦略や人材育成・能力開発に関する方針・目標、必要な知識・スキル

等を明確化・発信すること 

社員個人のキャリア自律を推進し、人材育成・能力開発の取組及び支援策を用意すること（特に

正規雇用者を対象とするもの40）41 

人材育成・能力開発の意欲を湧かせるよう働きかけること 

が有効である可能性が示唆された42。 

なお、取組指標の詳細（表 7-4）を見ると、各指標を構成する要素のなかでも、効果との関連の強弱に

違いがあることがわかる。例えば、「必要な知識・スキルの明確化」という指標においては、「トップメッセー

ジ又は人事等から示している」「人事評価・人事考課の項目として取り入れている」は比較的関連が強い

のに対し、「等級制度の項目として取り入れている」「人事評価等の面談において、上長から示している」

は比較的関連が弱い43。同様に、「自らチャレンジする機会や文化を醸成する取組の実施【正規雇用者】」

 

 
40 社会人等調査の結果からも、正規雇用者（会社代表者・団体代表者も含む）のほうが、非正規雇用者よりも、リカレント教

育の成果実感を得ている傾向にあることが明らかとなっている（4.2.5 （3））。これを踏まえると、企業等による非正規雇用者

を対象とした取組は、個人に対する効果につながりづらい可能性が考えうる。厚生労働省の教育訓練給付制度や文部科

学省による「就職・転職支援のための大学リカレント教育推進事業」（新型コロナウイルス感染症の影響による雇用構造の

転換を背景とし、非正規労働者や失業者等の支援として、即効性の高いリカレント教育プログラムの開発や、修了者の就

職支援を実施）のように、行政等による取組が重要となる可能性がある。 
41 有識者会議委員からは、企業は従業員に対して学びの場や機会の選択肢を多く設けること、企業の方針に沿ったガイド

等は出しつつも従業員自身による選択を促すこと、従業員の主体性の強さを踏まえてどの程度企業等が主導権を握るかを

決めること、が重要であるとの意見を得た。 
42 ただし、今回の分析はあくまで相関関係を確認するものであり、因果関係の有無までは判断できないことには注意を要

する。 
43 有識者会議委員からは、リスキリングが等級制度の項目として取り入れられている場合、従業員としてはリスキリングをす
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という指標においては、「社内のジョブ・ポジションの見える化」「組織目標と個人目標のすり合わせ」「公募

型異動」「キャリアについての対話」は比較的関連が強いのに対し、「異動希望アンケートの実施」「副業・

兼業の容認」は比較的関連が弱い。ここから、各企業等にて、取組方針の検討・見直しをする際には、比

較的関連が強いものから優先的に検討を行うことが有効である可能性が考えられる。 

また、社会人等調査からは、「コミュニティへの参加」や「キャリアビジョンがあること」が、リカレント教育の

実施につながる可能性が示唆されている（4.3.5 （1））。これらは、取組指標の詳細（表 7-4）においても、

比較的効果との関連が強い取組であることが明らかとなっている。そのため、従業員をリカレント教育の実

施に向かわせるためには、学びへのモチベーションを得られるような社内外のコミュニティづくり44やそれ

らへの参画を促す仕組み、従業員がキャリアビジョンを持てるような取組（キャリアについての対話等）が

重要であると考えられる。さらに、同じく社会人等調査からは、「コミュニティへの参加」「キャリアビジョンが

あること」に加え、「学習が役立つと思っていること」が、リカレント教育による成果実感につながる可能性

が示唆されている（4.3.5 （2））。そのため、上記の取組に加え、学びと業務内容の関連性の提示や、上

長との 1on1の面談等におけるキャリアビジョンと結び付けた学びの推薦等が有効である可能性がある。 

なお、今回の分析では、④実態・効果の把握における「人材育成・能力開発に関する取組の実態把握」

は、効果との関連が比較的弱いとの結果が得られた。これは、定量化しづらい指標（受講者の満足度、上

長の評価、エンゲージメント等）であるために効果との関連性を見出しづらい可能性があることや、各企業

等が目指している効果により、適切な効果測定の方法や PDCA サイクルのスパンが異なる可能性がある

ことが一因と考えられる。例えば、資格取得者数の増加を目指すのであれば、短いスパンで定期的にそ

の人数を把握することが有効である可能性が高いが、従業員の意識の向上やキャリアビジョンの明確化

等を目指すのであれば、中長期的な効果の発現や定性的な効果を想定することが有効である可能性が

ある。 

 

 

図 7-4  従業員個人に対する効果に関連する取組指標 概要 

 

 
ること自体が目的化してしまい、キャリアアップ等の明確な目標を定めた上でのリスキリングにつながりにくい可能性があると

の意見を得た。 
44 有識者会議委員からは、社外との交流には「（社内では言いづらい）本音が言える」というメリットがあり、思考や価値観等

のアップデートにつながるとの意見を得た。 

※本図内では該当なし

①ビジョンに関する指標

経営戦略と人材戦略の連動

必要な知識・スキルの明確化

社員の「人材育成・能力開発」
推進の必要性の認識

企業主導による
社員のスキル習得の促進

人材育成・能力開発に関する
方針・目標の明確化

③意識改善・働きかけに
関する指標

人材育成・能力開発の意欲を
向上させる取組の実施

【正規雇用者】

自らチャレンジする機会や文化
を醸成する取組の実施

【正規雇用者】

④実態・効果の把握に
関する指標

人材育成・能力開発に関する
取組の実態把握

②仕組みに関する指標

キャリア自律の推進

人材育成・能力開発に関する
取組の実施【正規雇用者】

人材育成・能力開発に関する
取組の全社員への適用

【正規雇用者】

人材育成・能力開発を後押し
する取組の実施【正規雇用者】

人材育成・能力開発に関する
取組の実施【非正規雇用者】

人材育成・能力開発に関する
取組の全社員への適用

【非正規雇用者】
：比較的関連が強い

：比較的関連が弱い

：関連が見られない
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表 7-4 従業員個人に対する効果に関連する取組指標 詳細 

カ
テ
ゴ
リ
ー 

指標 効果との関連が比較的強い要素 
効果との関連が 

比較的弱い要素 

効果との関連 

業
務
の
能
率
・ 

質
向
上 

社
員
の
意
識
の 

向
上 

キ
ャ
リ
ア
ビ
ジ
ョ
ン

の
明
確
化 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の 

構
築
・拡
大 

学
位
・資
格 

の
取
得 

①
ビ
ジ
ョ
ン
に
関
す
る
指
標 

経営戦略と

人材戦略の

連動 

 ビジネスモデルもしくは経営

戦略と連動して人材戦略を

策定している 

 経営戦略の目標を達成する

上で重要となる人材アジェ

ンダ（人材に関連して議論・

検討が必要な事項）を特定

している 

 人材アジェンダについて、

明確な目標や指標を設定し

ている 

― ● ● ● ● ● 

必要な知識・

スキルの明

確化 

 トップメッセージ又は人事等

から示している 

 人事評価・人事考課の項目

として取り入れている 

 等級制度の項

目として取り入

れている 

 人事評価等の

面談において、

上長から示して

いる 

● ● ● ● ● 

社員の「人材

育成・能力 

開発」推進の 

必要性の 

認識 

 必要性を感じている ― ● ● ― ― ― 

人材育成・ 

能力開発に

対する 

考え方 

 企業主導で、社員のスキル

等の習得を促進 
― ● ● ● ● ― 

人材育成・ 

能力開発に

関する方針・

目標の 

明確化 

 経営トップが人材育成・能

力開発の推進のメッセージ

を発信している 

 目指すべき明確な目標やそ

れを表す指標を設定してい

る 

 目標達成の期限を設定して

いる 

― ● ● ● ● ● 
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カ
テ
ゴ
リ
ー 

指標 効果との関連が比較的強い要素 
効果との関連が 

比較的弱い要素 

効果との関連 

業
務
の
能
率
・ 

質
向
上 

社
員
の
意
識
の 

向
上 

キ
ャ
リ
ア
ビ
ジ
ョ
ン

の
明
確
化 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の 

構
築
・拡
大 

学
位
・資
格 

の
取
得 

②
仕
組
み
に
関
す
る
指
標 

キャリア自律

の推進 
 キャリア自律を推進している ― ● ● ● ● ● 

人材育成・ 

能力開発に

関する取組

の実施 

【 正 規雇用

者】 

 社内での人材育成・能力開

発の研修の実施 

 社外の人材育成・能力開発

の研修等への派遣 

 外部の人材育成・能力開発

のプログラム等の活用（e-

learning等） 

 外部機関等との連携等によ

るプログラム開発 

 大学等の履修証明プログラ

ム、科目等履修への派遣 

 大学・大学院、専門・各種

学校等への進学など、期間

の長いプログラム等への派

遣 

― 

● ● ● ● ● 

人材育成・ 

能力開発に

関する取組

の実施 

【非正規雇用

者】 

● ● ● ● △ 

人材育成・ 

能力開発に

関する取組

の対象 

【 正 規雇用

者】 

 基本は全社員を対象として

いる 

 特定の部門の

社員又は特定

の職種のみを

対象としている 

 必要とするスキ

ルレベルに達し

ていない社員

を対象としてい

る 

 選抜された社

員を対象として

いる 

 新人・新入社員

のみを対象とし

ている 

 特定の年代の

社員を対象とし

ている 

 従業員の自主

的な能力開発

を支援対象とし

ている 

● ● ● ● ● 

人材育成・ 

能力開発に

関する取組

の対象 

【非正規雇用

者】 

● ● ● ● ● 

人材育成・ 

能力開発を

後押しする

取組の実施 

【 正 規雇用

者】 

 自己啓発費の補助 

 資格取得支援（受験料等の

支援） 

 時間面での支援 

 休暇に関する支援 

― ● ● ● ● ● 
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カ
テ
ゴ
リ
ー 

指標 効果との関連が比較的強い要素 
効果との関連が 

比較的弱い要素 

効果との関連 

業
務
の
能
率
・ 

質
向
上 

社
員
の
意
識
の 

向
上 

キ
ャ
リ
ア
ビ
ジ
ョ
ン

の
明
確
化 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の 

構
築
・拡
大 

学
位
・資
格 

の
取
得 

③
意
識
改
善
・
働
き
か
け
に
関
す
る
指
標 

人材育成・ 

能力開発の

意欲を向上

させる取組の

実施 

【 正 規雇用

者】 

 トップメッセージの発信 

 社内の人材が保持している

スキルの可視化 

 人材育成・能力開発の目標

人数や期限等の明示 

 セミナーや講演による啓発

活動 

 能力開発等を人事評価の

項目として設 

 能力開発、資格取得等によ

る昇給、昇格等の処遇向上 

 社内におけるキャリアパスを

明示（特定の職務・役職に

就くために必要な経験・スキ

ルなど） 

 キャリア形成面談等の機会

の提供 

 獲得した能力を発揮可能な

場の提供 

 社内での人材育成・能力開

発の事例の共有 

 人材育成・能力開発の推

進・共有のためのコミュニ

ティの場づくり 

 有志による勉強会の開催の

支援（資料購入等の支援） 

― ● ● ● ● ● 

自ら 

チャレンジ 

する機会や

文化を醸成 

する取組の

実施 

【 正 規雇用

者】 

 社内のジョブ・ポジションの

見える化 

 組織目標と個人目標のすり

合わせ 

 公募型異動 

 キャリアについての対話 

 異動希望アン

ケートの実施 

 副業・兼業の容

認 

● ● ● ● ― 
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カ
テ
ゴ
リ
ー 

指標 効果との関連が比較的強い要素 
効果との関連が 

比較的弱い要素 

効果との関連 

業
務
の
能
率
・ 

質
向
上 

社
員
の
意
識
の 

向
上 

キ
ャ
リ
ア
ビ
ジ
ョ
ン

の
明
確
化 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の 

構
築
・拡
大 

学
位
・資
格 

の
取
得 

④
実
態
・
効
果
の
把
握
に
関
す
る
指
標 

人材育成・ 

能力開発に

関する取組

の実態把握 

 研修プログラム別の受講者

数 

 研修プログラム別の受講完

了者数 

 資格取得者数 

 受講者の受講時間数 

 職種転換した人数（例：DX

人材への転換等） 

 研修プログラム

別の受講費用

（支援にかかっ

た費用） 

 受講者のプロ

グラム受講の満

足度 

 研修プログラム

等受講による上

長の評価 

 能力開発支援

等を利用した人

数 

 エンゲージメン

トサーベイの値 

 新規の組織結

成や新規事業

の創設数 

 受講者が、受

講後に社内で

人事異動した

実績数 

 受講者の離職

率 

● ● △ ● ● 

（注）従業員個人に対する効果 7 項目を以下のように分類した。 

「業務の能率・質向上」＝社員自身の業務の能率や質の向上 

「社員の意識の向上（昇格のモチベーション、自信、挑戦意欲）」＝社員自身の昇格等に対するモチベーション向上、社員自身の自

信の向上、社員自身が経験したことのない仕事や挑戦への意欲の向上 

「キャリアビジョンの明確化」＝社員自身のキャリアビジョンの明瞭化 

「ネットワークの構築・拡大」＝社員自身の人的ネットワークの構築・拡大 

「学位・資格の取得」＝社員自身の学位や資格の取得 

   また、●は比較的関連が強いもの、△は比較的関連が弱いもの、―は関連がみられないものを表す（関連の強弱及び有無は、便宜

的に、カイ二乗検定で 0.01 水準の有意性がある効果の個数を基に判断している。具体的には、「効果との関連が比較的強い要素」

とそれぞれの効果の関連の有意性を確認し、半数以上が 0.01 水準で有意であれば●、1 個～半数未満が 0.01 水準で有意であれ

ば△、一つも 0.01 水準で有意でなければ―としている）。 
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2） 勤務先（企業等）に対する効果に関連する取組指標 

勤務先（企業等）のリカレント教育・リスキリングの効果に関連が強いと考えられる取組指標を図 7-5 に

示した。①ビジョンに関しては、「経営戦略と人材戦略の連動」「必要な知識・スキルの明確化」「企業主導

による社員のスキル習得の促進」「人材育成・能力開発に関する方針・目標の明確化」、②仕組みに関し

ては、「キャリア自律の推進」「人材育成・能力開発に関する取組の実施【正規雇用者】【非正規雇用者】」

「人材育成・能力開発に関する取組の全社員への適用【正規雇用者】【非正規雇用者】」「人材育成・能力

開発を後押しする取組の実施【正規雇用者】」、③意識改善・働きかけに関しては、「人材育成・能力開発

の意欲を向上させる取組の実施【正規雇用者】」「自らチャレンジする機会や文化を醸成する取組の実施

【正規雇用者】」等の取組が、効果との関連が比較的強い取組であることが明らかとなった。なお、これら

の傾向は、企業属性（業種、従業員数、外資/内資）を統制しても、大きく異なることはなかった。 

以上から、勤務先（企業等）のリカレント教育・リスキリングの効果を高めるためには、 

経営戦略を踏まえて、人材戦略や人材育成・能力開発に関する方針・目標、必要な知識・スキル

等を明確化・発信し、（社員個人のキャリア自律を推進しつつも）企業主導45でスキル習得を促進

すること 

社員個人のキャリア自律を推進し、（雇用形態によらず）人材育成・能力開発の取組及び支援策を

用意すること 

人材育成・能力開発の意欲を湧かせるよう働きかけるとともに、挑戦する機会や文化を醸成する

こと 

が有効である可能性が示唆された46。 

 なお、取組指標の詳細（表 7-5）を見ると、各指標を構成する要素のなかでも、効果との関連の強弱

に違いがあることがわかる。例えば、「必要な知識・スキルの明確化」という指標においては、「トップメッ

セージ又は人事等から示している」「人事評価・人事考課の項目として取り入れている」「等級制度の項目

として取り入れている」は比較的関連が強いのに対し、「人事評価等の面談において、上長から示してい

る」は比較的関連が弱い。同様に、「自らチャレンジする機会や文化を醸成する取組」という指標において

は、「社内のジョブ・ポジションの見える化」「組織目標と個人目標のすり合わせ」「公募型異動」「キャリア

についての対話」は比較的関連が強いのに対し、「異動希望アンケートの実施」「副業・兼業の容認」は比

較的関連が弱い。ここから、各企業等にて、取組方針の検討・見直しをする際には、比較的関連が強いも

のから優先的に検討を行うことが有効である可能性が考えられる。 

また、7.1.4 （1）1）の再掲となるが、社会人等調査からは、「コミュニティへの参加」や「キャリアビジョンが

あること」が、リカレント教育の実施につながる可能性が示唆されている（4.3.5 （1））。これらは、取組指標

の詳細（表 7-5）においても、比較的効果との関連が強い取組であることが明らかとなっている。そのため、

従業員をリカレント教育の実施に向かわせるためには、学びへのモチベーションを得られるような社内外

のコミュニティづくり47やそれらへの参画を促す仕組み、従業員がキャリアビジョンを持てるような取組（キャ

 

 
45 有識者会議委員からは、企業は従業員に対して学びの場や機会の選択肢を多く設けること、企業の方針に沿ったガイド

等は出しつつも従業員自身による選択を促すこと、従業員の主体性の強さを踏まえてどの程度企業等が主導権を握るかを

決めること、が重要であるとの意見を得た。（再掲） 
46 ただし、今回の分析はあくまで相関関係を確認するものであり、因果関係の有無までは判断できないことには注意を要

する。 
47 有識者会議委員からは、社外との交流には「（社内では言いづらい）本音が言える」というメリットがあり、思考や価値観等
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リアについての対話等）が重要であると考えられる。 

なお、今回の分析では、④実態・効果の把握における「人材育成・能力開発に関する取組の実態把握」

は、効果との関連が比較的弱いとの結果が得られた。これは、定量化しづらい指標（受講者の満足度、上

長の評価、エンゲージメント等）であるために効果との関連性を見出しづらい可能性があることや、各企業

等が目指している効果により、適切な効果測定の方法や PDCA サイクルのスパンが異なる可能性がある

ことが一因と考えられる。例えば、資格取得者数の増加を目指すのであれば、短いスパンで定期的にそ

の人数を把握することが有効である可能性が高いが、従業員の意識の向上やキャリアビジョンの明確化

等を目指すのであれば、中長期的な効果の発現や定性的な効果を想定することが有効である可能性が

ある。 

 

 

図 7-5 勤務先（企業等）に対する効果に関連する取組指標 概要 

  

 

 
のアップデートにつながるとの意見を得た。（再掲） 

①ビジョンに関する指標

経営戦略と人材戦略の連動

必要な知識・スキルの明確化

社員の「人材育成・能力開発」
推進の必要性の認識

企業主導による
社員のスキル習得の促進

人材育成・能力開発に関する
方針・目標の明確化

③意識改善・働きかけに
関する指標

人材育成・能力開発の意欲を
向上させる取組の実施

【正規雇用者】

自らチャレンジする機会や文化
を醸成する取組の実施

【正規雇用者】

④実態・効果の把握に
関する指標

人材育成・能力開発に関する
取組の実態把握

②仕組みに関する指標

キャリア自律の推進

人材育成・能力開発に関する
取組の実施【正規雇用者】

人材育成・能力開発に関する
取組の全社員への適用

【正規雇用者】

人材育成・能力開発を後押し
する取組の実施【正規雇用者】

人材育成・能力開発に関する
取組の実施【非正規雇用者】

人材育成・能力開発に関する
取組の全社員への適用

【非正規雇用者】
：比較的関連が強い

：比較的関連が弱い

：関連が見られない
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表 7-5 勤務先（企業等）に対する効果に関連する取組指標 詳細 

カ
テ
ゴ
リ
ー 

指標 
効果との関連が 

比較的強い要素 

効果との関連が比較的 

弱い要素 

効果との関連 

必
要
な
人
材
の

確
保 

遂
行
力
の 

向
上 

採
用
競
争
力

向
上 

社
内
外
か
ら
の

イ
メ
ー
ジ
向
上

4
8 

学
び
の
促
進 

①
ビ
ジ
ョ
ン
に
関
す
る
指
標 

経営戦略と 

人材戦略の 

連動 

 ビジネスモデルもし

くは経営戦略と連

動して人材戦略を

策定している 

 経営戦略の目標を

達成する上で重要

となる人材アジェン

ダ（人材に関連し

て議論・検討が必

要な事項）を特定

している 

 人材アジェンダに

ついて、明確な目

標や指標を設定し

ている 

― ● ● ● ● ● 

必要な知識・ 

スキルの 

明確化 

 トップメッセージ又

は人事等から示し

ている 

 人事評価・人事考

課の項目として取り

入れている 

 等級制度の項目と

して取り入れている 

 人事評価等の面

談において、上

長から示している 

● ● ● ● ● 

社員の 

「人材育成・

能力開発」 

推進の 

必要性の 

認識 

― 
 必要性を感じて

いる 
― ― ― △ ― 

人材育成・ 

能力開発に

対する考え方 

 企業主導で、社員

のスキル等の習得

を促進 

― ● ● ● ● ● 

人材育成・ 

能力開発に

関する方針・

目標の 

明確化 

 経営トップが人材

育成・能力開発の

推進のメッセージ

を発信している 

 目指すべき明確な

目標やそれを表す

指標を設定してい

る 

 目標達成の期限を

設定している 

― ● ● ● ● ● 

 

 

 

 

       

 

 
48 「従業員エンゲージメントの向上」に比べ、「投資家・金融機関からの評価の向上」「企業イメージの向上（ＣＳＲ経営の促

進、人材を大切にする経営等）」の 2 項目は、取組との関連性が弱いものが多かった。 
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カ
テ
ゴ
リ
ー 

指標 
効果との関連が 

比較的強い要素 

効果との関連が比較的 

弱い要素 

効果との関連 

必
要
な
人
材
の

確
保 

遂
行
力
の 

向
上 

採
用
競
争
力

向
上 

社
内
外
か
ら
の

イ
メ
ー
ジ
向
上

4
8 

学
び
の
促
進 

②
仕
組
み
に
関
す
る
指
標 

キャリア自律

の推進 

 キャリア自律を推

進している 
― ● ● ● ● ● 

人材育成・ 

能力開発に

関する取組の

実施 

【 正 規 雇 用

者】 

 社内での人材育

成・能力開発の研

修の実施 

 社外の人材育成・

能力開発の研修等

への派遣 

 外部の人材育成・

能力開発のプログ

ラム等の活用（ e-

learning等） 

 外部機関等との連

携等によるプログラ

ム開発 

 大学等の履修証明

プログラム、科目等

履修への派遣 

 大学・大学院、専

門・各種学校等へ

の進学など、期間

の長いプログラム

等への派遣 

― 

● ● ● ● ● 

人材育成・ 

能力開発に

関する取組の

実施 

【非正規雇用

者】 

● ● ● ● ● 

人材育成・ 

能力開発に

関する取組の

対象 

【 正 規 雇 用

者】 

 基本は全社員を対

象としている 

 特定の部門の社

員又は特定の職

種のみを対象とし

ている 

 必要とするスキル

レベルに達して

いない社員を対

象としている 

 選抜された社員

を対象としている 

 新人・新入社員

のみを対象として

いる 

 特定の年代の社

員を対象としてい

る 

 従業員の自主的

な能力開発を支

援対象としている 

● ● ● ● ● 

人材育成・ 

能力開発に

関する取組の

対象 

【非正規雇用

者】 

● ● ● ● ● 

人材育成・ 

能力開発を後

押しする取組

の実施 

【 正 規 雇 用

者】 

 自己啓発費の補助 

 資格取得支援（受

験料等の支援） 

 時間面での支援 

 休暇に関する支援 

― ● ● ● ● ● 
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カ
テ
ゴ
リ
ー 

指標 
効果との関連が 

比較的強い要素 

効果との関連が比較的 

弱い要素 

効果との関連 

必
要
な
人
材
の

確
保 

遂
行
力
の 

向
上 

採
用
競
争
力

向
上 

社
内
外
か
ら
の

イ
メ
ー
ジ
向
上

4
8 

学
び
の
促
進 

③
意
識
改
善
・
働
き
か
け
に
関
す
る
指
標 

人材育成・ 

能力開発の

意欲を向上 

させる取組の

実施 

【 正 規 雇 用

者】 

 トップメッセージの

発信 

 社内の人材が保持

しているスキルの

可視化 

 人材育成・能力開

発の目標人数や期

限等の明示 

 セミナーや講演に

よる啓発活動 

 能力開発等を人事

評価の項目として

設 

 能力開発、資格取

得等による昇給、

昇格等の処遇向上 

 社内におけるキャリ

アパスを明示（特

定の職務・役職に

就くために必要な

経験・スキルなど） 

 キャリア形成面談

等の機会の提供 

 獲得した能力を発

揮可能な場の提供 

 社内での人材育

成・能力開発の事

例の共有 

 人材育成・能力開

発の推進・共有の

ためのコミュニティ

の場づくり 

 有志による勉強会

の開催の支援（資

料購入等の支援） 

― ● ● ● ● ● 

自ら 

チャレンジ 

する機会や 

文化を醸成 

する取組の 

実施 

【 正 規 雇 用

者】 

 社内のジョブ・ポジ

ションの見える化 

 組織目標と個人目

標のすり合わせ 

 公募型異動 

 キャリアについての

対話 

 異 動 希 望 ア ン

ケートの実施 

 副業・兼業の容

認 

● ● ● ● ● 



 

259 

カ
テ
ゴ
リ
ー 

指標 
効果との関連が 

比較的強い要素 

効果との関連が比較的 

弱い要素 

効果との関連 

必
要
な
人
材
の

確
保 

遂
行
力
の 

向
上 

採
用
競
争
力

向
上 

社
内
外
か
ら
の

イ
メ
ー
ジ
向
上

4
8 

学
び
の
促
進 

④
実
態
・
効
果
の
把
握
に
関
す
る
指
標 

人材育成・ 

能力開発に

関する取組の

実態把握 

 研修プログラム別

の受講者数 

 研修プログラム別

の受講完了者数 

 資格取得者数 

 職種転換した人数

（例：DX 人材への

転換等） 

 研修プログラム別

の受講費用（支

援にかかった費

用） 

 受講者のプログラ

ム受講の満足度 

 研修プログラム等

受講による上長

の評価 

 受講者の受講時

間数 

 能力開発支援等

を利用した人数 

 エンゲージメント

サーベイの値 

 新規の組織結成

や新規事業の創

設数 

 受講者が、受講

後に社内で人事

異動した実績数 

 受講者の離職率 

△ ● ● △ ● 

（注）勤務先（企業等）に対する効果 11 項目を以下のように分類した。 

「必要な人材の確保」＝新事業創発のために必要な人材の確保、既存事業の改革に必要な人材の確保 

「遂行力の向上」＝商品・サービスの品質向上／営業販売力の向上、業務の効率化／生産性向上 

「採用競争力向上」＝新卒採用競争力の向上、中途採用競争力の向上 

「社内外からのイメージ向上」＝従業員エンゲージメントの向上、投資家・金融機関からの評価の向上、企業イメージの向上（CSR 経

営の促進、人材を大切にする経営等） 

「学びの促進」＝社内の学習文化の醸成、人材輩出力の強化（自社への貢献に留まらない人材育成投資） 

また、●は比較的関連が強いもの、△は比較的関連が弱いもの、―は関連がみられないものを表す（関連の強弱及び有無は、便宜

的に、カイ二乗検定で 0.01 水準の有意性がある効果の個数を基に判断している。具体的には、「効果との関連が比較的強い要素」と

それぞれの効果の関連の有意性を確認し、半数以上が 0.01 水準で有意であれば●、1 個～半数未満が 0.01 水準で有意であれば

△、一つも 0.01 水準で有意でなければ―としている）。 
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（2） 大学におけるリカレント教育・リスキリングの効果を高めるための取組指標 

大学等調査では、受講生、企業、大学に対しての効果を把握している。本章では、そのうち回答数が

一定以上あった、受講生に対する効果と大学に対する効果について、カイニ乗検定・回帰分析に基づき

分析を行った。その結果、大学に関する取組指標は、プログラム受講生に対する効果に関連するものと、

プログラム提供者である大学に対する効果に関連するものの一つが抽出された。 

1） 受講生に対する効果（大学が把握している効果）と相関している取組について 

受講生に対する効果については、社会人等アンケートの回帰分析時の効果分類にしたがって、以下

のように（A）現業でのパフォーマンス向上、（B）現業でのキャリア上の成果、（C）現業以外での選択肢の

広がり、（D）上記以外の効果実感の 4種類に分類した（表 7-6）。 

表 7-6 受講生に対する効果の類型 

効果の類型 項目 

(A)現業でのパフォーマンス向上 業務の能率や質の向上 

特定職種の実務に必要な専門知識・技能の習得 

研究推進能力の向上 

(B)現業でのキャリア上の成果 昇格・昇給への貢献 

(C)現業以外での選択肢の広がり 就職への貢献 

希望の人事異動や転職の実現 

経験したことのない仕事や挑戦への意欲の向上 

キャリアビジョンの明瞭化 

幅広い仕事に活用できる知識・技能の習得 

(D)上記以外の効果実感 各種資格の取得 

最先端の知識・技能の習得 

人的ネットワークの構築・拡大 

分野横断的で幅広い視点での分析的思考力の向上 

異分野交流を通じた新たな課題の発見、発想力の向上 

国際的な思考力・異文化理解の向上 

独創的な発想による問題解決力の向上 

知識に基づいた深い洞察力の涵養 

 

その上で、プログラム受講生に対する効果に関連が強いと考えられる取組指標を図 7-6 に示した49。

①プログラム概要に関しては、「プログラムで育成を目指す能力・知識」、②受講促進策に関しては、「社

会人受講を促進するための工夫」「企業を顧客とする上での工夫」、③受講生に関する情報収集につい

ては、「受講生が所属企業から受けている支援の内容」「受講生の受講目的」「受講生の満足度把握のた

めの取組」「受講効果把握のための取組」等が、効果との関連が比較的強かった50。なお、これらの傾向

は、累計受講生数、修了までの期間といったプログラムの属性に関する 2変数を統制しても大きな変化は

なかった。以下では、特に効果との関連が強かった具体的な取組指標について、①プログラム概要、②

受講促進策、③受講生に関する情報収集の順にみていく。 

 

 

 
49 有意水準 0.01 でカイニ乗検定を行った結果、関連のある受講効果の数が多かった取り組みを示している。 
50 ただし、ここでいうプログラム受講効果とは、あくまで大学が把握している受講効果を指す。「受講生に対する

状況調査を実施しているか否か」という変数が交絡変数となっている可能性が残ることには注意が必要である。 
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図 7-6 受講効果（全体）に関連する取組指標 概要 

  

①プログラム概要 ②受講促進策
③受講生に関す

る情報収集

社会人の受講を促
進するための工夫

受講生が所属企業
から受けている

支援の内容

企業を顧客とする
うえでの工夫

プログラム提供上の
企業等連携の内容

社会人以外の学生
の受講可否

開講時間
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a. ①プログラム概要 

プログラム概要については、プログラムで育成を目指す能力・知識と、受講生に対する効果との間に強

い相関が見られた。 

図 7-7 として、受講生に対する効果と強い相関が見られた部分を赤く着色した図表を掲載した（以降

の節で同様の図表を掲載する）。プログラム概要について注目すべき点は、以下の点である。 

⚫ 論理的思考力、問題設定力・問題解決力を育成するプログラムは、受講生の効果に対しての相

関が強く、特に（C）現業以外での選択肢の広がりの効果に強く相関している。 

⚫ IT系の能力・スキルを育成するプログラムは、受講生の効果に対しての相関がみられない。 

⚫ (B)現業でのキャリア上の効果との間に相関は見られない。 

上述した論理的思考力や問題設定力・問題解決力は、大学が育成を得意とする能力・スキルであると

考えられる。そうした大学らしさを生かした内容のプログラムは、受講効果につながりやすいと推測される。 

一方、IT 系の能力・スキルと効果の間には強い相関がみられなかった。これは、プログラムの内容とし

て人気があるために受講生の幅が広く、大学ならではの高度・体系的なプログラムを提供することができ

ない可能性や、上述した論理的思考力や問題設定力・問題解決力などと異なり、民間の教育サービスと

比べて大学が強みを発揮しにくい領域である可能性等が、理由として考えうる。有識者会議では、高等

教育機関の提供する教育内容が社会の変化に追いついておらず、特に IT系の分野では市場ニーズ

とのギャップが大きくなっている点について指摘があった。これに対し、市場ニーズの高い IT系

の技術知識を提供するのではなく、それらを実際の問題解決へ応用する方法等の、「論理的思考、問

題解決力をベースとした IT系技術・知識」を育成するプログラムを提供する方が、大学の強みを生かせる

可能性があるとの意見もあった。 
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*凡例 A:現業でのパフォーマンス向上、B:現業でのキャリア上の効果、C: 現業以外での選択肢の広がり、D:それ以外の効果実感 

**赤色着色部はカイ二乗検定の結果、有意水準 0.01 で統計的に有意な変数間の関連性が示されたものを表す。 

図 7-7 「プログラムで育成を目指す能力・知識」と受講効果の相関
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b. ②受講促進策 

受講促進策については、社会人等や企業等を対象とした大学側での工夫や取組と、受講生に対する効

果との間に強い相関が見られた。具体的には図 7-8、図 7-9のような相関が示された。 

ここで注目すべき点は、以下の点である。 

⚫ 社会人の受講を促進するための工夫としては、「受講生同士のコミュニティ形成を支援している」

「大学以外の場所では学べないような高度な内容としている」が効果との相関が比較的強い。 

⚫ 「受講形態を工夫している（オンライン、オンデマンドの活用等）」「学びを継続させるための支援を

設けている（学習カウンセリング等の提供）」に関しても効果との一定程度の相関が見られる。一方、

「受講日時を工夫している（土日、夜間開講等）」についてはあまり相関がみられない。51 

⚫ 企業を顧客とする上での工夫については、「企業人講師など多様な教員の活用」「体系的な教育

カリキュラムの充実」「オンライン授業の拡充」が効果との関連が比較的強い。 

⚫ 受講促進策による効果としては、（B）を除き、特に（A）～（D）での違いはない。 

上記のうち、「学びを継続させるための支援を設けている（学習カウンセリング等の提供）」という取組が

受講生に対する効果に対して比較的強く相関しているという結果は、社会人等アンケートで、大学等のリ

カレント教育を受講する際の阻害要因として「勤務時間外で学習する意欲が持てない」が上がっているこ

とと併せて重要な示唆をもたらすといえる。具体的には、大学等のリカレント教育は「大学以外の場所では

学べないような高度な内容」の学びが特徴であるため、勤務時間外に学習する意欲を継続できるような支

援が必要となると考えられる。このことは、大学等のプログラムを受講した社会人等のインタビューにおい

ても指摘されている。そのため、複数の調査から、大学等の側で継続的に学びをサポートする仕組みが

あることで、社会人等の受講効果につながりやすい可能性が示唆されたといえる。 

また、「受講生同士のコミュニティ形成を支援している」という形で、コミュニティ形成に係る方策も強く相

関が示された。この点は、社会人等アンケートにおいても、リカレント教育の成果につながりやすい要因と

して指摘されていた。大学等アンケート調査からも、同様の示唆が導き出されたといえる。 

 

 
51 有識者会議委員からは、転職が一般化するなか、若者は成果を上げるまでのスピードを重視しているため、それに対応

したプログラムを提供することも重要との意見を得た。 
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*凡例 A:現業でのパフォーマンス向上、B:現業でのキャリア上の効果、C: 現業以外での選択肢の広がり、D:それ以外の効果実感 

**赤色着色部はカイ二乗検定の結果、有意水準 0.01 で統計的に有意な変数間の関連性が示されたものを表す。 

図 7-8 「社会人の受講を促進するための工夫」と受講効果の相関 

受
講

日
時

の
工

夫
（
土

日
、

夜
間

等
）

受
講

形
態

の
工

夫
（
オ

ン
ラ

イ
ン

、
オ

ン
デ

マ
ン

ド
等

）

受
講

場
所

を
工

夫
し

て
い

る
（
利

便
性

の
高

い
ロ

ケ
ー

シ
ョ
ン

で
の

開
講

等
）

受
講

参
加

の
日

時
変

更
等

に
柔

軟
に

対
応

し
て

い
る

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

取
捨

選
択

が
で

き
る

（
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
の

一
部

受
講

等
）

法
人

契
約

を
し

て
い

る
企

業
向

け
に

従
業

員
割

引
等

を
設

け
て

い
る

法
人

契
約

企
業

か
ら

の
受

講
生

以
外

の
受

講
生

向
け

に
、

授
業

料
割

引
や

奨
学

金
等

を
用

意
し

て
い

る

託
児

サ
ー

ビ
ス

を
設

け
て

い
る

学
び

を
継

続
さ

せ
る

た
め

の
支

援
を

設
け

て
い

る
（
学

習
カ

ウ
ン

セ
リ

ン
グ

等
の

提
供

）

キ
ャ

リ
ア

カ
ウ

ン
セ

リ
ン

グ
・

キ
ャ

リ
ア

コ
ン

サ
ル

テ
ィ

ン
グ

を
提

供
し

て
い

る

就
職

支
援

・
転

職
支

援
を

提
供

し
て

い
る

受
講

生
同

士
の

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

形
成

を
支

援
し

て
い

る

大
学

以
外

の
場

所
で

は
学

べ
な

い
よ

う
な

高
度

な
内

容
と

し
て

い
る

受
講

生
の

ニ
ー

ズ
に

合
っ

た
難

易
度

が
選

択
で

き
る

（
例

：
初

学
者

向
け

、
経

験
者

向
け

等
）

そ
の

他

業
務

の
能

率
や

質
の

向
上

0
.5

4
3
2

0
.0

0
0
4

0
.0

2
7
6

0
.6

1
2
5

0
.0

9
5
3

0
.2

8
5
4

1
.0

0
0
0

0
.3

2
1
4

0
.0

0
0
2

0
.3

7
3
2

0
.9

6
8
4

0
.0

0
0
0

0
.0

0
0
3

0
.0

0
6
9

0
.0

2
4
3

特
定

職
種

の
実

務
に

必
要

な
専

門
知

識
・
技

能
の

習
得

0
.1

1
0
5

0
.0

0
0
4

0
.2

3
1
0

0
.1

3
1
2

0
.9

3
5
5

0
.4

2
6
1

0
.8

6
0
3

0
.9

3
7
4

0
.0

0
2
0

0
.6

5
7
0

1
.0

0
0
0

0
.1

2
2
3

0
.0

0
0
0

0
.0

2
0
9

0
.0

0
0
1

研
究

推
進

能
力

の
向

上
0
.3

0
9
2

0
.0

4
1
8

0
.2

3
9
5

0
.2

0
6
2

0
.4

9
3
0

0
.6

9
8
1

0
.0

0
0
0

0
.7

0
9
2

0
.8

1
8
0

0
.8

2
8
4

0
.6

9
6
8

1
.0

0
0
0

0
.0

0
1
0

0
.8

2
3
5

0
.8

6
1
1

B
昇

格
・
昇

給
へ

の
貢

献
0
.0

0
3
0

0
.0

1
7
4

0
.0

0
1
1

0
.1

3
5
4

1
.0

0
0
0

1
.0

0
0
0

0
.0

3
1
9

1
.0

0
0
0

1
.0

0
0
0

1
.0

0
0
0

0
.1

5
8
7

0
.0

0
1
2

0
.1

7
7
7

1
.0

0
0
0

0
.6

8
6
0

就
職

へ
の

貢
献

0
.6

8
7
3

0
.0

4
0
2

0
.0

0
0
1

0
.0

3
4
6

0
.0

1
5
6

0
.8

2
8
1

0
.0

4
6
3

1
.0

0
0
0

0
.1

7
0
3

0
.0

0
0
0

0
.0

0
0
0

0
.0

0
6
3

0
.0

0
8
8

0
.0

0
1
6

0
.0

3
0
6

希
望

の
人

事
異

動
や

転
職

へ
の

実
現

0
.0

0
1
3

0
.1

6
1
4

0
.0

0
1
7

0
.8

9
9
1

1
.0

0
0
0

0
.6

6
3
5

0
.0

6
8
6

1
.0

0
0
0

0
.4

1
4
7

0
.0

6
3
9

0
.0

8
1
3

0
.0

0
3
0

0
.0

0
6
1

0
.2

5
5
2

0
.8

2
7
3

経
験

し
た

こ
と

の
な

い
仕

事
や

挑
戦

へ
の

意
欲

の
向

上
0
.9

1
2
0

0
.0

0
1
5

0
.0

0
0
6

0
.6

5
6
4

0
.0

0
0
2

0
.3

9
2
5

1
.0

0
0
0

0
.8

4
4
6

0
.0

0
2
2

0
.0

0
0
0

0
.0

0
0
0

0
.0

0
0
0

0
.0

0
0
1

0
.0

0
0
2

0
.0

0
9
7

キ
ャ

リ
ア

ビ
ジ

ョ
ン

の
明

瞭
化

0
.6

3
3
1

0
.0

0
9
7

0
.0

5
5
4

0
.6

0
1
8

0
.0

0
0
0

0
.7

3
5
6

0
.8

5
1
3

0
.7

5
4
9

0
.0

0
0
7

0
.0

0
0
0

0
.0

0
0
0

0
.0

0
0
0

0
.0

0
0
0

0
.0

0
0
0

0
.0

0
0
0

幅
広

い
仕

事
に

活
用

で
き

る
知

識
・

技
能

の
習

得
0
.1

3
9
4

0
.0

0
7
1

0
.0

0
3
1

0
.1

3
5
4

0
.0

8
3
1

0
.4

8
7
1

1
.0

0
0
0

0
.1

5
0
0

0
.0

3
8
2

0
.0

4
9
6

0
.0

6
4
6

0
.0

0
0
0

0
.0

2
2
7

0
.3

4
4
5

1
.0

0
0
0

各
種

資
格

の
取

得
0
.0

3
7
3

0
.5

6
0
2

0
.0

2
0
0

0
.0

0
0
5

0
.1

6
7
7

1
.0

0
0
0

0
.0

7
5
5

0
.7

1
3
2

0
.0

0
0
7

0
.4

3
1
7

0
.4

8
5
3

0
.7

7
9
1

0
.6

2
3
8

0
.7

5
7
1

0
.8

1
8
0

最
先

端
の

知
識

・
技

能
の

習
得

0
.1

8
5
8

0
.0

0
0
6

0
.0

1
3
7

0
.5

3
9
0

0
.0

1
3
7

0
.5

1
0
8

1
.0

0
0
0

0
.4

2
7
1

0
.0

0
0
1

0
.0

6
5
1

0
.1

8
5
1

0
.0

0
0
0

0
.0

0
0
0

0
.0

0
1
3

0
.0

0
9
7

人
的

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
構

築
・
拡

大
0
.0

5
2
2

0
.0

0
0
3

0
.0

0
0
0

0
.2

6
7
8

0
.0

0
2
1

1
.0

0
0
0

0
.5

2
0
4

0
.4

7
2
6

0
.0

0
2
5

0
.0

0
1
1

0
.1

0
4
7

0
.0

0
0
0

0
.0

0
0
0

0
.0

0
4
9

0
.0

1
2
2

分
野

横
断

的
で

幅
広

い
視

点
で

の
分

析
的

思
考

力
の

向
上

0
.8

3
1
9

0
.0

0
2
0

0
.0

1
1
8

0
.1

6
6
5

0
.1

8
0
2

1
.0

0
0
0

1
.0

0
0
0

0
.8

9
0
5

0
.0

0
0
5

1
.0

0
0
0

1
.0

0
0
0

0
.0

0
0
0

0
.0

0
0
1

0
.2

8
4
3

0
.0

0
0
0

異
分

野
交

流
を

通
じ

た
新

た
な

課
題

の
発

見
、

発
想

力
の

向
上

0
.7

1
3
4

0
.0

4
2
2

0
.9

3
1
1

0
.9

2
0
2

0
.2

1
5
4

0
.8

2
9
8

1
.0

0
0
0

1
.0

0
0
0

0
.4

9
4
9

1
.0

0
0
0

0
.4

9
5
5

0
.0

0
0
7

0
.0

6
7
7

1
.0

0
0
0

1
.0

0
0
0

国
際

的
な

思
考

力
・
異

文
化

理
解

の
向

上
0
.8

3
5
5

0
.9

5
1
4

1
.0

0
0
0

1
.0

0
0
0

0
.3

0
7
8

1
.0

0
0
0

1
.0

0
0
0

1
.0

0
0
0

1
.0

0
0
0

1
.0

0
0
0

1
.0

0
0
0

0
.7

4
0
7

0
.0

6
3
2

1
.0

0
0
0

0
.0

0
1
3

独
創

的
な

発
想

に
よ

る
問

題
解

決
力

の
向

上
0
.3

6
9
6

0
.1

5
1
2

0
.0

1
9
5

0
.1

6
6
7

1
.0

0
0
0

0
.6

7
3
6

0
.9

4
5
5

1
.0

0
0
0

0
.1

3
5
0

1
.0

0
0
0

0
.8

5
3
8

0
.0

0
1
8

0
.0

0
2
9

1
.0

0
0
0

1
.0

0
0
0

知
識

に
基

づ
い

た
深

い
洞

察
力

の
涵

養
0
.8

0
4
0

0
.0

0
0
2

0
.0

0
1
8

0
.0

2
4
5

0
.8

5
0
8

0
.3

5
7
4

0
.3

4
4
7

1
.0

0
0
0

0
.0

0
0
9

0
.3

5
2
9

0
.6

8
8
0

0
.0

0
0
0

0
.0

0
0
2

0
.1

6
5
4

0
.0

0
0
9

A C D

社
会

人
の

受
講

を
促

進
す

る
た

め
の

工
夫



 

266 

 

*凡例 A:現業でのパフォーマンス向上、B:現業でのキャリア上の効果、C: 現業以外での選択肢の広がり、D:それ以外の効果実感 

**赤色着色部はカイ二乗検定の結果、有意水準 0.01 で統計的に有意な変数間の関連性が示されたものを表す。 

図 7-9 「企業を顧客とする上での工夫」と受講効果の相関 
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c. ③受講生に関する情報収集 

受講生に関する情報収集については、受講生が所属企業から受けている支援内容や、受講生の受講

目的・満足度・受講効果の把握に関する取組と、受講生に対する効果との間に強い相関が見られた。具

体的には図 7-10、図 7-11、図 7-12、図 7-13に示した相関が示された。 

ここで注目すべき点は、以下の点である。 

⚫ 受講生が所属企業からの受講料補助を受けているプログラムは効果との相関が比較的強い。 

⚫ 以下を目的・理由として受講されているプログラムは効果との相関が比較的強い。 

➢ 勤務先から求められたため 

➢ 現在取り組んでいる業務に必要な知識やスキルを習得するため 

➢ 仕事での信頼獲得のため 

➢ 人脈づくりのため 

⚫ 受講満足度把握の取組については、「授業アンケート（各授業ごとに実施するもの）」との相関が

比較的強い。一方、「満足度は把握していない」と効果との相関は見られなかった。 

⚫ 受講効果把握のための取組については、「授業アンケート（各授業ごとに実施するもの）」「受講修

了者向けのアンケート（修了前・修了時点）」との相関が比較的強い。 

⚫ 効果については、特に（A）～（D）で違いは見られなかった。 

受講生が所属企業からの受講料補助を受けているプログラムや勤務先からの求めに応じて受講されて

いるプログラムは、比較的強い効果との相関が見られた。このようなプログラムでは、企業の指示・支援に

よって受講する受講生が多いことが推察されるため、受講者側で目的意識を強く持てることや、金銭面・

時間面の支援が受けられるという点が受講効果につながっていると考えられる。 

また、受講満足度や受講効果の把握を目的としたアンケート等の実施も効果との相関が強い。受講生

の満足度を定量的に把握しようとするプログラムほど、受講生に対する効果につながりやすい傾向が示さ

れたといえる。 
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*凡例 A:現業でのパフォーマンス向上、B:現業でのキャリア上の効果、C: 現業以外での選択肢の広がり、D:それ以外の効果実感 

**赤色着色部はカイ二乗検定の結果、有意水準 0.01 で統計的に有意な変数間の関連性が示されたものを表す。 

図 7-10 「受講生が所属企業から受けている支援の内容」と受講効果の相関 
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*凡例 A:現業でのパフォーマンス向上、B:現業でのキャリア上の効果、C: 現業以外での選択肢の広がり、D:それ以外の効果実感 

**赤色着色部はカイ二乗検定の結果、有意水準 0.01 で統計的に有意な変数間の関連性が示されたものを表す。 

図 7-11 「受講生の受講目的」と受講効果の相関 
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*凡例 A:現業でのパフォーマンス向上、B:現業でのキャリア上の効果、C: 現業以外での選択肢の広がり、D:それ以外の効果実感 

**赤色着色部はカイ二乗検定の結果、有意水準 0.01 で統計的に有意な変数間の関連性が示されたものを表す。 

図 7-12 「受講生の満足度把握のための取組」と受講効果の相関 
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*凡例 A:現業でのパフォーマンス向上、B:現業でのキャリア上の効果、C: 現業以外での選択肢の広がり、D:それ以外の効果実感 

**赤色着色部はカイ二乗検定の結果、有意水準 0.01 で統計的に有意な変数間の関連性が示されたものを表す。 

図 7-13 「受講効果把握のための取組」と受講効果の相関 
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なお、①プログラム概要、②受講促進策、③受講生に関する情報収集の多くの取組において、（B）現

業でのキャリア上の成果との相関はほとんどみられなかった。このことから、（B）現業でのキャリア上の成

果については、大学等側の工夫や取組だけでは導かれにくいという可能性が示唆されたといえる。 

 

以上、受講生に対する効果に関連が強いと考えられる取組についての分析を行った。これらを取組指

標として整理すると、表 7-7 となる。 

  



 

273 

表 7-7 受講効果に関連する取組指標 詳細 
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2） リカレント教育プログラムを提供することによる大学自身への効果（大学への効果）と相関してい

る取組について 

大学への効果についても、（a）直接的な財務効果、(b)間接的な財務効果、(c)非財務上の効果、(d)（地

域）社会への影響の 4 種類に分類し、受講生に対する効果と同様に各効果と関連の強い取組の抽出を

行った。 

表 7-8 大学への効果の類型 

分類 項目 

(a)直接的な財務効果 共同研究増加 

寄付・寄付講座の増加 

学校の収益性の向上 

大学の共同研究・産学連携の活性化 

(b)間接的な財務効果 学生（学部）募集への好影響 

学生（大学院）募集への好影響 

(c)非財務上の効果 教員の研究活動への好影響 

社会人以外の学生への好影響 

教員の指導能力の向上 

修了した受講生の活躍 

修了生によるアルムナイ活動 

学内組織の縦割りの解消 

学校のブランディングの向上 

(d)（地域）社会への影響 地元産業界の活性化 

地元地域の課題解決や貢献 

日本社会全体やグローバル社会への貢献 

 

大学への効果に関連が強いと考えられる取組を図 7-14 に示した。①プログラム概要に関しては関連

が強いものは見られなかった。②受講促進策に関しては、「社会人受講を促進するための工夫」「企業を

顧客とする上での工夫」「プログラム提供上の企業等連携の内容」、③受講生に関する情報収集につい

ては、「修了後の受講生とのつながり」などが、大学への効果との関連が比較的強かった52。なお、これら

の結果は、累計受講生数、修了までの期間といったプログラムの属性に関する 2変数を統制しても大きな

変化はなかった。 
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図 7-14 大学への効果（全体）に関連する取組指標 概要 

  

①プログラム概要 ②受講促進策
③受講生に関す

る情報収集

社会人の受講を促
進するための工夫

受講生が所属企業
から受けている

支援の内容

企業を顧客とする
うえでの工夫

プログラム提供上の
企業等連携の内容

社会人以外の学生
の受講可否

開講時間

通学のみの開講

授業形態

アクティブラーニ
ングの有無

プログラム担当者
のうち常勤教員数

プログラム担当者の
うち非常勤教員数

プログラム担当教員
への金銭的手当ての

有無

取得できる資格

受講証明書の発行

中計での位置付け
の有無

自己点検・評価の
有無

受講生の負担費用

企業による利用
の有無

企業のプログラム
利用目的の把握

企業のプログラム
利用目的

プログラム提供上の
企業等連携の有無

受講生の受講目的
の把握

受講生の受講目的

受講生の満足度
把握のための

取り組み

受講生の大学内施
設の利用頻度

受講効果把握のた
めの取組

修了後の受講生と
のつながり

プログラムで育成を
目指す能力・知識

受講料に対する
補助金の有無

実務家教員比率

プログラム担当者の
うち実務家教員数
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a. ①プログラム概要（参考） 

プログラム概要については、大学への効果との強い相関を持つ取組は見られなかった。ただし、プログ

ラム概要の中で、大学への効果と一定程度の相関が見られた項目を取り上げると、以下のとおりである

(図 7-15)。 

⚫ 「プログラムで育成を目指す能力・知識」を個別に見ると、「事業構想力」「論理的思考力」につい

ては、一定程度、効果との相関が見られた。 

⚫ IT系の能力・知識は、効果との相関がみられなかった。 

⚫ (a)直接的な財務効果に相関している項目はほとんどみられない。 

プログラム概要と大学への効果との間に強い相関がみられなかった理由について、詳細はさらなる分

析が必要であるが、プログラムの内容よりも、それ以外の取組の方が大学への効果に影響しやすいという

可能性が考えられる。ただし、その中においても、IT 系の能力・知識を育成するプログラムは、受講生に

対する効果だけでなく、大学への効果においても相関がみられなかったことは注目に値する。これは、プ

ログラムの内容として人気があるために受講生の幅が広く、大学ならではの高度・体系的なプログラムを

提供することができない可能性や、上述した論理的思考力や問題設定力・問題解決力などと異なり、民

間の教育サービスと比べて大学が強みを発揮しにくい領域である可能性等が、理由として考えうる。有識

者会議では、高等教育機関の提供する教育内容が社会の変化に追いついておらず、特に IT 系の分野

では市場ニーズとのギャップが大きくなっている点について指摘があった。これに対し、市場ニーズの高

い IT 系の技術知識を提供するのではなく、それらを実際の問題解決へ応用する方法等の、「論理的思

考、問題解決力をベースとした IT 系技術・知識」を育成するプログラムを提供する方が、大学の強みを生

かせる可能性があるとの意見もあった。 
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*凡例 （a）直接的な財務効果、（b）間接的な財務効果、（c）非財務上の効果、（d）（地域）社会への影響 

**赤色着色部はカイ二乗検定の結果、有意水準 0.01 で統計的に有意な変数間の関連性が示されたものを表す。 

図 7-15 「プログラムで育成を目指す能力・知識」と大学への効果の相関 
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b. ②受講促進策 

受講促進策については、社会人等や企業等を対象とした大学側での工夫や取組、プログラム提供上

の企業等連携の内容と、大学への効果との間に強い相関が見られた。具体的には図 7-16図 7-17図 

7-18のような相関が示された。 

ここで注目すべき点は、以下の点である。 

⚫ 「社会人の受講を促進するための工夫」について、「大学以外の場所では学べないような高度な

内容としている」「受講生同士のコミュニティ形成を支援している」は効果との相関が強い。 

⚫ 「企業を顧客とする上での工夫」について、「企業等への営業活動の実施」「オンライン授業の拡

充」「企業人講師など多様な教員の活用」「体系的な教育カリキュラムの充実」は効果との相関が

強い。 

「プログラム提供上の企業等連携の内容」については、多くの項目で効果との相関がみられ、特

に、(c)非財務上の効果と(d)地域社会への効果との相関が強い。 

大学への効果についても、受講生に対する効果同様、「大学以外の場所では学べないような高度な内

容としている」「受講生同士のコミュニティ形成を支援している」が強く相関していた。また、「企業を顧客と

する上での工夫」においても「体系的な教育カリキュラムの充実」が強く相関していた。このことより、一般

的な学部教育と同様、リカレント教育においても、「学生同士の学びあいを奨励し、高度で体系的な教育

を行う場所」としての大学らしさを発揮することが、大学への効果にもつながるという可能性が示唆された

といえる。 

また、「企業を顧客とする上での工夫」や「プログラム提供上の企業等連携の内容」の取組の多くが、大

学への効果との強い相関があったことからは、リカレント教育においても産学連携を深めていくことが大学

への効果につながりやすいことが推測される。なお、ここでも、大学等の取組と相関が強いものは、(c)非

財務上の効果と(d)地域社会への効果に集中している。53 

 

 
53 有識者会議委員からは、今後大学が(a)直接的な財務的な効果や(b)間接的な財務効果を得るためには、社員のリスキリ

ングに注力している企業との連携や、産学連携・寄付講座活用等に取り組む企業事例の発信、社会人学生の事例の発信

等により、共同研究や寄付講座、学生の増加等を目指していくことが有効である可能性があるとの意見を得た。 
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*凡例 （a）直接的な財務効果、（b）間接的な財務効果、（c）非財務上の効果、（d）（地域）社会への影響 

**赤色着色部はカイ二乗検定の結果、有意水準 0.01 で統計的に有意な変数間の関連性が示されたものを表す。 

図 7-16 「社会人の受講を促進するための工夫」と大学への効果の相関 
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*凡例 （a）直接的な財務効果、（b）間接的な財務効果、（c）非財務上の効果、（d）（地域）社会への影響 

**赤色着色部はカイ二乗検定の結果、有意水準 0.01 で統計的に有意な変数間の関連性が示されたものを表す。 

図 7-17 「企業を顧客とする上での工夫」と大学への効果の相関 
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*凡例 （a）直接的な財務効果、（b）間接的な財務効果、（c）非財務上の効果、（d）（地域）社会への影響 

**赤色着色部はカイ二乗検定の結果、有意水準 0.01 で統計的に有意な変数間の関連性が示されたものを表す。 

図 7-18 「プログラム提供上の企業等連携の内容」と大学への効果の相関 

  

プログラムを
つくるときに
企業等から

意見をきいた
（アンケート、
ヒアリング）

企業等から
教員を派遣して

もらっている

企業等から
施設を供与して

もらっている

企業等から
教材を提供して

もらっている

企業等から
資金を提供して

もらっている

企業等から
上記以外の

何らかの協力を
得ている

プログラムへの
受講生を企業等

から派遣して
もらっている

その他

民間企業との共同研究の増加
0.2272 1.0000 0.6843 1.0000 0.2771 1.0000 0.0001 1.0000

民間企業からの寄付・寄附講座の
増加 0.5243 0.6705 0.8478 0.5996 0.0000 0.8835 0.7576 1.0000

学校の収益性の向上
0.3841 0.8942 0.0217 0.2297 1.0000 0.6790 0.4659 1.0000

大学の共同研究・産学連携の
活性化 0.0363 0.0036 0.0016 0.0013 0.0007 0.3594 0.0582 1.0000

学生（学部）募集への好影響
0.0494 0.2102 0.1482 0.0028 0.9100 0.3691 0.1038 1.0000

学生（大学院）募集への好影響
0.0618 0.7575 1.0000 0.6424 0.6628 0.0068 0.6816 0.8038

社会人以外の学生への好影響
0.7414 0.0134 0.1067 0.2599 0.4729 0.7422 0.0136 1.0000

教員の研究活動への好影響
0.0798 0.1227 0.1669 0.0044 0.6721 0.4934 0.0243 1.0000

教員の指導能力の向上
0.0004 0.0000 0.0005 0.0001 0.9255 0.0131 0.0000 1.0000

修了した受講生の活躍
0.0000 0.0000 0.0009 0.0001 0.0006 0.0280 0.0000 1.0000

修了生によるアルムナイ活動
0.0026 0.0176 0.0089 0.0000 0.0005 0.3317 0.1073 1.0000

学内組織の縦割りの解消
（学際性の活性化） 0.0313 0.0422 0.5260 0.0000 1.0000 0.7776 0.0022 1.0000

学校のブランディングの向上
0.0000 0.0000 0.0002 0.0000 0.2484 0.0171 0.0008 0.5980

地元産業界の活性化
0.0068 0.0011 0.0282 0.0002 0.0000 0.3960 0.5128 1.0000

地元地域の課題解決や貢献
0.0004 0.0017 0.0013 0.0637 0.0756 0.0028 0.0183 0.5345

日本社会全体やグローバル社会
への貢献 0.0003 0.0158 0.3424 0.0000 0.3502 0.6875 0.2594 1.0000

（d）

（a）

（b）

（c）

プログラム提供上の企業等連携の内容
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c. ③受講生に関する情報収集 

受講生に関する情報収集については、修了後の受講生とのつながりに関する取組と、大学への効果との

間に強い相関が見られた。具体的には図 7-19 のような相関が示された。 

ここで注目すべき点は、以下の点である。 

⚫ 「修了後の受講生とのつながり」としては、「SNS などのグループを作っている」が効果との相関が

比較的強く、一部(a)直接的な財務効果との関連も見られる。 

⚫ その他の項目についても一定の相関が見られるが、その多くが(c)非財務上の効果と(d)地域社会

への効果に偏っている。54 

修了後の受講生とのつながりに関する取組は、(c)非財務上の効果と(d)地域社会への効果への相関に

限定されていた①プログラム概要や②受講促進策とは異なり、「民間企業との共同研究の増加」や「大学

の共同研究・産学連携の活性化」といった（a）直接的な財務的な効果にもつながっている。有識者会議

においてもアルムナイの活用の重要性が指摘されたが、この結果はその指摘を裏付けるエビデンスとなり

うる結果である。例えば「メーリングリストを作っている」「イベントの開催をしている」などのアルムナイに関

する他の取組は、「SNS などのグループを作っている」と比較して実施率が高い（図 6-41）が、大学への

効果において相関がやや低い。これは SNSの特徴である、双方向性コミュニケーションが生まれやすいこ

と、参加の敷居が低いことなどが関係している可能性がある。メーリングリストの発行と比較すると、SNS の

運用においては即応性や柔軟性が求められるため、運用担当者には SNS 運用の経験が求められるが、

イベントの開催と比較すると費用対効果に優れているといえる。今後、SNS を活用したリカレント教育の適

切なアルムナイ運営については、より多くの大学等で実践され、その効果を追跡することが求められる。 

 

 

 
54 有識者会議委員からは、今後大学が(a)直接的な財務的な効果や(b)間接的な財務効果を得るためには、社員のリスキリ

ングに注力している企業との連携や、産学連携・寄付講座活用等に取り組む企業事例の発信、社会人学生の事例の発信

等により、共同研究や寄付講座、学生の増加等を目指していくことが有効である可能性があるとの意見を得た。（再掲） 



 

285 

 

*凡例 （a）直接的な財務効果、（b）間接的な財務効果、（c）非財務上の効果、（d）（地域）社会への影響 

**赤色着色部はカイ二乗検定の結果、有意水準 0.01 で統計的に有意な変数間の関連性が示されたものを表す。 

図 7-19 「修了後の受講生とのつながり」と大学への効果の相関 

以上、大学への効果に関連が強いと考えられる取組についての分析を行った。これらを取組指標とし

て整理すると表 7-9 となる。 

  

アルムナイ・
コミュニティを
作っている

メーリングリスト
を作っている

SNSなどの
グループを
作っている

イベントを
開催している

特にない その他

民間企業との共同研究の増加
1.0000 1.0000 0.0064 0.0295 0.1354 0.6997

民間企業からの寄付・寄附講座の
増加 0.5984 0.4684 0.2832 0.5309 0.5441 0.8761

学校の収益性の向上
0.3810 0.9563 0.0335 0.8444 0.4032 0.0000

大学の共同研究・産学連携の
活性化 0.0409 0.3151 0.0002 0.0003 0.0235 0.1893

学生（学部）募集への好影響
0.9966 0.4648 0.5974 0.5099 1.0000 0.5244

学生（大学院）募集への好影響
0.5524 0.8511 0.3624 0.5200 0.4171 1.0000

社会人以外の学生への好影響
1.0000 0.0447 0.0427 0.0859 0.8432 1.0000

教員の研究活動への好影響
0.0020 0.4579 0.0651 0.0581 0.1007 0.1424

教員の指導能力の向上
1.0000 0.1333 0.0000 0.1172 0.1415 0.0915

修了した受講生の活躍
0.0016 0.0057 0.0000 0.0133 0.1092 0.1554

修了生によるアルムナイ活動
0.0000 0.2291 0.0000 0.0000 0.0002 0.5208

学内組織の縦割りの解消
（学際性の活性化） 1.0000 1.0000 0.0061 0.3563 1.0000 0.9904

学校のブランディングの向上
0.0059 0.0030 0.0000 0.0152 0.0062 0.0008

地元産業界の活性化
0.0409 0.0447 0.3737 0.0032 0.8432 0.6790

地元地域の課題解決や貢献
0.1888 0.0020 0.0000 0.0001 0.0682 0.1106

日本社会全体やグローバル社会
への貢献 0.0046 0.3151 0.0027 1.0000 0.0756 0.1893

（d）

（a）

（b）

（c）

修了後の受講生とのつながり
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表 7-9 大学への効果に関連する取組指標 詳細 
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7.1.5  指標の活用方策 

以上のとおり、本事業では、企業等と大学について、リカレント教育・リスキリングの効果を高めるための

取組指標の検証を実施した。既存の調査研究ではリカレント教育・リスキリングに係る成果や効果につい

ての情報があまりなかったところ、本事業ではリカレント教育・リスキリングの成果・効果の把握・評価を試

みるとともに、どのような取組を行えばリカレント教育・リスキリングが促進されるのか、さらにはその成果が

高まるのかを定量的に示す調査研究となった。 

今回の取組指標は、主にリカレント教育・リスキリングを提供・推奨する立場の企業等・大学等に対して

提示するものである。したがって、企業等・大学等においてこれらの取組指標がどのように活用されうるか、

以下ではいくつか活用方法を提案する。 

（1） 自組織の取組状況を確認するチェックリストとして活用する 

指標として提示した取組、及び、それらと効果の関連の強弱等を参考に、自組織（企業等・大学）のリカ

レント教育・リスキリング関連の取組の実施状況を確認することが可能である。例えば、活用する際には以

下のようなプロセスが考えられる。 

⚫ 企業等の場合 

➢ 人材育成によって得たい効果を明確化し、「従業員個人に対する効果」「企業等に対する効

果」のどちらに位置づくかを確認する55。 

➢ 従業員個人に対する効果を得たい場合 

 人材育成のビジョンに関して、経営戦略と人材戦略が連動しているか、必要な知識・ス

キルを明確化しているか、人材育成・能力開発に関する方針・目標を明確化しているか

を点検する。 

 人材育成の仕組みに関して、キャリア自律を推進できているか、人材育成・能力開発に

関する取組を実施できているか（特に正規雇用者）、それらの取組みを全社員に適用し

ているか、人材育成・能力開発を後押しする取組を実施しているかを点検する。 

 人材育成に関する意識改善・働きかけに関して、人材育成・能力開発の意欲を向上さ

せる取組を実施できているかを点検する。 

➢ 企業等に対する効果を得たい場合 

 人材育成のビジョンに関して、経営戦略と人材戦略が連動しているか、必要な知識・ス

キルを明確化しているか、企業主導により社員のスキル習得を促進できているか、人材

育成・能力開発に関する方針・目標を明確化しているかを点検する。 

 人材育成の仕組みに関して、キャリア自律を推進できているか、人材育成・能力開発に

関する取組を実施できているか、それらの取組みを全社員に適用しているか、人材育

成・能力開発を後押しする取組を実施しているかを点検する。 

 人材育成に関する意識改善・働きかけに関して、人材育成・能力開発の意欲を向上さ

せる取組を実施できているか、自らチャレンジする機会や文化を醸成するための取組

 

 
55 ただし、経営戦略において、他の戦略と比較して人材戦略の優先度が高くない場合や、人材戦略において人材育成の

優先度が高くない場合は、他の施策の検討が有効である可能性がある。 
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みを実施できているかを点検する。 

➢ なお、上記いずれの場合も、学びへのモチベーションを得られるような社内外のコミュ

ニティづくりやそれらへの参画を促す仕組み、従業員がキャリアビジョンを持てるよ

うな取組（キャリアについての対話等）は、効果につながる可能性があるため、積極

的に検討する。 

⚫ 大学等の場合 

➢ プログラムの設計において、自学ならではの強みを発揮できるプログラムになっているかを点

検する。特に高度さ、体系性、受講生同士や教員との交流を生み出すコミュニティづくりは、

どの大学等においても効果が高い可能性があるため、積極的に検討する。 

➢ 社会人等や企業等がよりプログラムを活用しやすくなるような取組を行っているかを点検する。

特に、オンラインの授業の提供や学修継続の支援等の工夫を行うことはプログラムの効果を

大きくすることにつながるため、積極的に盛り込むことを検討する。 

➢ 授業の満足度モニタリングやアルムナイの構築など、受講生の動向を把握するための取組

を行っているか点検する。こうした取組は費用をかけるよりも、受講生との交流に熱意を持っ

ている教職員を担当として置くことで、費用対効果よく効果を挙げることができる可能性があ

る。 

➢ 上記の取組が自学のリカレント教育の成果を高めることにつながっているか、自学でも調査

し、より自学に合ったプログラムとなるよう、継続的な検証を行う。 

（2） 自己評価・点検項目として活用する 

特に効果との関連が強い取組指標を中心に、自組織（企業等・大学）の自己評価・点検の項目に導入

することで、リカレント教育・リスキリング関連の取組に関する定期的な評価・点検、評価・点検結果の開示、

自組織のアピールポイントとしての活用等が可能である。具体的な活用イメージは以下のとおりである。 

⚫ 企業等の場合 

➢ 特に効果との関連が強い取組に関して、自社で定量的な基準を定め、その状況をモニ

タリングし、自社のリスキリングの取組の進捗を評価する際の尺度とする。 

➢ さらに、人的資本開示の項目の一つとして、当該取組の状況を開示し、投資家に対し

てリスキリングの成果を高める取組として説明していく。 

⚫ 大学等の場合 

➢ 特に効果との関連が強い取組に関して、自学で定量的な基準を定め、その状況をモニ

タリングし、自学のリカレント教育の取組の進捗を評価する際の尺度とする。 

➢ そのうえで、自己点検・評価や情報公開の項目の一つとして開示し、社会人等や企業

等に対して、効果的なリカレント教育プログラムを提供していることのエビデンスと

して説明していく。 
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（3） 外部評価の基準として活用する 

今回の取組指標は、組織間の比較においても活用されうる。例えば企業等や大学等を対象に、取組

状況に関するアンケート調査56を行い、その結果をデータベース化して開示する等の取組が可能である。

これらが外部評価として活用されることで、企業等や大学等が同じ基準で評価されることとなるため、その

企業等や大学等がリカレント教育・リスキリングにおいてどの程度の位置にあるのかを客観的に示すものと

なる。そのため、就労先を探している労働者やリカレント教育プログラムを選ぶ社会人等に対して、「従業

員の学びを支援する企業等」「社会人等の学びを手厚くサポートする大学等」としてアピールすることもで

きるようになる。また、外部評価の基準として活用されることで、多数の企業等・大学等についての情報が

集まり、より詳細な取組指標へ修正されていくことも期待できる。具体的な活用イメージは以下のとおりで

ある。 

⚫ 企業等の場合 

➢ 人的資本に係る ESG 投資上のスコアや企業顕彰事業57の審査における評価項目の一つ

として導入される。 

⚫ 大学等の場合 

➢ 認証評価や大学ランキング評価等における評価項目の一つとして導入される。 

 

ただし、これらの活用においては、次のような限界があることには留意が必要である。すなわち、日本で

はリカレント教育・リスキリングを通じてどのような人材育成をしたいのか、広く産業界ごとに共有された明

確なビジョンが示されていないこと、さらに、リカレント教育・リスキリングの推進の取組はまだ企業等や大

学等において十分進んでいないため、目指す効果と取組の組み合わせの確からしさがまだ十分に検証

できないことである。したがって、具体的な業界・企業等や大学等において実証的な調査研究を行い、日

本の産業界がどのような人材戦略をとるべきか、さらに人材戦略において人材育成にどのような社会的投

資を行うべきかを検討すること、また、そうした検討の上で求める人材を生み出しうるリカレント教育・リスキ

リングのモデルを構築、全国に普及展開していくことが求められる。 

  

 

 
56 有識者会議委員からは、アンケート調査への回答自体が、自組織の取組の確認につながるとの意見を得た。 
57 例えば、企業の人的資本に係る取組を評価し、顕彰するアワード等において、評価基準の一つに本指標を反映するな

どの取組が想定される。 
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7.1.6  必要な取組 

本事業では「リカレント教育・リスキリングの効果を得る/高めるためには何をすべきか」という問いに、定

量的・定性的な調査を組み合わせた分析をもとに、取組指標という形で一定の回答を示した。今後はより

実証的な調査研究をもとに、これらの指標をブラッシュアップしていく必要がある。ここでは、今後求めら

れる調査研究について提言する。 

（1） 個別企業等・大学における取組と効果の関連を検証する実証的研究 

リカレント教育・リスキリングに関する有効な取組及びその効果、その測定方法等は、企業や大学ごとの

特徴や目指す効果等により異なる可能性が考えられる。そのため、いくつかの企業等・大学を事例として

選定し、アンケート調査・インタビュー調査・参与観察等を通して、実際に実施している取組や、従業員・

受講生、職員、部署・学部、企業・大学自体の変化等を捉えることで、指標の精緻化が可能となると考え

られる。 

なお、上記を行う際、従業員・受講生のパフォーマンス評価については、企業の人事部や大学のリカレ

ント教育の事務局だけでなく、従業員・受講生の変化をより間近で把握していると考えられる事業部門や

プログラムを担当する教員等の見解を含めることが重要であると考えられる。 

（2） 企業等・大学の属性別の指標開発の検討 

今年度開発した指標は企業等・大学一般を対象にしたものであった。さらに活用しやすい指標とする

ためには、業界・分野、地域、規模等の属性別の指標開発が有効と考えられる。そのため、企業等と大学

等においてリカレント教育のプログラムを試行し、実証的に結果を検証するとともに、有識者による指標開

発に係る検討を複数年かけて実施することが有効と考えられる。 

（3） 成果や効果に直結するリカレント教育・リスキリングのモデル構築・普及啓発 

既述のとおり、現時点ではリカレント教育・リスキリングを行うことによる成果が十分に確認されておらず、

大学でも財務的価値につながりづらいとの示唆も得られている。また、有識者会議委員からも、大学が提

供しているプログラムと市場ニーズの間にはギャップがあるとの指摘も得られている。そのため、企業等や

大学が求める成果や効果につながりやすいリカレント教育・リスキリングを検討・提供するため、産学連携

によるモデル構築や普及啓発等を行うことが重要と考えられる。 
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8.  普及啓発 

8.1  普及啓発の目的 

本事業では、リカレント教育の推進に当たり、社会人等・企業等・大学等それぞれについて、以下のよう

な課題があることを想定している。 

⚫ 社会人等は、リカレント教育の重要性を徐々に認識しつつあるが、実施割合はいまだ少ない 

⚫ 企業等は、従業員のリカレント教育の支援や、実施による評価を十分に行っていない 

⚫ 大学等は、学習者に応じた効果的な教育プログラムを十分に提供できておらず、リカレント教育に

関心のある企業も大学等の教育プログラムを十分に活用していない。また、大学等はそもそもリカ

レント教育の取組に積極的でなく、その要因や改善方策が明らかでない 

普及啓発の実施に当たっては、上記のような対象者別の課題仮説に対する解決策や、将来的にリカレ

ント教育を社会へ普及していくための方策への示唆を得ることを目的とする。 

8.2  実施事項 

本事業の普及啓発において、実施した項目は以下のとおりである。 

8.2.1  セミナーの開催 

本事業の成果（各種調査結果や開発指標）の発信、社会人等、企業等、大学等が抱える課題認識の

共有やリカレント教育への機運向上、また、インタラクティブな情報発信・共有によるニーズの把握を行うと

いった観点から、①大学等向け、②企業等・社会人等向けに各 1回、セミナーを実施した。 

なお、本事業内で別途開催されたオンライン・対面の普及啓発イベント58にも登壇し、企業・大学等に

向けて事業成果を報告した。 

8.2.2  普及啓発方策の検討 

本事業で実施した調査研究、普及啓発の試行に加えて、検討委員会及び開発委員会における普及

啓発方策の検討を踏まえ、短期から中期までの普及啓発のロードマップを多様なステークホルダー別に

整理した。 

 

 
58 文部科学省 HP「大学等におけるリカレント教育の普及啓発イベント開催事業（リカレント教育の社会実装に向けた調査

研究・普及啓発パッケージ事業）」（https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/manabinaoshi/mext_00011.html）（2024 年 2 月

29 日閲覧）対面イベントは 3 月 5 日に実施され、そこへ登壇して本事業成果を報告した。 

https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/manabinaoshi/mext_00011.html
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8.3  大学等向け普及啓発セミナー 

8.3.1  目的 

大学等向けセミナーは、以下を目的として実施した。 

⚫ 大学における、リカレント教育プログラム開発・社会人学生受入れに係る課題認識の共有や、それ

を解決するための方策の検討 

⚫ 先進的なリカレント教育プログラムの開発に当たっての知見やノウハウの獲得等を通じた、大学に

おけるリカレント教育の取組の推進 

8.3.2  実施概要 

大学職員を主な対象としたセミナーをオンラインにて実施した。セミナー内容としては、実施目的に

沿って、リカレント教育プログラムを提供する大学や民間事業者の取組事例の紹介、学識者による大学の

リカレント教育における課題のレクチャーに加え、大学におけるリカレント教育の実践に向けたパネルディ

スカッションを行った。大学等向けセミナーの概要、プログラムの内容は以下のとおり。 

表 8-1 大学等向けセミナーの概要 

セミナー名 大学等におけるリカレント教育推進に向けたオンラインセミナー 

開催日時 令和 5 年 10 月 30 日（月）15:00-17:00 

実施方法 Zoom ウェビナー（事務局内 会議室より配信） 

登壇者 
⚫ 株式会社アイデミー 木之内 毅 氏 
⚫ 東京大学大学院 教育学研究科 両角 亜希子 氏 
⚫ 福岡女子大学 国際文理学部 櫻木 理江 氏 

主な対象者 大学職員 

集客ルート 
⚫ 文部科学省リカレント教育・リスキリング関連事業59 受託大学等への周知 
⚫ 主に大学教職員が講読するメーリングリスト（桐蔭学園トランジションセンターtulip メーリ

ングリスト）への周知 
⚫ セミナー登壇者による関係者周知（所属大学、連携先大学等） 

参加者数 176 名60 

 

  

 

 
59 具体的には、①令和４年度 成長分野における即戦力人材輩出に向けたリカレント教育推進事業、②地域ニーズに応え

る産学官連携を通じたリカレント教育プラットフォーム構築支援事業、③DX等成長分野を中心とした就職・転職支援のた

めのリカレント教育推進事業、④令和２年度就職・転職支援のための大学リカレント教育推進事業、⑤大学等におけるリカ

レント講座の持続可能な運営モデル構築事業、⑥職業実践力育成プログラムを指す。 
60 オンライン参加が確認できた Zoomのアカウント数。ただし、一つのアカウントで複数人が視聴した例もあると考えられる

ため、実際の参加者数はやや多いことが想定される。 
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表 8-2 大学等向けセミナーのプログラム 

時間 プログラム（登壇者） 

15;00 講演：「リカレント教育施策（令和 6 年度概算要求等）について」 

（文部科学省 総合教育政策局 生涯学習推進課 リカレント教育・民間教育振興室長） 

15:10 事業報告：「本事業の実施内容、本セミナーの位置づけについて」 
（株式会社三菱総合研究所） 

15:20 講演：「時代を先駆けるリカレント教育 ー先端を社会実装するー」 

（株式会社アイデミー 執行役員 事業本部 BizDev＆Communication 部部長 木之内 毅 氏） 

15:40 講演：「これからの大学におけるリカレント教育」 

（東京大学大学院 教育学研究科 教授 両角 亜希子 氏） 

16:00 休憩 

16:03 パネルディスカッション 

講演：福岡女子大学「福岡女子大学 女性のためのウェルカムバックプログラム」 
（福岡女子大学 国際文理学部 准教授 櫻木 理江 氏） 

⚫ テーマ①：プログラム内容を決めるためにはどのようなことをすべきか 
⚫ テーマ②：プログラムを継続的に発展させるためには、どのようなことをすべきか 
⚫ テーマ③：今後、大学はどのような学習者像を想定すればよいのか 

（株式会社アイデミー 執行役員 事業本部 BizDev＆Communication 部部長 木之内 毅 氏、 

 東京大学大学院 教育学研究科 教授 両角 亜希子 氏、 

 福岡女子大学 国際文理学部 准教授 櫻木 理江 氏） 

質疑応答 

17:00 閉会 

8.3.3  プログラムの概要 

大学等向けセミナーの概要は、以下のとおりであった。 

（1） リカレント教育施策（令和 6 年度概算要求等について） 

文部科学省より、同省におけるリカレント教育関連施策について説明を行った。 

⚫ 少子高齢化に伴う労働力不足を解決するには、時間当たり労働生産性の改善が必須であり、学

び直しは重要となる。しかし、日本では修士号・博士号の取得者数が欧米諸国より低水準である

など、大学でのリカレント教育の実施が低調である。 

⚫ 令和 5 年度には、成長分野や地域ニーズに応じたリカレント教育プログラムを支援している。その

他、本事業での調査研究や、マナパスでの発信も行っている。 

⚫ 令和 6 年度に概算要求している事業では、企業での人事評価までをセットの事業として取り組み

たい。企業、大学、社会人のそれぞれにリカレント教育の阻害要因があり、大学だけの努力では

解決できないためである。 
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（2） 本事業の実施内容、本セミナーの位置づけについて 

事務局（株式会社三菱総合研究所）より、本事業の実施内容及び本セミナーの位置づけについて講

演が行われた。 

⚫ 本事業の目的は、リカレント教育・リスキリングに前向きでない人の多い日本において、社会人、

企業、大学の三つの領域でリカレント教育についての課題仮説を設定し、その検証や解消に向け

た方策を考えていくことである。 

⚫ 本セミナーは、その中でも大学に向けた普及啓発を目的としたものであり、「働く」ということと結び

ついた社会人の学びをテーマとしている。 

（3） 時代を先駆けるリカレント教育―先端を社会実装する― 

株式会社アイデミー木之内氏より、同社の DX・GX人材育成に係る取組について説明を行った。 

⚫ AI 人材の育成を行う企業としてビジネスを伸ばしてきた。東証グロースにも上場し、社会的責任も

大きくなる中で、現在は DX・GX人材の育成を行っている。 

⚫ 創業者である石川氏が自身の研究のために機械学習を学ぼうとした際、周囲に知見がなく学び

へのハードルが高く困難であったことが創業のきっかけである。現在提供中のサービスとして、個

人向けの Aidemy Premiumや法人向けの Aidemy Business、Modeloyがある。 

⚫ GX については、基本的なリテラシーに関するコンテンツから、事業展開に関するコンテンツまで、

幅広く展開している。トランスフォーメーションは、専門人材や経営企画に携わる者だけでは進ま

ず、より広い層から様々なリーダーを発掘することが重要である。Aidemy の利用者のうち、10％ほ

どは自主的にかなり深い内容まで学習を進めている。そのような人材をリーダーとして発掘するこ

とが可能なサービスとなっている。 

⚫ 大学等との協業も行っている。 

（4） これからの大学におけるリカレント教育 

東京大学両角氏より、これからの大学におけるリカレント教育に係る研究について講演が行われた。 

⚫ リカレント教育はニーズが高いにも関わらず、取り組めている大学は少ない。本研究では、大学で

の先進事例を参考に、日本の大学が抱えるリカレント教育の課題と展望を考察した。 

⚫ 大学が直面する課題には、大学が取り組む意義、社会人のニーズの組み込み、組織運営に関す

る課題がある。 

⚫ 大学がリカレント教育を実践する上では、大学の使命感に基づいて実践すること、潜在需要を把

握し内容や提供方法を工夫することが重要である。また、組織運営上の課題は、出資会社の利用

で解決できる場合もあるが、大学単体で組織運営上の課題を解決している例もある。 

⚫ これまでの日本のリカレント教育は、大学の CSR 的な付加的サービスと個人のリカレント教育が中

心であった。しかし、今回の研究からは、企業と共創する法人対象のリカレント教育も新たなモデ

ルとして考えられる。都会の研究大学のみならず、各地域で地元の自治体や企業と対話し、実装

することができるのではないか。 



 

296 

（5） パネルディスカッション 

1） 福岡女子大学の取組紹介 

福岡女子大学櫻木氏より、福岡女子大学における「女性のためのウェルカムバック支援プログラム」61に

ついて説明を行った。 

⚫ 本プログラムでは、育児や介護等で休職された方のうち、再就職を目指している女性や非正規雇

用勤務の女性を対象に、長期的で安定した働き方を可能にするための学びと就労支援を行って

いる。 

⚫ プログラムは一つの期間に分けられる。まず、第 1 期では文部科学省から職業実践力育成プログ

ラム（BP）認定を受けていたほか、文部科学省「女性の多様なチャレンジに寄り添う学びと社会参

画支援事業」62を受託して助成を受けていた。しかし昨年度で受託事業は終了し、今年度からは

第 2期として内容の変更を行いながら実施している。 

⚫ 第 1 期では家庭などの事情で前職を離れ、再就職を目指している女性を対象にしていた。受講

生の年齢は様々で、40 代が最も多く、学歴としては大学卒が多かった。プログラムは「自分を再発

見」「自分を磨く」「新しい自分への挑戦」の三つのステップで構成されており、5 か月間かけて実

施した。事業修了後の就業状況では、約 3/4 の参加者がすぐに仕事に復帰し、その中の複数人

が無期限の正社員となっている。また、プログラムに含まれるインターンシップからの継続就業率

も高い。 

⚫ 第 1 期では定員に満たない年があったため、第 2 期では自分らしいキャリアの実現を支援するこ

とを目的にし、受講料と時間数の削減やインターンシップの削除、多様な働き方に応じた出口の

提示なども行った。 

2） ディスカッション 

ディスカッションは、事務局がファシリテーションを行い、大学等におけるリカレント教育に係る三つの

テーマ（問い）と、参加者からの質疑応答から構成された。 

a. テーマ①：プログラム内容を決めるためにはどのようなことをすべきか。 

⚫ 木之内氏：新たなプログラムやサービスを始める際には、サービスの対象者（対象企業）を具体的

に想定し、サービスの提供を通じて解決する課題、手段の妥当性を検討する。サービスの金額に

ついてもサービスの対象企業に投げかけ、意見交換を行う。その上で、潜在的な顧客となりうる数

を推定し、サービス拡大の見込みを検討した上でプログラムを決定している。 

⚫ 事務局：リカレントを阻む要因として、大学が抱える課題にはどのようなものがあるか。 

⚫ 両角氏：提供するリカレントの内容について、教員と顧客でニーズにズレが生じることはしばしばあ

る。教員に提供したい内容について尋ねると、高度に専門的で、潜在的な顧客ニーズが小規模

 

 
61 福岡女子大学 HP「女性のためのウェルカムバック支援プログラム」

（http://wb2.fwu.ac.jp/leadership/recurrent/welcomeback/）（2024 年 2 月 29 日閲覧） 
62 文部科学省 HP「女性の多様なチャレンジに寄り添う学びと社会参画支援事業」

（https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/kyoudou/detail/1376840_00001.htm）（2024 年 2 月 29日閲覧） 

http://wb2.fwu.ac.jp/leadership/recurrent/welcomeback/
https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/kyoudou/detail/1376840_00001.htm）（2024年2月29
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なものが多く挙がりがちである。顧客にとっては高度すぎる内容では、ニーズが限られる。東京大

学エクステンション株式会社では大学教員と顧客のニーズの調整を行っている。こういった調整機

能を大学教員だけで担うことは難しく、大学の出資会社や専門家が入ることで可能となる場合が

ある。 

⚫ 事務局：外部（顧客）のニーズだけではなく、内部（大学教員）のニーズにも目を向け、内と外の調

整を行うことが重要であると理解した。福岡女子大学では、どのようなプロセスを経て、ウェルカム

バックプログラムを実施したのか。 

⚫ 櫻木氏：本学では、ウェルカムバックプログラム開始以前より、次代の女性リーダーを作るというミッ

ションのもと、既に二つの研修事業がスタートしていた。また、創立 100 周年記念として女性リー

ダーシップセンターが設立されたこともあり、学内のニーズも高まっていた。このように、ウェルカム

バックプログラムは、大学のミッションとも噛み合っていたため、学内の大きな阻害要因は無かった。 

⚫ 事務局：組織のミッションに応じたリカレント教育プログラムを行うことが非常に重要であるということ

だと理解した。 

b. テーマ②：プログラムを継続的に発展させるためにはどのようなことをすべきか。 

⚫ 事務局：ウェルカムバックプログラムへの補助金終了の際、学内ではどのような議論があったのか。

また、プログラム継続につながった要因は何か。 

⚫ 櫻木氏：女性の受講者に特有の事情として、プログラムの存在を知った人が必ずしもすぐにプログ

ラムに申し込むわけではない、ということがわかっていた。過去に同様のプログラムを企画・運営し

てきた経験から、女性はプログラムを知ってから数年経過し、家庭の事情等が変化してきて初めて

申し込んでくるということを理解していたためである。そのため、一時的に参加者が集まらない場

合でも、継続していくことが合理的であるということが学内でも認識されていた。加えて、プログラム

の見直しに注力した。NPO 法人や企業ヒアリングや福岡県キャリアカフェ事業の受託を通じ、プロ

グラムのターゲットとなる女性たちの状況把握に努めた。今すぐ価値が出ないものも中長期的な

目線で実施している。 

⚫ 事務局：外への情報収集が重要であると理解した。補助金が終了してしまうという問題について先

進事例ではどのように取り組んできたのか。 

⚫ 両角氏：私の扱った先進事例では、必ずしも補助金スタートではなかったことも多い。ただ、プログ

ラムを行う目的は財政面のみではない。目的を学内に共有できていれば、財政的に一時的にうま

くいってなかったとしても継続等の判断が可能である。米国ノースイースタン大学では社会人向け

教育が盛んだが、理念に従って低収益でも行う事業と、収益性の高い事業をうまく使い分けてい

る。 

⚫ 事務局：スタートアップの視点で、事業を継続的に発展させていく上で行ってきたことを教えてい

ただきたい。 

⚫ 木之内氏：プログラムの継続的な発展という点では、本質的なニーズとシーズについて顧客と対

話することが重要である。具体的には、一つのサービスの改善について顧客と対話する際に、顧

客が本当に目指しているゴールに対して、他の手段を提供できるのではないか、ということも徹底

的に検討している。プログラムが解決に貢献している課題について本質的に理解できれば、実際

の付加価値から、適切な価格設定もできる。顧客の状況やニーズを徹底的に理解することが最も
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重要である。 

⚫ 事務局：財務的にある程度中長期の見通しを持っておくことに加え、非財務的な価値を評価して

もらえる価値観を大学内で浸透させておくことも重要であると理解した。 

c. 参加者からの質問①：現状の大学側のリカレント教育の取組は、企業における人事評価への反

映という観点からはどの程度取組が進んでいるか。 

⚫ 事務局：文部科学省からの説明内で企業での人事評価にも取り組むというお話があったが、大学

は人材の育成について、どの程度まで貢献できるのか。 

⚫ 木之内氏：人事評価まで入り込むのは困難。会社外の教育事業者として貢献できる領域はせい

ぜい 1～2割程なのではないか。プログラム提供事業者としては、受講者のモチベーションの向上

に貢献できていると思うが、人事の施策は人材育成以外にも多様な方策がありうる。あくまでのそ

のうちの一部を担っているのみであると理解している。 

⚫ 両角氏：先進事例を見ると、大学でしかできない価値を提供することが重要である。プログラムを

良いものとするためには、企業側から優秀な受講者を集めることも重要である。受講者同士の出

会い等も含めて、プログラム提供側、受講側が双方高いコミット行うことで、プログラムの価値が一

層高まっていく。 

⚫ 事務局：お二人の話で共通している部分としては、企業と教育提供者は対等である、ということが

あった。福岡女子大学のウェルカムバックプログラムは必ずしも企業従業員を対象としていないが、

福岡女子大学ではどうか。 

⚫ 櫻木氏：本学のプログラムは、企業で活躍する具体的なスキルを身に付けるものではなく、マイン

ドに関するものである。そのため、大学と企業の役割分担を比率的に表現することは難しい。ただ、

エンパワーメントされた状態で入社することは、就業の継続率等に影響を及ぼしていると感じてい

る。 

⚫ 事務局：単に定量的な貢献だけではなく、少ない割合の貢献であったとしても、教育プログラムの

提供者にしかできない貢献がある、ということだと理解した。 

d. 参加者からの質問②：大学としてリカレント教育の強化に取り組んでいるが、企業へのニーズ調

査を行ったことがなく、開発すべきプログラムの内容の検討や、リカレント教育を推進する人材の不

足に課題を感じている。教員も巻き込んで大学全体でリカレント教育の意識を高め、地域企業と対

話して潜在的ニーズを発掘するために、まずは何に取り組むべきか。 

⚫ 櫻木氏：本学の場合でも、リカレント教育に全教員を巻き込めているわけではない。主には、女性

リーダーシップセンター内の、委員会の委員になっている教員が中心となっている。自らがそうで

あるが、経営学関係の教員は企業ニーズに対して敏感である。各教員の得意とすることや関心を

しっかりと把握し、相互に補い合いながらプログラムを組み立てていくのがよいのではないか。 

⚫ 両角氏：全員を巻き込む必要はない、という櫻木先生のご発言に同意する。モチベーションの高

い教員の発掘が重要だが、難しい。関心の高い教員の所在や、そもそも大学内でのリカレント教

育の取組状況自体も把握できていない大学も多いのではないか。また、卒業生へのアプローチも

欠かせない。各分野の卒業生から、学んだ内容や学び直しのニーズの調査をするとともに、同窓
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のコミュニティを生かした関係性構築等から着手するとよいと思われる。 

⚫ 事務局：大学内の人的リソースを洗い出し、それをもとにプログラムを構築していくことが重要であ

る、ということがお二人のお話に共通している。株式会社アイデミーのプログラムでは、どのように

講師を確保しているのか。 

⚫ 木之内氏：当社では、顧客が何を求めているのかを意識した講師の選定を行っている。研究業績

だけに基づく講師選定ではなく、SNS での反響がポジティブな方を講師にする等、幅広く顧客の

ニーズを踏まえた検討を行っている。 

e. 参加者からの質問③：福岡女子大学には複数のリカレント教育プログラムがあるが、それぞれ採

算はとれているか。また、ウェルカムバックプログラムから他のプログラムへの受講生の接続は行

われているか。 

⚫ 櫻木氏：「イノベーション創出力を持った女性リーダー育成プログラム」事業、「女性トップリーダー

育成研修」事業は、年によって違いはあるが、ある程度の採算がとれている状況。ただし、本学で

は託児サービスを用意しているため、その利用が多くなるとコストの方が高くなってしまう。また、

ウェルカムバックプログラムから他のプログラムを受講してくださる方も出始めている。ただ、すぐに

接続するよりも、数年働いてからの方がプログラムの効果は高いかもしれない。 

f. テーマ③：今後大学はどのような学習者像を想定すればよいのか。 

⚫ 木之内氏：学習者像として、当初は AI を作る人がターゲットだった。ただ、顧客と話すうちに、会

社としてAIを活用できるようになるためには、作る人以外のリテラシーレベルでの知識の習得の方

も重要だと理解した。そうした顧客理解を経て、現在は様々なレベルを対象としたコンテンツを揃

えている。 

⚫ 櫻木氏：これまでのウェルカムバックプログラムでは、素晴らしい経歴の方であっても社会復帰す

るのに背中を押してほしいという方が多かったが、第 2期からは、既に色々と取り組まれており、具

体的な解決策を求める方も増加した。訴求する内容により応募者も異なってくることを強く実感す

るとともに、数年でも大きな変化があるため、ターゲット層へのステレオタイプを持たずに実態をつ

ぶさに捉えることが重要である。 

⚫ 両角氏：色々な可能性がある中で、まずはやってみて、受講した方の声を聞いてみるとよいので

はないか。社会人はリアルな問題に取り組んでいる方も多く、受け入れる教員側も研究者として極

めて興味深い示唆を得ることができる。プログラムのコンテンツ以外に、受講生同士のネットワーク

構築も極めて有用な価値である。まずは一歩踏み出すのが重要なのではないか。 

g. 参加者からの質問④：リカレント教育において、「教育（研修）」以外に提供すべきサービス・付加

価値としては何が考えられるか。 

⚫ 木之内氏：当社では、企業幹部向けの研修事業を行ったことがある。その際、先ほど両角先生か

らご指摘があったように、リアルで行うことによるネットワーキングが求められるケースもあり、実際に

ネットワーキングのプログラムを充実させることで高い満足度が得られた。 

⚫ 櫻木氏：ネットワークの重要性はやはり大きい。本学では、既に指摘のあったプログラム終了後に
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生きてくるネットワーク以外にも、同じ目標に向かって共に学ぶ仲間としてのネットワーク構築にも

つながっている。 

⚫ 事務局：協働的な学びが実現する場所としての大学、という価値が提供できるということだと理解し

た。 

8.3.4  参加者アンケートの実施 

セミナーの参加（予定）者に対し、事前アンケート及び事後アンケートを実施した。事前アンケートでは、

オンラインセミナーへの参加理由やリカレント教育への関心度合いについて、事後アンケートでは、セミ

ナーの満足度や感想、セミナーを通じた意欲の変化等について質問した。 

（1） アンケート実施概要 

1） 事前アンケート 

セミナーの参加申し込み時、参加者に対してアンケート調査を実施した。概要は以下のとおりである。 

⚫ 期間：令和 5 年 10 月 13 日～10 月 29 日 

⚫ 方法：Web アンケート調査 

⚫ 回収数：225 件（回収率 100％） 

⚫ 設問内容は以下のとおり 

表 8-3 事前アンケート設問内容 

問 
番号 

設問文 必須/任意 回答方法 

Q1 
本セミナーに参加した理由は何ですか。当てはまるものを全てご回答く
ださい。 

必須 
複数回答

（MA） 

Q2 
大学等に所属されている方にお尋ねします。 
貴学は、リカレント教育や社会人学生の受入れについて、どの程度関
心を持っていますか。貴学全体の平均的な考え方をご回答ください。 

任意 
単数回答

（SA） 

2） 事後アンケート 

セミナー実施後、セミナー参加登録者に対してアンケート調査を実施した。概要は以下のとおりである。 

⚫ 実施期間：令和 5 年 10 月 30 日～11 月 30 日 

⚫ 方法：Web アンケート調査 

⚫ 回収数：123 件（回収率 69.9％63） 

⚫ 設問内容は以下のとおり 

  

 

 
63 セミナー参加者数 176 名を母数とした場合の回収率。 
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表 8-4 事後アンケート設問内容 

問 
番号 

設問文 必須/任意 
回答 
方法 

Q1 本セミナーの満足度についてお聞かせください。 必須 SA 

Q2 本セミナーに期待していた内容・知見は得られましたか。 必須 SA 

Q3 Q2 でそのように回答した理由を教えてください。 任意 FA 

Q4 
大学等に所属されている方にお尋ねします。 
リカレント教育の推進に当たって、どのような情報が欲しいですか。 

任意 FA 

Q5 
大学等に所属されている方にお尋ねします。 
本セミナーへの参加を通じて、リカレント教育の推進に対する意欲に変化
はありましたか。 

任意 SA 

Q6 Q5 でそのように回答した理由を教えてください。 任意 FA 

Q7 
所属組織におけるリカレント教育の推進に当たって感じている課題はどの
ようなものですか。当てはまるものを全てご回答ください。 

必須 MA 

Q8 
大学等におけるリカレント教育の推進に当たって、どのような支援が必要
ですか。（例：国からより多くの経費的な支援が必要、企業がより従業員リ
スキリングに関心を持つことが必要 など） 

任意 FA 

（2） アンケート集計・分析方法 

アンケート結果の集計・分析に当たっては、単純集計及びクロス集計を行った。それぞれの実施方法

は以下のとおりである。 

1） 単純集計 

全ての設問について、単純集計を実施した。自由記述設問については、代表的なものを表形式で取り

まとめた。 

2） クロス集計 

一部の設問について、クロス集計を実施した。クロス集計項目は、「セミナー参加理由（事前・Q1）」、

「大学におけるリカレント教育への関心（事前・Q2）」とし、対象設問を表 8-5のとおり整理した。 

表 8-5 クロス集計対象の整理 

事前/
事後 

問 
番号 

設問項目 
回答
方法 

クロス集計項目 

満足度 
知見が 

得られたか 
意欲 
変化 

事前 Q1 セミナー参加理由 SA ● ● ● 

事前 Q2 大学におけるリカレント教育への関心 SA   ● 

事後 Q1 セミナー満足度 SA    

事後 Q2 セミナーに期待していた知見が得られたか SA    

事後 Q3 知見が得られたかの理由 FA    

事後 Q4 リカレント教育推進に当たって求める情報 FA    

事後 Q5 セミナーによるリカレント教育推進の意欲変化 SA    

事後 Q6 意欲変化の理由 FA    

事後 Q7 リカレント教育推進に当たっての課題 MA    

事後 Q8 リカレント教育推進に必要な支援 FA    
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（3） アンケート集計・分析結果 

1） 事前アンケート（単純集計） 

a. 単純集計 

ア） セミナー参加理由（Q1） 

セミナーの参加理由は、「大学等におけるリカレント教育の先進事例に対する関心があったから」が

85.3％と最も多く、「行政によるリカレント教育施策に関心があったから」（44.0％）、「リカレント教育に関す

る本事業の取組に関心があったから」（39.1％）が続く。 

 

図 8-1 セミナー参加理由（複数回答） 

イ） リカレント教育・社会人学生の受入れへの関心（Q2） 

リカレント教育・社会人学生の受入れに対する参加者（大学関係者のみ）の関心度合いは、「とても関

心がある」「ある程度関心がある」が 90％以上を占める。 

85.3%

44.0%

39.1%

31.6%

22.2%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大学等におけるリカレント教育の

先進事例に関心があったから

行政によるリカレント教育施策に

関心があったから

リカレント教育に関する

本事業の取組に関心があったから

大学教授によるリカレント教育の

課題に関する講義に関心があったから

民間事業者におけるリカレント教育の

先進事例に関心があったから

その他

（N=225）
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図 8-2 リカレント教育・社会人学生の受入れへの関心（単数回答） 

2） 事後アンケート（単純集計・クロス集計） 

a. 単純集計 

ア） セミナー満足度（Q1） 

セミナー満足度は、「満足」「やや満足」が 90.3％を占め、「やや不満」「不満」は 0.8％であった。 

 

図 8-3 セミナー満足度（単数回答） 

52.8%39.5%

6.7%
1.0% 0.0%

（N=195）

とても関心がある ある程度関心がある どちらでもない

あまり関心がない 関心がない

48.8%

41.5%

8.9%

0.8% 0.0%
（N=123）

満足 やや満足 どちらでもない やや不満 不満
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イ） セミナーに期待していた内容・知見は得られたか（Q2） 

セミナーに期待していた内容・知見について、「得られた」「少し得られた」が 90.3％を占め、「あまり得ら

れなかった」「得られなかった」は 1.6％であった。 

 

図 8-4 セミナーに期待していた内容・知見は得られたか（単数回答） 

ウ） セミナーに期待していた内容・知見は得られたかの理由（Q3） 

Q2（セミナーに期待していた内容・知見は得られたか）で「知見が得られた/少し得られた」と回答した

理由としては、「リカレント教育プログラムの事例や取組のポイントを知ることができたから」、「行政や他大

学のリカレント教育への考え方を知ることができたから」、「社会人調査の結果からリカレント教育プログラ

ムへのニーズを知ることができたから」が主に挙げられた。 

Q2の回答と対応した主な回答理由は、表 8-6のとおりである。 

表 8-6 Q2（セミナーに期待していた内容・知見は得られたか）の回答理由（自由回答） 

Q2 の回答 理由（当社にて分類、重複あり） 

得られた 
少し得られた 

 大学や民間事業者におけるリカレント教育プログラムの具体的な事例や、
取組を進める上でのポイントを知ることができた（40 件） 

 文部科学省や他大学のリカレント教育への考え方やスタンスを知り、参考
になった（7 件） 

 調査結果からリカレント教育プログラムの受講者のニーズや動向を把握す
ることができた（5 件）    など 

どちらでもない 

 受講者の募集やプログラムの運用、受講者の反響など、プログラムの運用
開始後についてもより詳しく知りたかった（1 件） 

 セミナー内容の一部は自身でも検討可能な内容であった（1 件） 
 地方の大学にとって参考となる情報が少なかった（1 件）   など 

あまり得られなかった 
得られなかった 

 特に新しい知見は得られなかった（1 件） 

43.1%

47.2%

8.1%
1.6% 0.0% （N=123）

得られた 少し得られた どちらでもない

あまり得られなかった 得られなかった
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エ） リカレント教育の推進に当たって求める情報（Q4） 

リカレント教育の推進に当たって求める情報として、「ニーズ把握や募集、リカレント教育プログラムの運

用におけるポイント」や「リカレント教育の推進に当たっての体制整備の取組」などが挙げられた。 

主な回答内容は、表 8-7のとおりである。 

表 8-7 リカレント教育の推進に当たって求める情報（自由回答） 

リカレント教育の推進に当たって求める情報（当社にて分類、重複あり） 

 企業や受講生のニーズやその把握、受講者募集、プログラム運用の方策やポイント（19 件） 
 リカレント教育の実施体制の整備に関する取組（7 件） 
 より多くの具体的なリカレント教育事例（5 件） 
 地方部の大学におけるリカレント教育の取組の現状や課題（3 件） 
 文部科学省や他省庁における、今後の政策の方向性や補助事業等の情報（3 件）   等 

オ） セミナー参加を通じたリカレント教育の推進に対する意欲の変化（Q5） 

セミナー参加を通じたリカレント教育の推進に対する意欲の変化として、「高くなった」「やや高くなった」

と回答した割合は、約 3分の 2を占める。残りの 3分の 1は「変わらない」と回答し、「やや低くなった」「低

くなった」と回答した割合は 1％であった。 

 

図 8-5 セミナー参加を通じたリカレント教育の推進に対する意欲の変化（単数回答） 

 

17.5%

47.4%

34.0%

1.0% 0.0%
（N=97）

高くなった やや高くなった 変わらない やや低くなった 低くなった
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カ） セミナー参加を通じたリカレント教育の推進に対する意欲の変化の理由（Q6） 

Q5（セミナー参加を通じたリカレント教育の推進に対する意欲の変化）で「意欲が高くなった/やや高く

なった」と回答した理由としては、「事例紹介を通じて、実際の取組につながる情報が得られた/取組に対

する気持ちを後押しされたから」、「現在行っている取組に自信を持てたから」、「大学のリカレント教育の

意義を認識できたから」が主に挙げられた。 

Q5の回答と対応した主な回答理由は、表 8-8のとおりである。 

表 8-8 Q5（セミナー参加を通じたリカレント教育の推進に対する意欲の変化）の回答理由（自由回答） 

Q5 の回答 理由（当社にて分類） 

高くなった 

やや高くなった 

 大学におけるリカレント教育の事例紹介を通じて、実際の取組や計画の実行に

つながる情報を得られた（8 件） 

 大学におけるリカレント教育の事例紹介を聞くことを通して心情的に後押しされ

た（5 件） 

 現在の取組の方向性に自信を持つことができた（4 件） 

 大学におけるリカレント教育の意義や重要性を認識できた（3 件）   など 

どちらでもない 
 元々リカレント教育への意欲を抱いていた（10 件） 

 大学内での課題を改めて実感した（4 件） 

やや低くなった  現状抱えている課題64の解決にはつながらない内容だった（1 件） 

 

  

 

 
64 Q6で、意欲が「やや低くなった」とした回答者（1件）は、Q7「リカレント教育の推進に当たって感じている課題」では、企業や社会人等

のニーズの把握、受講生募集、プログラムの開発、継続的な運営予算、社会人等が受講しやすい環境の整備、教員・指導者の確保、運

営担当の教職員の負担、学内の理解促進を課題として挙げた。 
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キ） リカレント教育の推進に当たって感じている課題（Q7） 

リカレント教育の推進に当たって感じている課題は、「受講生募集」（72.7％）が最も多く、「継続的な運

営予算」（68.7％）、「運営担当の教職員の負担」（66.7％）、「企業者社会人等のニーズの把握」（60.6％）

が続く。一方、「競合（他の大学や民間事業者等）の存在」を課題と感じている割合は、21.2％と小さい。 

 

図 8-6 リカレント教育の推進に当たって感じている課題（複数回答） 

ク） 大学におけるリカレント教育推進に当たって必要な支援（Q8） 

大学におけるリカレント教育推進に当たって必要な支援として、「リカレント教育プログラムの開発・運用

に対する財政補助」、「リカレント教育プログラムを支援する体制・システムの強化」、「大学の教職員や企

業・社会人に対する普及啓発」、「社会人のリカレント教育実施に対する補助」などが挙げられた。 

主な回答内容は、表 8-9のとおりである。 

表 8-9 大学におけるリカレント教育推進に当たって必要な支援（複数回答） 

必要な支援（当社にて分類、重複あり） 

 リカレント教育プログラムの開発・運用にかかる経費に対する継続的な財政補助（22 件） 
 リカレント教育プログラムを支援する体制やシステム等の強化・改善（16 件） 
 大学の教職員に対する、リカレント教育の必要性や取組についての普及啓発（11 件） 
 社会人のリカレント教育に係る補助や助成の強化（11 件） 
 社会人や企業に対する、リカレント教育の必要性や取組についての普及啓発（10 件） 
 社会人がリカレント教育に取り組むためのインセンティブ形成（4 件） 
 プログラムの価格設定の柔軟化、受講者の理解醸成（2 件） 
 企業や行政との交流の場（2 件）   など 

72.7%

68.7%

66.7%

60.6%

52.5%

44.4%

43.4%

39.4%

33.3%

21.2%

5.1%

1.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

受講生募集

継続的な運営予算

運営担当の教職員の負担

企業や社会人等のニーズの把握

プログラムの開発

学内の理解促進

教員・指導者の確保

社会人等が受講しやすい環境の整備

プログラムの成果の可視化

競合（他の大学や民間事業者等）の存在

その他

特にない

（N=99）
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b. クロス集計 

ア） セミナー参加理由【事前・Q1】×セミナー満足度【事後・Q1】 

事前アンケートでのセミナー参加理由の回答別に、事後アンケートにおけるセミナー満足度をクロス集

計した。どの参加理由においても、満足度についての肯定的な回答（「満足」と「やや満足」の合計）が

90％前後となり、セミナー参加理由による差異はほぼ見られなかった。 

 

図 8-7 セミナー参加理由【事前・Q1】×セミナー満足度【事後・Q1】 

イ） セミナー参加理由【事前・Q1】×知見を得られたか【事後・Q2】 

事前アンケートでのセミナー参加理由の回答別に、事後アンケートにおける「期待した内容・知見が得

られたかどうか」の回答をクロス集計した。どの参加理由においても、知見の獲得についての肯定的な回

答（「満足」と「やや満足」の合計）が 90％前後となり、セミナー参加理由による差異はほぼ見られなかった。 

47.4%

51.9%

70.0%

59.0%

48.2%

40.4%

38.7%

20.0%

33.3%

37.5%

12.3%

8.5%

10.0%

7.7%

14.3%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行政によるリカレント教育施策に

関心があったから (N=57)

大学等におけるリカレント教育の先進事例に

関心があったから (N=106)

民間事業者におけるリカレント教育の先進事例に

関心があったから (N=30)

大学教授によるリカレント教育の課題に関する

講義に関心があったから (N=39)

リカレント教育に関する本事業の

取組に関心があったから (N=56)

満足 やや満足 どちらでもない やや不満 不満
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図 8-8 セミナー参加理由【事前・Q1】×知見を得られたか【事後・Q2】 

ウ） セミナー参加理由【事前・Q1】×意欲の変化【事後・Q5】 

事前アンケートでのセミナー参加理由別に、セミナー参加を通じたリカレント教育への意欲の変化をク

ロス集計した。どの参加理由においても、意欲が高まった回答（「高くなった」と「やや高くなった」の合計）

は 60～70％前後となり、参加理由による差異はほぼ見られなかった。 

 

図 8-9 セミナー参加理由【事前・Q1】×意欲の変化【事後・Q5】 

43.9%

47.2%

63.3%

51.3%

41.1%

47.4%

43.4%

26.7%

41.0%

48.2%

7.0%

7.5%

6.7%

5.1%

10.7%

1.8%

1.9%

3.3%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行政によるリカレント教育施策に

関心があったから (N=57)

大学等におけるリカレント教育の先進事例に

関心があったから (N=106)

民間事業者におけるリカレント教育の先進事例に

関心があったから (N=30)

大学教授によるリカレント教育の課題に関する

講義に関心があったから (N=39)

リカレント教育に関する本事業の

取組に関心があったから (N=56)

得られた 少し得られた どちらでもない あまり得られなかった 得られなかった

20.4%

18.8%

20.8%

25.8%

17.4%

51.0%

44.7%

45.8%

48.4%

52.2%

26.5%

35.3%

33.3%

25.8%

30.4%

2.0%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行政によるリカレント教育施策に

関心があったから (N=49)

大学等におけるリカレント教育の先進事例に

関心があったから (N=85)

民間事業者におけるリカレント教育の先進事例に

関心があったから (N=24)

大学教授によるリカレント教育の課題に関する

講義に関心があったから (N=31)

リカレント教育に関する本事業の

取組に関心があったから (N=46)

高くなった やや高くなった 変わらない やや低くなった 低くなった
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エ） リカレント教育への関心【事前・Q2】×意欲の変化【事後・Q5】 

セミナー参加前のリカレント教育への関心度合いとして、「とても関心がある」と回答した者は、セミナー

参加を通じてリカレント教育への意欲が「高くなった」と回答した割合が 20.0％と高かった。 

一方で、関心度合いとして、「ある程度関心がある」と回答した者は、意欲が「高くなった」と回答した割

合が 9.4％に留まった。ただし、意欲が高まったという肯定的な回答（「高くなった」と「やや高くなった」の

合計）は 60%程度となり、関心度合いによる大きな差は見られなかった。 

 

図 8-10 リカレント教育への関心【事前・Q2】×意欲の変化【事後・Q5】 

  

20.0%

9.4%

100.0%

49.1%

50.0%

29.1%

40.6%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても関心がある

（N=55）

ある程度関心がある

（N=32）

どちらでもない

（N=1）

高くなった やや高くなった 変わらない やや低くなった 低くなった
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8.3.5  得られた示唆 

本セミナーを実施し、参加者アンケートを分析した結果、以下のような示唆が得られた。 

（1） 大学におけるリカレント教育推進体制の整備や、受講生募集に係る支援の必要性 

本セミナーの参加者がリカレント教育の取組推進に当たって抱える課題として、「予算確保や教職員負

担など、大学内における実施体制に関する課題」「受講生ニーズの把握や受講生募集のような、受講生

に対するアプローチに関する課題」が多く挙げられていた。本セミナーの参加者は、文部科学省のリカレ

ント教育関連事業を過去受託している大学が中心であること、また、セミナー参加時点でリカレント教育へ

の関心が総じて高かったことを踏まえると、既にリカレント教育の取組が比較的進んでいる大学において

も、学内の推進体制や受講生のニーズ把握や整備が困難であり、具体的なプログラムの開発に向けた取

組を進める環境が十分に整っていないことが推察される。 

さらに、リカレント教育の推進に当たって参加者が求める支援としては、「財政的な補助や支援体制の

強化など、取組に当たっての体制整備に係る支援」「企業や社会人への普及啓発や社会人への財政的

な補助など、ニーズの喚起に係る支援」が多く挙げられていた。 

したがって、大学におけるリカレント教育の取組推進に当たっては、学内の推進体制の整備や受講生

募集に係る財政的な支援に加え、リカレント教育の実施・支援者となる社会人・企業におけるニーズの掘

り起こしにつながる取組が求められる。 

（2） リカレント教育の取組ステップに応じた、多様な事例に係る情報提供の重要性 

本セミナーの参加者がリカレント教育の取組推進に当たって求める情報としては、「受講生ニーズの把

握や募集、プログラム運用のポイントや、実施体制整備に係る情報」「リカレント教育に取り組む大学につ

いてのより多くの事例（特に地方部の大学の事例）」が多く挙げられていた。さらに、本セミナーの参加理

由としても、「大学におけるリカレント教育の先進事例への関心」についての回答が特に多かった。 

また、本セミナーの参加者のうち、セミナー参加時点で既にリカレント教育への関心が高い層ほど、セミ

ナーを通じたリカレント教育の意欲向上の度合いが高かった。すなわち、リカレント教育への関心度合い、

あるいはリカレント教育の取組の進み具合によって、普及啓発・情報発信によって得られる効果が異なる

ことが推察される。 

したがって、大学におけるリカレント教育の取組推進に当たっては、リカレント教育の実施有無に影響し

うる大学の基本属性（立地特性、人員規模、国公立/私立など）、各大学におけるリカレント教育の取組の

フェーズや進捗、抱える課題等に基づき、より多様な事例に係る情報提供を行うことが今後求められる。 
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8.4  企業・社会人等向け普及啓発セミナー 

8.4.1  目的 

企業等・社会人等向けセミナーは、以下を目的として実施した。 

⚫ 企業等・社会人等における、リカレント教育・リスキリングの実施・推進に係る課題認識

の共有、課題の解消に向けた方策の検討 

⚫ 企業等・社会人等における、リカレント教育・リスキリングの実施・推進に向けた機運醸

成、インセンティブ形成 

⚫ リカレント教育・リスキリングの実施・推進に向けた、企業・大学間連携の機運醸成、メ

リットや効果の可視化 

8.4.2  実施概要 

企業人事や企業に勤める社会人を主な対象としたセミナーを、ハイブリッド形式（対面+オンライン）にて実

施した。セミナー内容としては、実施目的に沿って、リカレント教育の専門家によるレクチャーに加え、従

業員のリカレント教育・リスキリングに取り組む民間事業者の事例紹介、さらに大学と民間事業者の連携に

よる画期的なリカレント教育の取組の紹介を行った。企業等・社会人等向けセミナーの概要、プログラムの

内容は以下のとおり。 
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表 8-10 企業等・社会人等向けセミナーの実施概要 

セミナー名 日本企業のリスキリングの未来を考えるセミナー 
～先進事例から見る 「よく学ぶ」組織のヒント～ 

開催日時 令和 6 年 2 月 21 日（水）18:00-20:00 

実施方法 ハイブリッド形式（事務局内会議室+Zoom ウェビナー） 

登壇者 
⚫ 株式会社パーソル総合研究所 小林 祐児 氏 
⚫ 株式会社ベネッセコーポレーション 藤井 雅徳 氏 
⚫ 三重大学 青木 雅生 氏 
⚫ 富士電機株式会社 出野 裕 氏 

主な対象者 企業人事、社会人（一部大学職員含む） 

集客ルート 【本事業の関係者・調査協力者経由】 

⚫ 本事業の有識者会議委員経由の周知（所属企業・所属団体など） 
⚫ セミナー登壇者による関係者周知（所属組織など） 
⚫ 本事業の企業アンケート協力団体65への周知 
⚫ 本事業の企業インタビュー協力企業への周知 
⚫ 本事業の大学アンケート・インタビュー協力大学への周知 

【文部科学省のネットワーク経由】 

⚫ 文部科学省 HP へのセミナー情報の掲載 
⚫ 文部科学省公式 SNS（X、Instagram、Facebook）での周知 
⚫ 文科省が保有するメールマガジン（マナビィ）での周知 
⚫ マナパス66（学び直しをテーマとした Web サイト）へのセミナー情報の掲載 
⚫ 文部科学省リカレント教育・リスキリング関連事業67受託大学等への周知 

【当社のネットワーク経由】 

⚫ 当社 HP へのセミナー情報の掲載 
⚫ 当社公式 SNS（Facebook）での周知 
⚫ 当社が事務局を務める会員組織68への周知 
⚫ 当社及び関係会社が保有する企業等向けメールマガジンでの周知 

【その他】 

⚫ 各種企業団体69への周知 
⚫ 主に大学教職員が講読するメーリングリスト（桐蔭学園トランジションセンターtulip メーリ

ングリスト）への周知 

参加者数 187 名（会場 30 名、オンライン 157 名70） 

 

  

 

 
65 具体的には、①一般社団法人情報サービス産業協会、②一般社団法人日本建設業連合会、③大阪商工会議所、④日

本 CHO協会、⑤全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会を指す。 
66 マナパス URL：https://manapass.jp/ 
67 具体的には、令和４年度 成長分野における即戦力人材輩出に向けたリカレント教育推進事業を指す。 
68 未来共創イニシアティブ（ICF）を指す。 参考 URL：https://icf.mri.co.jp/about/ 
69 具体的には、①日本経済団体連合会（経団連）、②一般社団法人中部経済連合会、③東京商工会議所、④独立行政

法人 中小企業基盤整備機構（中小機構）を指す。 
70 オンライン参加者数は、オンライン参加が確認できた Zoomのアカウント数。ただし、一つのアカウントで複数人が視聴し

た例もあると考えられるため、実際の参加者数はやや多いことが想定される。 

https://manapass.jp/
https://icf.mri.co.jp/about/
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表 8-11 企業等・社会人等向けセミナーのプログラム 

時間 プログラム（登壇者） 

18:00 開会挨拶 
（文部科学省 総合教育政策局 生涯学習推進課 リカレント教育・民間教育振興室 課長補佐） 

18:02 事業報告： 
「日本のリスキリング推進を考える～社会人・企業・大学等を対象とした大規模調査から～」 
（株式会社三菱総合研究所） 

18:10 講演：「『世界一学ばない国』日本の企業はリスキリングをどう進めるべきか」 
（株式会社パーソル総合研究所 上席主任研究員 小林 祐児 氏） 

18:50 講演： 
「『従業員の学びたい意欲と好奇心を解放』する企業とは～Benesse Reskilling Award 2023 受賞
企業の分析から～」 
（株式会社ベネッセコーポレーション 執行役員 大学・社会人領域担当 藤井 雅徳 氏） 

19:25 講演：「大学の知の財産を活用しつくす！産学連携リスキリングの可能性を拓く」 
（三重大学 リカレント教育センター 副センター長・教授 青木 雅生 氏 
富士電機株式会社 食品流通事業本部 担当課長、博士（工学） 出野 裕 氏） 

20:00 閉会 

8.4.3  プログラムの概要 

企業等・社会人等向けセミナーの概要は、以下のとおりであった。 

（1） 開会 

文部科学省より、セミナー開会の挨拶を行った。 

⚫ 大学にとって、リスキリングはビジネスであるとともに、アカデミアとしての価値の源泉にもなるもの

である。企業の役に立つ教育を提供し、産業界からの評価を得て、実際に購入いただけるプログ

ラムを提供できるかが重要である。 

⚫ 現状では、リスキリングを実施する場所は大学でなくともよいという認識の企業も多い。このため文

部科学省としては、企業成長に大学が貢献した実績を積み重ねるとともに、大学のアカデミアとし

ての価値も高めたいと考えている。 

⚫ 本日のセミナーでは、今後の産学連携の可能性等、様々な視点から示唆をいただきたい。 

（2） 日本のリスキリング推進を考える 

   ～社会人・企業・大学等を対象とした大規模調査から～ 

事務局（株式会社三菱総合研究所）より、本事業の調査結果について説明を行った。 

⚫ 社会人アンケートの結果から、キャリアへの危機感を抱いている方がリスキリングに向かっていると

分かった。キャリアへのビジョンを持っている方がコミュニティ参画を経て、リスキリングに向かって

いる。 

⚫ リスキリングを成果に結びつけるためには、リスキリングの実施者がキャリアビジョンを持っているこ

とと、学習することが役に立つと思っていることの２点が重要である。現在の仕事での成果や新し

い仕事への展開を得ることについては、コミュニティ参画を通して他者から刺激を得ることの影響

が大きかった。 

⚫ 企業インタビューでは、リスキリングにおける企業の困りごととして、社内研修の継続的・体系的な
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提供、リスキリングに対する従業員の熱意の二極化や、事業戦略に基づいた育成計画を立てるこ

とが難しく、手上げ制でのリスキリング希望者の募集をせざるを得ないこと等が挙げられた。 

（3） 『世界一学ばない国 』 日本の企業はリスキリングをどう進めるべきか 

株式会社パーソル総合研究所小林氏より、企業においてリスキリングを推進するためのポイントについ

て講演が行われた。 

⚫ 人的資本経営という言葉が昨今話題となっている。企業において、不足している人的資本を教

育・輩出・供給しなければという危機感が見て取れるが、一般に広まっているリスキリング像に懸念

点がある。それは、不足しているスキルを明確化し、人手不足のポストにはめ込むという工場型モ

デルでリスキリングを認識していることである。実際には、必要なスキルは常に変化しうるものであり、

不足スキルを明確化することは実務上難しい。また、工場型モデルではスキルの習得に注目がさ

れる傾向にあるが、習得したスキルの発揮と学習の動機付けについては無策である。 

⚫ 日本人は社外学習・自己啓発を行わない社会人の割合が他国と比較して極めて高いが、そのこ

とは日本のキャリアの特徴と関連している。日本に多い平等主義的・競争主義キャリアでは、職務

横断的なキャリアの中でゆっくりとした競争を行うこととなる。このことは職業的アイデンティティが

十分に持てないこと、受動的な異動が多くキャリアの主体的意思が持てないことや、配属後の

OJTが合理的になり、社外での学びが抑制されることにつながり得る。過去に行った調査では、日

本人の学び行動・学び意識を下げていたのは、“キャリアは運次第”という認識であった。 

⚫ リスキリングにおいて“学びっぱなし”の状態となる原因として、変化抑制意識が挙げられる。新た

なスキルを学んだとしても、既存の組織や業務の構造がある中で、新たなことを一人で行うのは難

しいと考える意識が現状維持の姿勢につながっている。業務が自律的でない、タスクが完結して

いない、成果が明確でない、相互援助の文化があるという伝統的な日本組織の働き方は、その変

化抑制意識を高めている。また、変化の影響を受ける相手がいるということも、変化の抑制につな

がっている。 

⚫ 具体的にリスキリングを推進するに当たって、従業員も学習・研修への投資が現状不足している。

リスキリングを支えるためには、リスキリングを支えるキャリアの仕組みや目標管理の仕組み、多忙

な場合の学習サポート、学びのコミュニティ化が必要である。 

⚫ リスキリングを支えるキャリアの仕組みとして、内部労働市場のアップデートが必要である。具体的

には、職務とキャリアパスの見える化、個人のキャリアの見える化、個人のキャリア意識の自律化が

求められる。会社主導での異動や部分最適な人事が続く限り、この状況は変わらない。 

⚫ 近年は人的資本への注目度が高まっているが、学びのコミュニティ化のためには社会関係資本

の充実も重要な観点である。しかし、日本は社会関係資本が乏しく、かつ学習行動を他者に対し

て秘匿する大人が過半数に達するという特徴を有する。日本のリカレント教育に関する議論にお

いては内発的動機付け論が根強いが、個人単位での学びへの動機付けはハードルが高いため、

周囲の学習への熱意に影響されるという外発的な動機付けが重要なのではないか。実際にコミュ

ニティ・ラーニングの有無で学習時間には大きな違いがあり、組織内外の他者との交流が学び直

し意識の向上に効果的であることが分かっている。 

⚫ 企業では、学びの場を提供するためにコーポレート・ユニバーシティを作る動きが増えている。手

上げ式や階層別の研修ではなく、切れ目のない育成や社内外との交流を促進する大きな枠組み
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を設置することが重要である。 

⚫ 地方中小企業では、研修・訓練を行うためのリソースや、業務の幅が不足していることもあるだろう。

そこで、コミュニティの物理的な場の提供やアルムナイのつながり、ゼミや勉強会等のリソースの提

供を通じて、地方の大学が果たすことのできる役割は大きい。この場をさらに広げるためには、地

銀や地方経済団体との連携や支援が必要となる。 

⚫ 結論としては、個の社会人への過剰な期待をやめ、組織の仕組みを整えることでリスキリングの課

題を解消することが肝要である。対話をベースとした社内におけるジョブマッチングによってキャリ

アへの意思を創発すること、（今日は十分にお話できなかったが）目標管理制度を見直すとともに

管理のトレーニングをすること、金銭・時間・機会の支援を通して学びの余白を作ること、学びの他

者との出会いをデザインすることが必要となる。 

（4） 「従業員の学びたい意欲と好奇心を解放」する企業とは 

   ～Benesse Reskilling Award 2023 受賞企業の分析から～ 

株式会社ベネッセコーポレーション藤井氏より、企業におけるリスキリング推進の好事例について講演

が行われた。 

⚫ リスキリングを推進するためには、認知的スキルと対比される、社会情動的スキルが重要だと考え

ている。両スキルの相互作用を働かせながらリスキリングを推進するための理想形として、「リスキリ

ングのポジティブサイクル」を考案した。これは、企業の成長が人材育成投資につながり、従業員

の学習促進への投資が増えることで従業員が成長し、最終的に従業員の成長が企業の成長につ

ながるというサイクルである。 

⚫ 昨年、リスキリングの好事例を表彰する「ベネッセリスキリングアワード 2023」を開催した。審査基準

は、①リスキリングストラテジーが施策として企画推進されている、②事業や業務への課題・目的

意識をもったラーニングヒーローが生まれ、個の学びが組織に生かされる場がある、③リスキリング

カルチャーが施策として企画推進され、学びたくなる場づくりがなされているといった 3 点であり、

計 10社を表彰した。受賞企業から一部を紹介する。 

⚫ 「ベネッセリスキリングアワード」は、富士通株式会社と株式会社リコーが受賞した。富士通は IT企

業から DX 企業への転換を目指してリスキリングストラテジーを整備しており、ジョブポスティングの

充実等のキャリアオーナーシップ実現に向けた取組を進めることで、ラーニングカルチャーの醸成

を行った。 

⚫ リコーは、全社的にデジタル人材の育成を目指しており、個人の成長と企業の成長を結びつける

環境整備を進めた。デジタルスキルの水準ごとにスキル保有者の目標人数を設定しており、それ

を達成するためのカリキュラムが整備されている。 

⚫ 「イノベーティブストラテジー賞」は、三井住友信託銀行株式会社、株式会社 ENEOS サンエナ

ジー、株式会社 JAL インフォテック、関西電力株式会社が受賞した。 

⚫ 三井住友信託銀行は、データサイエンスコンペを開催することでアウトプットとフィードバックの機

会を設定している。成績優秀者には海外研修等の特典を準備しており、個の学びが評価される環

境を作っている。 

⚫ ENEOS サンエナジーでは、中期経営計画に基づいて、事業成長目標から逆算した人材育成方

針を立て、業績評価方法の見直しを行った。月 15 時間の学習で評価点がつくほか、その成果を
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業務に還元することで更に評価点がつくという仕組みを導入した。 

⚫ 「クリエイティブカルチャー賞」は、中部電力株式会社、トヨタ自動車株式会社、三菱電機株式会

社、株式会社マイナビが受賞した。 

⚫ 中部電力は学びのアウトプットを成果物として活用する文化を醸成しており、個人の学びを会社の

業務改善につなげ、学びの効果を実感できる仕組みを作っている。特に、9 月を「学び月間」と設

定するといった、イベントのような雰囲気醸成も行っている。 

⚫ トヨタ自動車はデジタル人財のポジションを 22 個定義した上で、ポジション別の学習カリキュラム

（ラーニングパス）を整備した。学習者の 65％がその成果を業務に活用しており、リスキリングを

行った社員が作成したツールで業務改善や事業開発を実施している。 

⚫ これらの取組から、経営戦略と人材戦略の連動、個の学びを生かす機会と制度、学びに向かう文

化醸成に加えて、社員の多様性を意識したコミュニケーションプランが重要と考える。 

（5） 大学の知の財産を活用しつくす！ 産学連携リスキリングの可能性を拓く 

三重大学青木氏、富士電機株式会社出野氏より、産学連携によるリスキリング事例について講演が行

われた。 

 

青木氏講演 

⚫ 大学でのリカレント教育を推進するためには、企業や自治体の個別ニーズに応えることと、リカレ

ント教育プログラムへのスムーズなアクセスを確保することの 2 点が重要であると考え、オーダーメ

イドのリカレント教育プログラムの構築と、様々なチャネルによるプロモーションを行った。 

⚫ 具体的には、DX 人材育成のリカレント教育等を行っており、レディメイドプログラムとオーダーメイ

ドプログラムを 2 本柱として提供している。プログラムには、大学院地域イノベーション学研究科の

教員によるプロジェクトマネジメントの講義等、大学のリソースを生かした内容を盛り込んでいる。 

⚫ 今後の展開として、修了者によるコミュニティ拡充等を通して、徐々に取組を拡大していく予定で

ある。大学と企業との連携を進めるためには、リカレント教育の専任教員や、コーディネーター人

材が不足しており、ビジネスを理解した教員を増やしていくことも重要と考える。 

 

出野氏講演 

⚫ 以前の富士電機食品流通事業本部三重工場では、実務については実務者が社内で教育するカ

ルチャーがあり、技術教育がタコツボ化するとともに受講する社員も固定化するという課題があっ

た。また、基礎分野に関する教育は自己啓発に依存している状態であった。 

⚫ 新型コロナウイルスの流行によって大学がオンライン講義を開始したことに着目し、三重大学との

包括協定を発展的に活用することで、オンライン授業を社内から聴講する仕組みを構築するとこ

ろから取組を開始した。 

⚫ まず、オンライン授業の選定と授業内容の事業への落とし込みに着手し、授業は基礎的なもの

（流体力学等）と研究紹介から選定した。オンライン授業については、基礎的な内容であっても従

業員がそれまで十分に身につけられていないテーマを改めて受講することも推奨した。事業への

落とし込みについては、大学教員を自社に招き、授業で扱ったいくつかのシーズに関する講演会

の後、座談会を実施して企業の開発担当者との意見交換を行った。三重大学との包括協定の内
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容には守秘義務も盛り込まれているため、大学教員との間で腹を割った話ができ、そのテーマの

一部が共同研究につながった。 

⚫ 三重大学の講義のオンライン聴講を行うに当たっては、従業員の学習意欲の低下、技術教育の

タコツボ化、若手社員の参加意欲の向上の三点に対する対策に取り組んだ。 

⚫ 学習意欲に関しては学習のハードルを下げることを意識し、聴講後の成果の共有等は求めず、ま

た、上司を説得し協力的な体制を作ることを重視した。技術教育のタコツボ化については、受講

後の展開を見据えて製品開発につながるシーズ探索を受講目的とした。若手社員の参加意欲の

向上については、聴講をきっかけとする人的なつながりの形成を意識した。 

⚫ 受講者の探索に当たっては、意欲はあるが業務にはまだ反映できていない若手社員を、自分で

直接勧誘した。自分とその若手社員は直属の上長-部下という関係ではないため、従業員の本心

を聞くことができたと思われる。 

⚫ 受講者アンケートから、オンラインとオフラインを使い分けることが、社会人が学習を継続する際の

ポイントの一つだとわかった。学外者がシラバスのみで授業を選択することは難しいとの意見もあ

り、大学に対しては、学外者にもわかりやすいようなシラバスの作成を要望したい。 

⚫ オンライン聴講においては、社内で扱っている技術とは異なる分野の技術から、事業のヒントを得

られた。リカレント教育プログラムによってイノベーションを促進するためには、取り扱う技術を特定

の分野に限定しすぎないことが重要であると考える。 

8.4.4  参加者アンケートの実施 

セミナーの参加（予定）者に対し、事前アンケート及び事後アンケートを実施した。事前アンケートでは、

オンラインセミナーへの参加理由、属性（職種や業種等）や所属組織のリカレント教育への関心度合いに

ついて、事後アンケートでは、セミナーの満足度や感想、セミナーを通じた意欲の変化等について質問し

た。 

（1） アンケート実施概要 

1） 事前アンケート 

セミナーの参加申し込み時、参加者に対してアンケート調査を実施した。概要は以下のとおりである。 

⚫ 期間：令和 5 年 12 月 5 日～2 月 20 日 

⚫ 方法：Web アンケート調査 

⚫ 回収数：331 件（回収率 100％） 

⚫ 設問内容は以下のとおり 
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表 8-12 事前アンケート設問内容 

問番号 設問文 必須/任意 回答方法 

Q1 当日の参加方法についてご回答ください。 必須 SA 

Q2 
本セミナーに参加した理由は何ですか。当てはまるものを全てご回答
ください。 

必須 MA 

Q3 主なご職業についてご回答ください。 必須 SA 

Q4 主なお勤め先の業種についてご回答ください。 必須 SA 

Q5 
主なお勤め先での所属部門・従事業務は、次のどれに当たります
か。 
※複数当てはまる場合は、主に従事している仕事でお答えください。 

必須 SA 

Q6 

主なお勤め先は、従業員や職員のリスキリングにどの程度関心を
持っているとお考えですか。 
リスキリング・リカレント教育の事業を行っている教育関連の企業、教
育機関にお勤めの方も、その組織の内部のスタッフのリスキリングに
ついてご回答ください。 

必須 SA 

2） 事後アンケート 

セミナー実施後、セミナー参加登録者に対してアンケート調査を実施した。概要は以下のとおりである。 

⚫ 実施期間：令和 6 年 2 月 21 日～2 月 25 日 

⚫ 方法：Web アンケート調査 

⚫ 回収数：146 件71（回収率 78.1％72） 

⚫ 設問内容は以下のとおり 

表 8-13 事後アンケート設問内容 

問番号 設問文 
必須/ 
任意 

回答 
方法 

Q1 本セミナーの満足度についてお聞かせください。 必須 SA 

Q2 
本セミナーのプログラムの中で、特に参考になったものは何ですか。当
てはまるものを全てご回答ください。 

必須 MA 

Q3 Q2 でそのように回答した理由を教えてください。 任意 FA 

Q4 
本セミナーで得られた内容を、ご自身の組織のリスキリング（リカレント
教育）推進に生かすことができると思いますか。 

任意 SA 

Q5 Q4 でそのように回答した理由を教えてください。 任意 SA 

Q6 
本セミナーへの参加を通じて、ご自身の組織における、大学等を活用し
たリスキリング（リカレント教育）の実施・推進に対する意欲に変化はあり
ましたか。 

任意 SA 

Q7 Q6 でそのように回答した理由を教えてください。 任意 FA 

Q8 
ご自身の組織のリスキリング（リカレント教育）推進において、感じている
課題を教えてください。 

任意 MA 

Q9 
あなたは社会人になってから、ご自身のリスキリング（リカレント教育）を
実施した経験がありますか。ある場合は、どのようなリスキリング（リカレ
ント教育）か、当てはまるものを全てご回答ください。 

任意 MA 

Q10 
今後、リスキリング（リカレント教育）の推進に当たって、欲しい情報や知
りたいことがあればお聞かせください。 

任意 FA 

  

 

 
71 146 件の回答のうち、参加登録のみで実際には参加しなかった者の回答が 10 件あった。各設問の分析の際には、いず

れも母数から除いている。 
72 セミナー参加者数 187 名を母数とした場合の回収率。 
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（1） アンケート集計・分析方法 

アンケート結果の集計・分析に当たっては、単純集計及びクロス集計を行った。それぞれの実施方法

は以下のとおりである。 

1） 単純集計 

全ての設問について、単純集計を実施した。自由記述設問については、代表的なものを表形式で取り

まとめた。 

2） クロス集計 

一部の設問について、クロス集計を実施した。クロス集計項目は、「セミナー満足度（事後・Q1）」、「セミ

ナー内容を所属組織のリスキリング推進に生かせるか（事後・Q4）」、「所属組織における大学等を活用し

たリスキリング推進の意欲変化（事後・Q6）」とし、対象設問を表 8-14のとおり整理した。 

表 8-14 クロス集計対象の整理 

事前/
事後 

問 
番号 

設問項目 
回答
方法 

クロス集計項目 

セミナー
満足度 

組織のリスキ
リング推進に
生かせるか 

大学等を活用
したリスキリン
グの意欲変化 

事前 Q1 セミナー参加方法 SA ●   

事前 Q2 セミナー参加理由 MA ●   

事前 Q3 職業・勤務形態 SA    

事前 Q4 勤務先の業種 SA    

事前 Q5 所属部門・従事業務 SA    

事前 Q6 
所属組織の従業員リスキリングへ
の関心 

SA   
 

事後 Q1 セミナー満足度 SA    

事後 Q2 参考になったプログラム MA  ● ● 

事後 Q3 参考になったプログラムの理由 FA    

事後 Q4 
セミナー内容を所属組織のリスキ
リング推進に生かせるか 

SA   
 

事後 Q5 
セミナー内容を所属組織のリスキ
リング推進に生かせるかの理由 

FA   
 

事後 Q6 
所属組織における大学等を活用し
たリスキリング推進の意欲変化 

SA   
 

事後 Q7 
所属組織における大学等を活用し
たリスキリング推進の意欲変化の
理由 

FA   
 

事後 Q8 
所属組織におけるリスキリング推
進の課題 

MA  ● 
 

事後 Q9 リスキリング実施経験 SA  ●  

事後 Q10 
リスキリング推進に当たって必要
な情報 

FA   
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（2） アンケート集計・分析結果 

1） 事前アンケート（単純集計） 

a. 単純集計 

ア） セミナー参加方法（Q1） 

セミナー参加方法ごとの申し込み割合は、「オンライン参加」が 85.5％と多くを占めた。 

 

図 8-11 セミナー参加方法（単数回答） 

イ） セミナー参加理由（Q2） 

セミナーの参加理由は、「リスキリングの成功例に関心があるから」が 58.3％と最も多く、「リスキリングに

ついての大規模調査に関心があるから」（54.7％）、「大学のリスキリングのプログラムに関心があるから」

（49.8％）がそれに続いた。 

85.5%

14.5%

オンライン参加 現地参加

（N=331）
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図 8-12 セミナー参加理由（複数回答） 

ウ） 職業・雇用形態（Q3） 

参加者の職業・雇用形態は「正規の職員・従業員」が 81.9％と特に多く、次点は「会社等の役員」

（6.3％）であった。 

 

図 8-13 職業・雇用形態（単数回答） 

58.3%

54.7%

49.8%

43.5%

30.8%

28.7%

21.1%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

リスキリングの成功例に関心があるから

リスキリングについての大規模調査に関心があるから

大学のリスキリングのプログラムに関心があるから

有識者によるレクチャーに関心があるから

自分の勤務先でのリスキリング推進に関心があるから

民間の教育事業者のリスキリングのプログラムに関心があるから

自分自身のリスキリング（リカレント教育）に関心があるから

その他

（N=331）

81.9%

2.7%

0.3%

3.3% 0.0%
6.3%

1.2%

1.2%
0.0%

0.3%
2.7%

1.正規の職員・従業員 2.契約社員

3.パート・アルバイト 4.嘱託、その他非正規の職員・従業員

5.派遣社員 6.会社等の役員

7.自営業主・家族従業員 8.学生

9.専業主婦・専業主夫 10.無職

11.その他

（N=331）
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エ） 勤務先の業種（Q4） 

勤務先の業種は「教育・学習支援業」が 40.5％と最多であり、「製造業」（14.2％）、「学術研究,専門・技

術サービス業」（9.7％）、「サービス業（他に分類されないもの）」（9.1％）と続いた。 

 

図 8-14 勤務先の業種（単数回答） 

  

0.3% 0.0%
0.0% 1.8%

14.2%
0.6%

5.4%

0.9%

1.5%

3.6%

0.9%
9.7%

0.0%

0.9%

40.5%

0.9%

1.8% 9.1%

2.7%

5.1%

農業,林業 漁業

鉱業,採石業,砂利採取業 建設業

製造業 電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業 運輸業,郵便業

卸売業,小売業 金融業,保険業

不動産業,物品賃貸業 学術研究,専門・技術サービス業

宿泊業,飲食サービス業 生活関連サービス業,娯楽業

教育,学習支援業 医療,福祉

複合サービス事業 サービス業(他に分類されないもの)

公務(他に分類されるものを除く) その他

（N=331）
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オ） 所属部門・従事業務（Q5） 

セミナー参加者の所属部門・従事業務は様々であり、16～17％ほどの割合で「人事労務」「その他」「上

記以外の事務的職種」「上記以外の専門的・技術的職種」が並んだ。 

 

図 8-15 所属部門・従事業務（単数回答） 

  

13.0% 1.2%

1.5%

17.5%

3.3%

2.1%9.4%

1.5%

16.9%

16.0%

17.5%

経営企画 財務経理

法務・特許・知財 人事労務

総務・庶務 広報

研究開発 社内情報システム・IT（ヘルプデスク等社内向け）

上記以外の事務的職種 上記以外の専門的・技術的職種

その他

（N=331）
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カ） 所属組織の従業員リスキリングへの関心（Q6） 

所属組織における従業員や職員のリスキリングへの関心度合いは、「とても関心がある」「ある程度関心

がある」が 77.0％を占める。一方で、「どちらでもない」という回答も 16.3％見られた。 

 

図 8-16 所属組織の従業員リスキリングへの関心（単数回答） 

  

33.2%

43.8%

16.3%

4.8%

1.8%

とても関心がある ある程度関心がある どちらでもない あまり関心がない 関心がない

（N=331）
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2） 事後アンケート（単純集計・クロス集計） 

a. 単純集計 

ア） セミナー満足度（Q1） 

セミナー満足度は、「満足」「やや満足」が 94.9％を占め、「やや不満」「不満」は 1.4％であった。 

 

図 8-17 セミナー満足度（単数回答） 

イ） 参考になったプログラム（Q2） 

参考になったプログラムについて、「特にない」の回答は 1.5％に留まった。「リカレント教育・リスキリング

関連の調査結果紹介（パーソル総研 小林氏、三菱総研）」は、86.0％と特に多く挙げられた。 

 

図 8-18 参考になったプログラム（複数回答） 

55.9%

39.0%

3.7% 0.7% 0.7%

満足 やや満足 どちらでもない やや不満 不満

（N=136）

86.0%

63.2%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

リカレント教育・リスキリング関連の調査結果紹介

（パーソル総研小林氏、三菱総研）

リカレント教育・リスキリング関連の事例紹介

（ベネッセ藤井氏、三重大学青木氏・富士電機出野氏）

特にない

（N=136）
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ウ） 参考になったプログラムの理由（Q3） 

Q2（参考になったプログラム）の回答理由としては、「リスキリングに関する日本全体の状況や今後の課

題等を調査結果について、客観的なデータをもとに知ることができた」「具体的なリスキリングの事例につ

いて知ることができ、参考になった」という答えが主に挙げられた。 

主な回答は、表 8-15のとおりである。 

表 8-15 Q2（参考になったプログラム）の回答理由（自由回答） 

理由（当社にて分類、重複あり） 

 リスキリングに関する日本全体の状況や今後の課題等の調査結果について、客観的なデータをもと
に知ることができた。（36 件） 

 具体的なリスキリングの事例について知ることができ、参考になった。（32 件） 
 講演内容から、所属組織でのリスキリングに対する取組に危機感を覚えることができた。（5 件） 
 複数の立場から現場の声を聴くことができ、参考になった。（1 件） 
 リスキリングとリカレント教育はやはり同義ではないと感じ、セミナーの内容と期待していた内容が異

なった（1 件）  など 

エ） セミナー内容を所属組織のリスキリング推進に生かせるか（Q4） 

「セミナー内容を所属組織のリスキリング推進に生かせるか」という問いには、8 割が「とてもそう思う」「ま

あそう思う」と回答した。一方、「どちらとも言えない」という回答も 15.8％見られた。73 

 

図 8-19 セミナー内容を所属組織のリスキリング推進に生かせるか（単数回答） 

 

 
73 「リスキリングを推進する立場でない／組織に所属していない」の回答は集計対象から除いた。 

26.3%

53.5%

15.8%

3.5%

0.9%

とてもそう思う まあそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない そう思わない

（N=114）
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オ） セミナー内容を所属組織のリスキリング推進に生かせるかの理由（Q5） 

Q4（セミナー内容を所属組織のリスキリング推進に生かせるか）で「とてもそう思う/まあそう思う」と回答

した理由としては、「成功事例から取組を進めるヒントを得ることができたため」が主に挙げられた。 

Q4の回答と対応した主な回答理由は、表 8-16のとおりである。 

表 8-16 Q4（セミナー内容を所属組織のリスキリング推進に生かせるか）の回答理由（自由回答） 

Q4 の回答 理由（当社にて分類） 

とてもそう思う/ 
まあそう思う 

 成功事例から取組を進めるヒントを得ることができた。（31 件） 
 取組を進める上で、リソースやその他の課題がいまだ残っている。（5 件） 

どちらでもない 

 組織的な取組を進めることが難しい状況にある。（4 件） 
 既に実施済みの取組が多い中で、それが浸透していない理由に関する示唆は

あまり得られなかった。（1 件） 
 所属組織では、リスキリングが経営課題になっていない。（１件） など 

あまりそう思わな
い/そう思わない 

 リスキリングに対する組織の理解が乏しく、組織的な取組を進めることが難しい
状況にある。（3 件） 

 性善説に基づいた取組では自己研鑽が浸透するように思えなかった。（1 件） 

カ） 所属組織における大学等を活用したリスキリング推進の意欲変化（Q6） 

セミナー受講を通した所属組織における大学等を活用したリスキリング推進に対する意欲変化につい

て、78.2％が「高くなった」「やや高くなった」と回答した。意欲が変わらなかった参加者も一定数見られた

が、意欲が低下した者はいなかった。74 

 

 
74 「大学等に所属している／リスキリングを推進する立場でない／組織に所属していない」の回答は集計対象から除いた。 
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図 8-20 所属組織における大学等を活用したリスキリング推進の意欲変化（単数回答） 

キ） 所属組織における大学等を活用したリスキリング推進の意欲変化の理由（Q7） 

Q6（所属組織における大学等を活用したリスキリング推進の意欲変化）で「高くなった/やや高くなった」

と回答した理由としては「リスキリングを実現できるように思えた」「大学におけるリスキリングの取組につい

て理解を深めることができた」が主に挙げられた。 

Q6の回答と対応した主な回答理由は、表 8-17のとおりである。 

表 8-17 Q6（所属組織における大学等を活用したリスキリング推進の意欲変化）の回答理由（自由回答） 

Q4 の回答 理由（当社にて分類） 

高くなった/ 
やや高くなった 

 所属組織においてリスキリング施策を実現できるように思えた。（11 件） 
 大学におけるリスキリングの取組について理解を深めることができた。（8 件） 
 企業におけるリスキリングの取組について理解を深めることができた。（3 件） 
 地域で一体となった取組について意識するようになった。（1 件） など 

変わらない 
 コミュニティの主体は大学に限らない。（1 件） 
 リスキリングにおいて大学と連携する可能性は低い。（1 件） 
 元々リスキリングに対する関心が高かった。（１件） など 

 

22.8%

55.4%

21.8%

0.0% 0.0%

高くなった やや高くなった 変わらない やや低くなった 低くなった

（N=101）
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ク） 所属組織におけるリスキリング推進の課題（Q8） 

所属組織におけるリスキリング推進の課題としては、「人材育成・能力開発を推進するための社内人材

(メニュー開発、指導等）の不足」が 37.7％と最多であり、「社員に人材育成・能力開発によって習得してほ

しいスキルが整理できていない」がほぼ同じ割合で続いた。75 

 

図 8-21 所属組織におけるリスキリング推進の課題（複数回答） 

ケ） リスキリング実施経験（Q9） 

セミナー参加者におけるリスキリング実施経験は、「書籍やインターネット等を活用した独自学習」「勤務

先で開催された研修」「勤務先以外の企業・団体(大学を除く)が提供する学習プログラム」が 6 割前後で

特に多く見られた。 

 

図 8-22 リスキリング実施経験（複数回答） 

 

 
75 「リスキリングを推進する立場でない／組織に所属していない」の回答は集計対象から除いた。 

37.7%

35.8%

26.4%

22.6%

11.3%

5.7%

4.7%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40%

人材育成・能力開発を推進するための社内人材(メニュー開発、指導等）の不足

社員に人材育成・能力開発によって習得してほしいスキルが整理できていない

従業員の業務調整が困難（人材育成・能力開発の時間を確保できない）

従業員からの積極的な参加が期待できない

その他

人事関連の業務として、他に優先すべき事項がある

組織として人材育成・能力開発の必要性を感じていない

特に課題はない

（N=106）

63.4%

61.8%

59.3%

44.7%

15.4%

13.8%

4.1%

2.4%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

書籍やインターネット等を活用した独自学習

勤務先で開催された研修

勤務先以外の企業・団体(大学を除く)が提供する学習プログラム

有志により開催された勉強会への参加

大学院修士課程・博士課程への進学

大学等の履修証明プログラム、科目等履修プログラム

その他

大学の学部、短期大学、専門学校への進学

リスキリング（リカレント教育）をしたことがない

（N=123）
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コ） リスキリング推進に当たって必要な情報（Q10） 

リスキリング推進に当たって必要な情報としては、より具体的かつ、地方大学や中小企業等の幅広い事

例に関するものが主に挙げられた。 

主な回答は、表 8-18のとおりである。 

表 8-18 リスキリング推進に当たって必要な情報（自由回答） 

リスキリング推進に当たって必要な情報（当社にて分類、重複あり） 

 リスキリングに係る大学（地方含む）の具体的な取組事例や、企業と大学による連携事例（12 件）  
 リスキリング実施者に関する追加的な分析・情報共有（学習履歴、実施後の処遇等）（8 件） 
 リスキリングに関する追加的・継続的な情報提供（4 件） 
 中小企業における具体的なリスキリング事例（3 件） 
 リスキリングの情報が集約された講演やポータルサイトなど（3 件） 
 企業等におけるリスキリングのニーズ（3 件） など 

b. クロス集計 

ア） セミナー参加方法【事前・Q1】×セミナー満足度【事後・Q1】 

セミナー満足度について参加方法別に確認すると、現地参加の場合は全員が「満足」「やや満足」と回

答したのに対し、オンライン参加の場合は「やや不満」「不満」がそれぞれ 0.9％であった。 

 

図 8-23 セミナー参加方法【事前・Q1】×セミナー満足度【事後・Q1】 

  

53.0%

68.4%

40.9%

31.6%

4.3%

0.9% 0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

オンライン参加

（N=115）

現地参加

（N＝19）

満足 やや満足 どちらでもない やや不満 不満
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イ） セミナー参加理由【事前・Q2】×セミナー満足度【事後・Q1】 

セミナー満足度を参加理由別に確認すると、「有識者によるレクチャーに関心があるから」「その他」に

おいては、全員が「満足」「やや満足」と回答していた。全ての参加理由において、「満足」「やや満足」と

回答した割合は 9割を上回っていた。 

 

図 8-24 セミナー参加理由【事前・Q2】×セミナー満足度【事後・Q1】 

  

56.3%

61.0%

62.9%

60.3%

52.1%

54.5%

60.0%

100.0%

42.5%

35.1%

32.9%

39.7%

39.6%

43.2%

36.0%

1.3%

2.6%

1.4%

6.3%

2.3%

4.0%

1.3%

1.4%

2.1%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

リスキリングの成功例に関心があるから（N=80）

リスキリングについての大規模調査に関心があるから（N=77）

大学のリスキリングのプログラムに関心があるから（N=70）

有識者によるレクチャーに関心があるから（N=63）

自分の勤務先でのリスキリング推進に関心があるから（N=48）

民間の教育事業者のリスキリングのプログラムに関心があるから(N=44）

自分自身のリスキリング（リカレント教育）に関心があるから（N=25）

その他（N=4）

満足 やや満足 どちらでもない やや不満 不満
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ウ） 参考になったプログラム【事後・Q2】×セミナー内容を所属組織のリスキリング推進に生かせる

か【事後・Q4】 

参考になったプログラムへの回答ごとに「セミナー内容を所属組織のリスキリング推進に生かせるか」と

いう問いへの回答を確認した。「リカレント教育・リスキリング関連の調査結果紹介（パーソル総研 小林氏、

三菱総研）」と回答した場合と「リカレント教育・リスキリング関連の事例紹介（ベネッセ 藤井氏、三重大学 

青木氏・富士電機 出野氏）」と回答した場合それぞれについて、「とてもそう思う」「まあそう思う」と回答し

た割合はおおよそ合計 80％と、同程度であった。76 

 

図 8-25 参考になったプログラム【事後・Q2】× 

セミナー内容を所属組織のリスキリング推進に生かせるか【事後・Q4】 

  

 

 
76 事後アンケート Q4 について、「リスキリングを推進する立場でない／組織に所属していない」の回答は集計対象から除

いた。 

28.3%

30.1%

52.5%

50.7%

15.2%

16.4%

100.0%

3.0%

1.4%

1.0%

1.4%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

リカレント教育・リスキリング関連の調査結果紹介

（パーソル総研小林氏、三菱総研）（N=99）

リカレント教育・リスキリング関連の事例紹介

（ベネッセ藤井氏、三重大学青木氏・富士電機出野氏）（N=73）

特にない（N=1）

とてもそう思う まあそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない そう思わない



 

334 

エ） 所属組織におけるリスキリング推進の課題【事後・Q8】×セミナー内容を所属組織のリスキリン

グ推進に生かせるか【事後・Q4】 

所属組織におけるリスキリング推進の課題ごとに「セミナー内容を所属組織のリスキリング推進に生かせ

るか」という問いへの回答を確認した。「従業員の業務調整が困難（人材育成・能力開発の時間を確保で

きない）」と回答した場合は、「とてもそう思う」「まあそう思う」の割合が合計 90％程度であったが、それ以

外については、いずれも合計 70％台であった。77 

 

図 8-26 所属組織におけるリスキリング推進の課題【事後・Q8】× 

セミナー内容を所属組織のリスキリング推進に生かせるか【事後・Q4】 

  

 

 
77 事後アンケート Q8 の選択肢のうち、「その他」「人事関連の業務として、他に優先すべき事項がある」「組織として人材育

成・能力開発の必要性を感じていない」「特に課題はない」は、「その他」として統合した。さらに、「リスキリングを推進する立

場でない／組織に所属していない」の回答は集計対象から除いた。 

  事後アンケート Q4 について、「リスキリングを推進する立場でない／組織に所属していない」の回答は集計対象から除

いた。 

21.1%

24.3%

33.3%

30.4%

16.7%

52.6%

54.1%

55.6%

43.5%

62.5%

21.1%

16.2%

11.1%

17.4%

16.7%

5.3%

5.4%

8.7%

4.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材育成・能力開発を推進するための

社内人材(メニュー開発、指導等）の不足（N=38）

社員に人材育成・能力開発によって

習得してほしいスキルが整理できていない（N=37）

従業員の業務調整が困難

（人材育成・能力開発の時間を確保できない）（N=27）

従業員からの積極的な参加が期待できない（N=23）

その他（選択肢統合）（N=24）

とてもそう思う まあそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない そう思わない



 

335 

オ） リスキリング実施経験【事後・Q9】×セミナー内容を所属組織のリスキリング推進に生かせるか

【事後・Q4】 

回答者自身のこれまでのリスキリング実施経験ごとに「セミナー内容を所属組織のリスキリング推進に生

かせるか」という問いへの回答を確認すると、「とてもそう思う」「まあそう思う」の合計は、「その他」を除いて

いずれも 80％程度であり、実施経験ごとに大きな違いは見られなかった。 

ただし、全体の回答数は少ないものの、「大学を活用した学習78」「有志により開催された勉強会への参

加」の経験がある場合は、「とてもそう思う」の回答割合が 40％前後となり、他の回答と比較して高い数値

であった。 

 

図 8-27 リスキリング実施経験【事後・Q9】× 

セミナー内容を所属組織のリスキリング推進に生かせるか【事後・Q4】 

  

 

 
78 事後アンケート Q9 の選択肢のうち、「大学院修士課程・博士課程への進学」「大学等の履修証明プログラム、科目等履

修プログラム」「大学の学部、短期大学、専門学校への進学」は、「大学を活用した学習」として統合した。 

  事後アンケート Q4 について、「リスキリングを推進する立場でない／組織に所属していない」の回答は集計対象から除

いた。 

31.4%

27.9%

28.4%

39.2%

43.3%

33.3%

50.0%

51.5%

55.2%

47.1%

36.7%

33.3%

100.0%

12.9%

16.2%

13.4%

9.8%

16.7%

0.0%

4.3%

4.4%

3.0%

3.9%

0.0%

1.4%

3.3%

33.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

書籍やインターネット等を活用した独自学習（N=70）

勤務先で開催された研修（N=68）

勤務先以外の企業・団体(大学を除く)が提供する学習プログラム（N=67）

有志により開催された勉強会への参加（N=51）

大学を活用した学習（選択肢統合）（N=30）

その他（N=3）

リスキリング（リカレント教育）をしたことがない（N=2）

とてもそう思う まあそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない そう思わない
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カ） 参考になったプログラム【事後・Q2】×所属組織における大学等を活用したリスキリング推進の

意欲変化【事後・Q6】 

参考になったプログラムへの回答ごとにセミナー受講後の大学等を活用したリスキリング推進の意欲変

化を確認すると、「リカレント教育・リスキリング関連の調査結果紹介（パーソル総研 小林氏、三菱総研）」

と回答した場合と「リカレント教育・リスキリング関連の事例紹介（ベネッセ 藤井氏、三重大学 青木氏・富

士電機 出野氏）」と回答した場合それぞれについて、「高くなった」「やや高くなった」と回答した割合は合

計 80％程度と、大きな差は見られなかった。79 

 

図 8-28 参考になったプログラム【事後・Q2】× 

所属組織における大学等を活用したリスキリング推進の意欲変化【事後・Q6】 

  

 

 
79 事後アンケート Q6 について、「大学等に所属している／リスキリングを推進する立場でない／組織に所属していない」

の回答は集計対象から除いた。 

23.6%

27.3%

53.9%

57.6%

22.5%

15.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

リカレント教育・リスキリング関連の調査結果紹介

（パーソル総研小林氏、三菱総研）（N=89）

リカレント教育・リスキリング関連の事例紹介

（ベネッセ藤井氏、三重大学青木氏・富士電機出野氏）（N=66）

高くなった やや高くなった 変わらない やや低くなった 低くなった
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8.4.5  得られた示唆 

本セミナーを実施し、参加者アンケートを分析した結果、以下のような示唆が得られた。 

（1） 産学連携のコーディネーター人材の重要性 

本セミナーのプログラムのうち、富士電機と三重大学の産学連携に係る事例については、一般に人事

部で主導されることが多い従業員リスキリングを、リスキリングの重要性を深く理解する事業部門の担当者

が主導すること、また、産学連携に精通している人材・体制が企業と大学の両方で整備されていたことが

特徴であった。 

また、セミナー参加者のアンケートからは、「人材育成・能力開発を推進するための社内人材（メニュー

開発、指導等）の不足」が課題として最も多く挙げられていたことからもわかるように、組織内のリスキリング

を推進する人材が強く求められている。 

このことから、産学連携でリスキリングを推進する上では、その連携を媒介するコーディネートを担う人

材が求められること、さらに、組織内のリスキリングの推進主体として、大学等でのリスキリングを実施した

経験者など、リスキリングの意義を深く理解する人材が重要であることが示唆された。 

なお、アンケートにおいては、「大学を活用した学習」「有志により開催された勉強会への参加」など、自

発的にリスキリングを実施した経験がある者の方が、今回のセミナー内容を所属組織のリスキリング推進

に生かせるかという問いに対してより積極的な回答をしていた。回答数自体が少ないため、この結果のみ

から敷衍することは難しいが、自発的にリスキリングに取り組む者の方が、所属組織におけるリスキリング

推進に対してより前向きに取り組める可能性がある。 

（2） より具体的かつ実践的な事例の紹介の必要性 

セミナー参加者のアンケートによれば、リスキリング推進に当たって求める情報として、リスキリングに係

る大学（地方含む）の具体的な取組事例や企業と大学による連携事例に対する意見が多かった。また、

セミナー内容を所属組織のリスキリング推進に生かせるかという問いに対して積極的な回答をした理由と

して、リスキリングに係る先進事例から取組のヒントを得ることができたからという回答が非常に多い結果と

なった。 

また、リスキリング推進に当たって必要な情報として、中小企業における具体的なリスキリング事例を求

める意見も一部見られた。 

上記を踏まえると、今後産学連携のリスキリングの取組を推進するためには、大学や企業の置かれてい

る状況、規模等に応じて、より具体的かつ実際の取組への意欲を喚起するような実践的な事例について

の、具体的な解説を提供することが求められる可能性がある。 
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8.5  普及啓発方策の検討 

これまでの調査研究や普及啓発の試行を踏まえ、今後の日本社会におけるリカレント教育／リスキリン

グの促進に向けた普及啓発方策を検討する。 

8.5.1  普及啓発の検討プロセスの整理 

本事業では、①社会人等、②企業等、③大学等のそれぞれでセグメントやプロセスを整理した上で、

普及啓発方策を検討する。以下、それぞれのセグメントやプロセスについて述べる。 

（1） 社会人等 

社会人等アンケート調査では、「学習経験」×「学習意欲」で社会人等セグメントを整理した「社会人の

学びに関する意識調査 2022」（ベネッセコーポレーション）を参考に、リカレント教育の取組状況×今後の

取組意向から以下のように社会人等のセグメントを整理した。その上で、今後の取組意向に影響する阻

害・促進要因（全体、リカレント教育の種類別）となりうる要素を特定したところである。 

 

図 8-29 リカレント教育の取組状況と今後の取組意向の関係（再掲） 

さらに、回帰的に分析し、リカレント教育の効果の整理（リカレント教育の種類別）と、効果につながりや

すい取組を特定した。 

したがって、社会人等に対する普及啓発方策を整理するときは、以下のセグメントやプロセスで検討す

べきであると考えられる。 
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図 8-30 社会人等に対する普及啓発方策の検討プロセス 

（2） 企業等 

企業等アンケートの回帰分析では 「従業員個人に対する効果」と「勤務先（企業等）に対する効果」か

ら企業等の取組を整理した。今回の効果に対する回帰的分析では、企業属性（業種、規模、外資/内資）

による結果の違いはそれほど生じなかった。企業インタビューからも、企業ごとに必要な人材育成上の取

組は多様である（業種、企業規模の共通性よりも各企業の違いの方が大きい可能性）ことも示唆された。 

また、人材戦略の中で、人材育成（リスキリング）はあくまでも一つの手段でしかないこともインタビュー

からは指摘されているところである。さらに、経営戦略における人材戦略の位置づけも、企業によって異

なっている。したがって、どのような人材戦略を持つべきかを明確化する機会や支援がまずもって重要で

ある。 

次に、リスキリングの効果によって、取組の影響度合いの大小が一部見られることから、企業自身が、自

社ではリスキリングにどのような効果を期待するのかを明確化する機会や支援が最低限必要である可能

性が高い。 

なお、社会人アンケートでは「コミュニティへの参加」や「キャリアビジョンがあること」がリスキリング実施

につながると示唆されているため、社内外のコミュニティへ従業員を巻き込んでいくことや、従業員がキャ

リアビジョンを持てるような支援を、全ての企業に対する普及啓発方策に取り込むことが有効であるといえ

る。 

以上より、企業等の普及啓発方策を考える上では、企業の人的資本経営の考え方80に沿って整理が

 

 
80 人的資本経営は、現在経済産業省によって「人的資本経営コンソーシアム」（https://hcm-consortium.go.jp/）（2024 年

2 月 29 日閲覧）が運営されている。コンソーシアム加盟企業は「相当数の従業員を対象に人的資本に関する取組を行っ

ていること」「有価証券報告書や統合報告書等で人的資本情報の開示を行っていること」等が求められるため、現時点では

大企業が中心となっている。しかしながら、公益財団法人東京都中小企業振興公社では、中小企業等についても、人的資

本経営に基づく人材育成支援が重要であるとして支援事業を行っている（https://www.tokyo-

kosha.or.jp/support/shien/jinteki_shihon/index.html）（2024 年 2月 29 日閲覧）。 

リカレント教育の種類別に、普及啓発方策を検討

社会人等の全体について、特にBとD（「取組意向なし」）、C（「取組経験なし」）について普及啓発方策を検討

A：取組経験あり／今後も

取組意向あり

独学

B：取組経験あり／今後の

取組意向なし

民間事業者のプログラム 大学等のプログラム

リカレント教育の成果を発揮するための普及啓発方策を検討

成果を発揮するための方策

（全体）

成果を発揮するための方策

（効果別）

C：取組経験なし／今後の

取組意向あり

D：取組経験なし／今後の

取組意向なし

https://hcm-consortium.go.jp/
https://www.tokyo-kosha.or.jp/support/shien/jinteki_shihon/index.html
https://www.tokyo-kosha.or.jp/support/shien/jinteki_shihon/index.html
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必要であるといえる。 

 

図 8-31 企業等に対する普及啓発方策の検討プロセス 

（3） 大学等 

まず、インタビュー（大学／企業／受講生等）、社会人等アンケート結果をもとに、大学等リカレント教育

全体を促進するために必要な普及啓発方策を検討した。既に述べたように、インタビューからは、社会や

企業等から大学等リカレント教育の認知がない、プログラムに積極的に協力する教員が少ない（大学内の

理解が得られにくい）、企業等との調整役がいない、財源が不足（受講料だけでは運営できない、行政か

らの補助金終了後の事業自走化のめどが立たない）等が大きな課題として浮かび上がった。大学等リカ

レント教育全体を促進するためには、この課題克服のための方策が必要である。 

また、社会人等アンケートからは、リカレント教育の種類別の普及啓発の必要性も示唆された。具体的

には、リカレント教育全体では「生成 AI の進化などにより危機感を感じたため」が学習理由として影響が

大きかった。環境要因としては「コミュニティへの参加」と「キャリアビジョンがある」ことの影響力が強い。さ

らに大学等リカレント教育に進む者は、「勤務時間外で学習する意欲を持つことができる」とされていること

も示されたところである。 

さらに、大学等リカレント教育プログラム提供の経緯は大きく三つに分類できることも、大学等インタ

ビューから確認ができた（①国の予算事業や補助事業がきっかけ、②リカレント教育・リスキリングに力を

入れることを大学等として決定したことがきっかけ、③大学等のミッションや各学部・研究科の独自の事情

が結果的にプログラムにつながった）。したがって、この経緯別の普及啓発方策も検討が必要である。 

それらに加えて、大学等が提供するリカレント教育プログラムの対象（①主な対象が法人のリスキリング、

②主な対象が個人）と、効果に結びつく取組についても、分析を行った。この結果も、普及啓発の方策検

討の際には視点として追加が必要である。 

したがって、大学等の普及啓発方策を考える上では、以下に沿って整理が必要であるといえる。 

人材戦略上、人材育成は優先順位が高いか

経営戦略上、人材戦略は優先順位が高いか

人材育成を重視 人材育成以外の人事施策を優先
※人事施策検討が十分

ではない企業

人材育成の目的は何か

従業員個人に対する効果

• 業務の能率・質向上

• 社員の意識の向上

• キャリアビジョンの明確化

• ネットワークの構築・拡大

• 学位・資格の取得 等

企業等に対する効果

• 必要な人材の確保

• 遂行力の向上

• 採用競争力向上

• 社内外からのイメージ向上

• 学びの促進 等

人材戦略を重視 他の戦略を優先
※経営戦略検討が十分

ではない企業

※人材育成の目的検討

が十分ではない企業
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図 8-32 大学等に対する普及啓発方策の検討プロセス 

8.5.2  普及啓発方策の主体／ステークホルダー 

対象のセグメント、検討のプロセスに加えて、普及啓発方策の主体／ステークホルダーについても役割

の整理が必要である。本事業では以下を想定した。 

  

大学等がリカレント教育プログラムを構築する際の契機・経緯別の普及啓発方策（課題解消方策）の検討

大学等リカレント教育全体の振興のための普及啓発方策の検討

①国の予算事業や補助事業が

きっかけ

②全学としてリカレント教育に取り

組むことを決定

③大学等のミッションや各学部・

研究科の事情が結果的にリカレン

ト教育につながった

大学等が提供するリカレント教育プログラムの対象×効果別の普及啓発方策（課題解消方策）の検討

①主な対象が法人

（A）オーダーメイド型

（B)レディメイド型

②主な対象が個人

（A）現業でのパフォーマンス向上、（B）現業でのキャリア上の成果

（C）現業以外での選択肢の広がり、（D）上記以外の効果実感

①リカレント教育に意欲がある大

学等

②リカレント教育に取り組むべきだ

が取組が十分ではない／取り組

んでいない大学等

※リカレント教育に取り

組む必要がなく、特に意

向もない大学等
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表 8-19 普及啓発方策のステークホルダーとその役割 

主体・ステークホルダー 主な役割（例） 

国  中長期的な日本社会のリカレント教育の方向性を示す 

 リカレント教育を促す法制度や環境を総合的に整備 

 リカレント教育に投資を行う 

地方自治体の就労支援、産業

振興行政 

 地域のリカレント教育の方針を示す 

 地域のリカレント教育を促す制度や環境を整備 

 地域のリカレント教育に投資を行う 

高校までの学校教育  教育課程内外における成功体験を積ませる 

 キャリアをデザインする力を涵養する 

大学等高等教育機関  学びとキャリアを結びつける 

 生涯を通じて学ぶ力を涵養する 

 卒業生や地域社会に貢献できるリカレント教育の体制を整備する 

 大学等が産業界や社会人にどのように貢献できるかをわかりやす

く伝える 

 生涯を通じた学びを促すコミュニティづくりを主導する 

地域の社会教育施設 

（地方自治体における社会教

育行政） 

 学校とは異なる形で、学びを促すコミュニティの場を提供する 

 学校とは異なる形で、成功体験を積ませる 

 リカレント教育を希望する地域の大人や子どもを支援する 

民間のリカレント教育事業者  社会人が受講しやすいプログラムやツールを開発する 

 プログラムの成果を可視化する 

産業界、業界団体、職能団体  各業界で必要な人材ニーズを明らかにする 

 業界内の企業、社会人等に対して普及啓発を行う 

 独力ではリカレント教育に取り組めない企業、社会人等を支援する 

企業団体  企業（特に経営層）に対して普及啓発を行う 

 独力ではリカレント教育に取り組めない企業、社会人等を支援する 

企業（個社）の経営層  人的資本経営に取り組む 

 人材育成を重視する場合は、適切な投資を行う 

 従業員の学びを促すコミュニティづくりを主導する 

企業（個社）の人事、上長  人的資本経営に取り組む 

 従業員の学びを促すコミュニティづくりを実装する 

 従業員のキャリアデザインを積極的に支援する 

キャリアコンサルティング業界  キャリアコンサルタントの能力開発において、リカレント教育の支援

を行うための職能開発を支援 

メディア  社会に向けてリカレント教育関連の情報を発信する 

投資業界  （主に大企業に向けて）人的資本経営の取組の文脈で、リスキリン

グ関連の取組に係る公開情報を評価、企業との対話を進める。 

産学連携のコンソーシアム、プ

ラットフォーム等 

 産業界と大学等の調整やリカレント教育推進の企画を立案する 

 個々の企業と大学等をつなぐ 
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8.5.3  有識者会議からのアイデア、意見 

普及啓発方策については、有識者会議の委員からも積極的にアイデアをいただいた。以下に概要を

示す。 

⚫ 本事業の成果の情報発信の方法 

◼ 事業成果をメディアを集めて解説するとよい。 

◼ 人事の施策は、概して環境の提供で終わってしまうことも多い。それだけではなく、キャリア

ビジョン検討やコミュニティ参加の促進が重要であることを知らせるだけでも企業の動きが変

わるだろう。 

⚫ 大学以下の学校教育における取組の必要性 

◼ 将来を担う若者がどういうニーズを持っているか、どのように会社を選ぶかという情報を人事

は重視する。中学生、高校生、大学生へのアプローチも検討いただくとよいのではないか。 

◼ 学習が役に立った経験がない人は、生涯学習への参加率が低いことが理論的に知られて

いる。学校教育段階で学習の有用感を抱けるようしなければならない。 

⚫ キャリアコンサルティングの活用 

◼ 個人が中長期的なキャリア選択を行う上で、キャリアコンサルティングやキャリアカウンセリン

グは有効な支援の一つである。一方、中長期的なキャリア選択の先にあるリスキリング支援

は、キャリアコンサルタントにとっては新領域である。そのため、リスキリングテーマの選択と

実行支援は、キャリアコンサルタントにとって今後重要なスキル開発テーマとなる。 

⚫ 動機づけ 

◼ 「生産性の向上」「経済成長」等の経済的合理性に依拠した外発的な動機付けによって、学

習意欲を維持できるのかは疑問。個人の経験に根差した動機付けや、学習コミュニティから

受ける刺激による動機付け、ウェルビーイングのような生きる本質・哲学に紐づけた動機付

けなどが重要。誰でもアクセスできる公共図書館や公民館といった学習の場81が重要。 

◼ 多くの企業で、従業員間における学習への取組状況の二極化が起こっている。キャリアビ

ジョンを持っている者がそもそも少ないため、手上げによる機会提供ではこれを解消できな

い。従業員の意思の尊重ではなく、意思の創発が重要である。 

◼ 内発的動機付け論に基づくリスキリング推進は、これ以上効果を出すのは難しい。（他）人を

起点にした外発的動機付けが重要である。コミュニティを起点にしたある種の同調圧力のよ

うなものを利用して学ばせていくことが重要だろう。ただし、コミュニティは所属して初めて良

さに気づくものであり、ニーズやウォンツがあるわけではないので、仕組みづくりは難しい。

大学が提供できる価値としても、キャンパスという物理的な場があることの価値は高い。 

 

 
81 委員はエリック・クリネンバーグ[2023]『集まる場所が必要だ 孤立を防ぎ、暮らしを守る「開かれた場」の社会学』英治出

版に言及していた。 
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⚫ 企業内での取組 

◼ 多くの企業では、上司が部下に対して成長支援を行うのが実態だろう。問題の本質は、上

司がキャリア支援と業務の支援を別個に考えていることである。キャリア支援と業務支援は

一体的に考えるべきである。日常業務や評価面談等の様々な場面で、ストレッチした目標

を与えると、部下は足りないスキルを学習によって補いながら目標達成を目指す。目標を達

成した部下は、成功体験を振り返ることで、学習への効力感を得るだろう。この循環を日常

業務にいかに組み込んでいくかが重要である。マネジメント研修のなかにも、このようなテー

マが含まれていることは少ない。 

⚫ 企業への働きかけ 

◼ 企業の方と話すと、リスキリングした人材が流出しないかという懸念があると聞く。リスキリング

人材の流出を防ぐ施策事例（リスキリングした人材の適切な部署への配置・昇進など）など

を共有できると企業も安心して従業員のリスキリングに取り組めるのではないか。 

◼ 大学側に、アルムナイを生かすノウハウ等が蓄積されれば、企業の大学活用のインセンティ

ブとなるのではないか。 

⚫ 産学連携のリスキリング推進方策 

◼ 日本の文脈で考えてみると、大学教員が兼務でコーディネーターの役割を担うには限界が

あるし、企業にとっても負荷は大きいため、日本においてもコーディネート人材のプロを育て

たい。人材サービスへの外注なども選択肢になるだろう。海外では使用者団体がこのような

役回りを担っている。 

◼ 日本でも横断的なコミュニティがあるとよいだろう。大学はその意味では価値提供できるの

ではないか。 

⚫ 外部指標の重要性 

◼ 今回作成した取組指標を、外部指標にどのように取り入れるのかがポイントである。「くるみ

んマーク」のように、人材確保におけるブランディングに活用できるとよい。 

◼ 外部指標化できれば、企業が自己評価や点検に使うチェックリストとして、企業に対するア

ンケートの実施もできる。また、その結果は、データベース化して国から開示してはどうか。

そうすることで投資家がそのデータを参照できるため、様々なインデックスが ESG 評価の一

部として考慮されるようになるのではないか。健康経営に関するアンケートや企業情報の開

示等の取組を参考にするのがよい。 

⚫ 企業の多様性への配慮 

◼ 企業がリスキリングを推進する際に、企業主導にするか、従業員主導とするかについては、

従業員の主体性によって状況が変わる。主体性の強さは職種や業界による部分もある。一

般化は難しく、企業が置かれている状況によってどのようなリスキリングの進め方が適切か

分かれる。 



 

345 

◼ 企業のビジョン（方向感）があった上で従業員の主体性に任せることが重要である。最終的

にはこの主体性をどう醸成するかがポイントである。 

◼ リスキリングの実態の可視化も重要である。効果として何を捉えるのか、捉える効果のスパン

の設定は、個社の事情によるだろう。一般化できることと、できないことを整理する必要があ

る。 

⚫ 大学等の取組の方向性 

◼ 企業や社会人は高等教育に対して最先端のテーマで仕事に使えるプログラムを求めてい

るのに対して、大学は専門的な内容や追及した研究・実践を提供したいと考えており、この

ギャップが大きい。 

◼ 大学は、地域に根差したコミュニティをつくることができ、地域単位で学習を継続させること

ができるという強みがある。キャンパスやコミュニティを生かして、仕事に直結する学びを大

学が提供できるかどうかが重要であり、大学側がそれに取り組みたいかを問うときである。そ

の上で、意欲的な大学に対しては、財政的な支援が必要と考える。大学の自律性に任せる

のみでは進んでいかないのではないか。 
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8.5.4  セグメント別、ステークホルダー別の普及啓発方策 

以上を踏まえ、普及啓発方策を以下のとおり取りまとめた。 
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を
行

う
●

●

効
率

よ
く

リ
カ

レ
ン

ト
教

育
を

提
供

す
る

教
育

サ
ー

ビ
ス

や
ツ

ー
ル

を
提

供
す

る
●

●

試
行

的
に

取
り

組
め

る
リ

カ
レ

ン
ト

教
育

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
●

●

学
習

手
段

を
見

つ
け

る
支

援
を

行
う

●
●

●
●

身
近

な
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
へ

の
参

画
機

会
を

提
供

す
る

●
●

学
習

手
段

を
見

つ
け

る
支

援
を

行
う

●
●

●
●

自
分

と
は

や
や

異
な

る
属

性
の

人
が

集
ま

る
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
へ

の
参

画
機

会
を

提
供

す
る

●
●

●

勤
務

時
間

外
で

学
習

す
る

意
欲

を
持

つ
支

援
を

行
う

●
●

●
●

●
●

自
分

と
は

全
く

異
な

る
属

性
の

人
が

集
ま

る
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
へ

の
参

画
機

会
を

提
供

す
る

●
●

●
●

●
●

リ
カ

レ
ン

ト
教

育
の

オ
ー

プ
ン

キ
ャ

ン
パ

ス
を

実
施

し
、

大
学

で
学

ぶ
魅

力
を

発
信

す
る

●

履
修

証
明

、
科

目
等

履
修

、
学

位
等

を
適

切
に

評
価

し
、

取
得

の
メ

リ
ッ

ト
を

感
じ

さ
せ

る
●

●
●

●
●

●

中
長

期
的

な
キ

ャ
リ

ア
ビ

ジ
ョ

ン
を

描
く

た
め

の
支

援
を

提
供

す
る

●
●

●
●

●
●

●
キ

ャ
リ

ア
コ

ン

サ
ル

テ
ィ

ン
グ

業
界

学
習

す
る

こ
と

が
役

に
立

つ
と

い
う

体
験

を
す

る
こ

と
を

支
援

す
る

●
●

●
●

●
キ

ャ
リ

ア
コ

ン

サ
ル

テ
ィ

ン
グ

業
界

学
習

歴
を

適
切

に
管

理
・

評
価

す
る

●
●

●
●

●
●

●
●

●

民
間

や
大

学
等

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
活

用
す

る
よ

う
促

す
●

●
●

●
●

●
●

●

（
民

間
や

大
学

等
で

の
学

び
を

促
す

）
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
へ

の
参

画
機

会
を

提
供

す
る

●
●

●
●

●
●

●

人
事

評
価

等
に

学
習

に
関

す
る

項
目

を
入

れ
る

●
●

対
象

対
象
者
に
向
け
た
方
策

（
対
象
者
自
身
が
行
う
取
組
含
む
）

方
策
の
実
施
主
体
、
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

社
会
人
等
（
個
人
）
対
象

リ
カ
レ
ン
ト
教
育
全
体
の
実
施
促
進
方
策

（
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る

が
）
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
に
取
り
組
む
意
向
が
な
い

者 （
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
に
取
り
組
む
意
向
は
あ
る

が
）
こ
れ
ま
で
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
の
経
験
が
な
い

者

リ
カ
レ
ン
ト
教
育
の
種
類
別
の
実
施
促
進
方
策

独
学
活
用

民
間
事
業
者
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
活
用

大
学
等
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
活
用

リ
カ
レ
ン
ト
教
育
の
成
果
実
感
を
高
め
る
方
策

成
果
全
体

現
在
の
仕
事
や
転
職
等
に
お
け
る
処
遇
改
善
に
つ

な
が
る
成
果
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国 教
育
行
政

国 雇
用
労
働
行

政

国 産
業
振
興
行

政

自
治
体

雇
用
労
働

行
政
等

学
校
教
育

大
学
等

社
会
教
育
施

設

民
間
教
育
事

業
者

産
業
界
等

企
業
団
体

企
業
経
営
層
企
業
人
事

上
長

そ
の
他

人
的

資
本

経
営

の
ノ

ウ
ハ

ウ
を

提
供

す
る

●
●

人
的

資
本

経
営

の
ノ

ウ
ハ

ウ
の

実
装

支
援

を
す

る
●

●

投
資

家
に

向
け

た
情

報
公

開
を

促
進

す
る

●
●

●
投

資
家

人
材
戦
略
以
外
の
戦
略
を
優
先

―

戦
略
の
見
極
め
が
十
分
で
は
な
い
企
業

経
営

戦
略

の
検

討
を

支
援

す
る

●
●

●

人
材

育
成

・
能

力
開

発
の

ノ
ウ

ハ
ウ

を
提

供
す

る
●

●
●

●
●

人
材

育
成

・
能

力
開

発
の

取
組

を
実

装
す

る
●

●
●

●
●

●
●

人
材
育
成
以
外
の
人
事
施
策
を
優
先

― 人
材

戦
略

の
検

討
を

支
援

す
る

●
●

●
●

●

先
進

事
例

を
共

有
す

る
●

●
●

●
●

人
材

戦
略

や
人

材
育

成
・

能
力

開
発

に
関

す
る

方
針

・
目

標
、

必
要

な
知

識
・

ス
キ

ル
等

を
明

確
化

・
発

信
す

る
●

●

社
員

個
人

の
キ

ャ
リ

ア
自

律
を

推
進

し
、

人
材

育
成

・
能

力
開

発
の

取
組

及
び

支
援

策
を

用
意

す
る

（
特

に
正

規
雇

用
者

を
対

象
と

す
る

も
の

 ）
●

●

人
材

育
成

・
能

力
開

発
の

意
欲

を
湧

か
せ

る
よ

う
働

き
か

け
る

●

（
民

間
や

大
学

等
で

の
学

び
を

促
す

）
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
へ

の
参

画
機

会
を

提
供

す
る

●

中
長

期
的

な
キ

ャ
リ

ア
ビ

ジ
ョ

ン
を

描
く

た
め

の
支

援
を

提
供

す
る

●
キ

ャ
リ

ア
コ

ン

サ
ル

テ
ィ

ン
グ

業
界

経
営

戦
略

を
踏

ま
え

て
人

材
育

成
に

関
す

る
方

針
・

目
標

、
必

要
な

知
識

・
ス

キ
ル

等
を

明
確

化
・

発
信

し
、

（
キ

ャ
リ

ア
自

律
を

推
進

し
つ

つ
）

企
業

主
導

で
ス

キ
ル

習
得

を
促

進
す

る
こ

と
●

●

社
員

個
人

の
キ

ャ
リ

ア
自

律
を

推
進

し
、

（
雇

用
形

態
に

よ
ら

ず
）

人
材

育
成

・
能

力
開

発
の

取
組

及
び

支
援

策
を

用
意

す
る

こ
と

●
●

人
材

育
成

・
能

力
開

発
の

意
欲

を
湧

か
せ

る
よ

う
働

き
か

け
る

と
と

も
に

、
挑

戦
す

る
機

会
や

文
化

を
醸

成
す

る
こ

と
●

●

人
材
育
成
・
能
力
開
発
の
目
的
検
討
が
十
分
で
は

な
い
企
業

人
材

育
成

・
能

力
開

発
の

目
的

検
討

を
支

援
す

る
●

●
●

●
●

●
●

対
象

対
象
者
に
向
け
た
方
策

（
対
象
者
自
身
が
行
う
取
組
含
む
）

方
策
の
実
施
主
体
、
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

企
業
等
対
象

経
営
戦
略
に
お
け
る
人
材
戦
略
の
位
置
づ
け
の
把
握

人
材
戦
略
が
重
要

人
材
戦
略
に
お
け
る
人
材
育
成
・
能
力
開
発
の
位
置
づ
け
の
把
握

人
材
育
成
・
能
力
開
発
が
重
要

人
事
施
策
検
討
が
十
分
で
は
な
い
企
業

人
材
育
成
・
能
力
開
発
の
目
的
の
設
定

従
業
員
個
人
に
対
す
る
効
果
を
設
定

企
業
等
に
対
す
る
効
果
を
設
定
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国 教
育
行
政

国 雇
用
労
働
行

政

国 産
業
振
興
行

政

自
治
体

雇
用
労
働

行
政
等

学
校
教
育

大
学
等

社
会
教
育
施

設

民
間
教
育
事

業
者

産
業
界
等

企
業
団
体

企
業
経
営
層
企
業
人
事

上
長

そ
の
他

リ
カ
レ
ン
ト
教
育
に
意
欲
が
あ
る
大
学
等

産
業

界
や

社
会

が
求

め
る

人
材

像
に

基
づ

い
た

プ
ロ

グ
ラ

ム
開

発
を

支
援

す
る

●
●

●
●

●
●

高
等

教
育

行
政

に
お

け
る

リ
カ

レ
ン

ト
教

育
の

位
置

づ
け

を
再

検
討

す
る

●

卒
業

生
や

産
業

界
に

対
す

る
大

学
の

責
任

を
再

検
討

す
る

機
会

を
提

供
す

る
●

リ
カ

レ
ン

ト
教

育
に

取
り

組
ん

で
い

る
こ

と
を

何
か

し
ら

の
形

で
評

価
す

る
（

補
助

金
等

）
●

先
進

事
例

を
共

有
す

る
●

リ
カ
レ
ン
ト
教
育
に
取
り
組
む
必
要
が
な
く
、
特

に
意
向
も
な
い
大
学
等

― 事
業

採
択

時
に

自
走

化
の

た
め

の
事

業
計

画
を

求
め

、
継

続
的

に
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
を

適
切

に
行

う
●

●
●

●

事
業

成
果

の
可

視
化

を
求

め
る

●
●

●
●

自
走

化
し

て
い

る
プ

ロ
グ

ラ
ム

や
（

質
の

高
い

、
又

は
、

広
く

）
成

果
を

出
し

て
い

る
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
優

先
的

に
P

R
す

る
●

●
●

産
業

界
や

地
域

社
会

の
ニ

ー
ズ

把
握

を
適

切
に

行
う

（
ニ

ー
ズ

把
握

の
支

援
を

す
る

）
●

●
●

●
●

リ
カ

レ
ン

ト
教

育
に

取
り

組
む

大
学

等
の

評
価

を
高

め
る

●
●

●

大
学

等
内

の
教

育
リ

ソ
ー

ス
を

棚
卸

し
す

る
（

リ
カ

レ
ン

ト
教

育
に

前
向

き
な

教
職

員
の

発
掘

、
財

源
、

教
育

資
源

等
）

●

不
足

し
て

い
る

教
育

資
源

を
外

部
か

ら
調

達
す

る
（

調
達

の
支

援
を

行
う

）
●

リ
カ

レ
ン

ト
教

育
に

取
り

組
む

大
学

等
の

評
価

を
高

め
る

●
●

●

大
学

等
内

の
教

育
リ

ソ
ー

ス
を

棚
卸

し
す

る
（

リ
カ

レ
ン

ト
教

育
に

前
向

き
な

教
職

員
の

発
掘

、
財

源
、

教
育

資
源

等
）

●

不
足

し
て

い
る

教
育

資
源

を
外

部
か

ら
調

達
す

る
（

調
達

の
支

援
を

行
う

）
●

対
象

対
象
者
に
向
け
た
方
策

（
対
象
者
自
身
が
行
う
取
組
含
む
）

方
策
の
実
施
主
体
、
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

大
学
等
が
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
構
築
す
る
際
の
契
機
・
経
緯
別
の
普
及
啓
発
方
策
（
課
題
解
消
方
策
）
の
検
討

大
学
等
対
象

大
学
等
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
全
体
の
振
興
の
た
め
の
普
及
啓
発
方
策
の
検
討

リ
カ
レ
ン
ト
教
育
に
取
り
組
む
べ
き
だ
が
取
組
が

十
分
で
は
な
い
／
取
り
組
ん
で
い
な
い
大
学
等

国
の
予
算
事
業
や
補
助
事
業
等
が
き
っ
か
け

全
学
と
し
て
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
に
取
り
組
む
こ
と

を
決
定

大
学
等
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
や
各
学
部
・
研
究
科
の
事

情
が
結
果
的
に
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
に
つ
な
が
っ
た
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国 教
育
行
政

国 雇
用
労
働
行

政

国 産
業
振
興
行

政

自
治
体

雇
用
労
働

行
政
等

学
校
教
育

大
学
等

社
会
教
育
施

設

民
間
教
育
事

業
者

産
業
界
等

企
業
団
体

企
業
経
営
層
企
業
人
事

上
長

そ
の
他

個
社

の
ニ

ー
ズ

を
深

堀
し

て
理

解
す

る
●

●
●

産
学

双
方

で
、

オ
ー

ダ
ー

メ
イ

ド
型

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

特
徴

を
理

解
で

き
る

人
材

を
窓

口
に

す
る

●
●

●

企
業

等
の

ハ
イ

レ
ベ

ル
な

ニ
ー

ズ
に

対
応

で
き

る
教

職
員

の
確

保
・

育
成

を
行

う
（

そ
の

支
援

を
行

う
）

●
●

個
社

の
ニ

ー
ズ

や
課

題
解

決
に

真
摯

に
向

き
合

い
、

成
果

が
出

る
ま

で
伴

走
す

る
●

●
●

潜
在

的
な

顧
客

企
業

の
ニ

ー
ズ

を
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

し
て

理
解

す
る

（
そ

の
支

援
を

行
う

）
●

●
●

●

企
業

の
人

材
育

成
の

サ
イ

ク
ル

に
合

わ
せ

た
プ

ロ
グ

ラ
ム

設
計

を
行

う
●

●
●

主
な
対
象
が
個
人
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
共
通

・
受

講
生

の
受

講
目

的
の

把
握

、
受

講
生

が
企

業
か

ら
受

け
て

い
る

支
援

の
内

容
把

握
、

受
講

効
果

把
握

の
た

め
の

取
り

組
み

を
行

う
●

・
民

間
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
競

合
と

の
差

別
化

を
行

う

・
企

業
か

ら
受

講
生

が
求

め
ら

れ
て

い
る

ス
キ

ル
を

把
握

す
る

・
高

度
な

内
容

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

提
供

を
行

う

・
体

系
的

な
プ

ロ
グ

ラ
ム

提
供

を
行

う

●

プ
ロ

グ
ラ

ム
受

講
前

に
企

業
内

で
キ

ャ
リ

ア
・

デ
ザ

イ
ン

を
描

く
支

援
を

提
供

す
る

●
●

キ
ャ

リ
ア

コ
ン

サ
ル

テ
ィ

ン
グ

業
界

・
民

間
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
競

合
と

の
差

別
化

を
行

う

・
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
形

成
支

援
を

行
う

・
受

講
料

の
支

援
を

所
属

企
業

か
ら

受
け

ら
れ

る
よ

う
に

す
る

●
●

プ
ロ

グ
ラ

ム
受

講
前

に
企

業
内

で
キ

ャ
リ

ア
・

デ
ザ

イ
ン

を
描

く
支

援
を

提
供

す
る

●
●

キ
ャ

リ
ア

コ
ン

サ
ル

テ
ィ

ン
グ

業
界

・
論

理
的

思
考

力
を

養
う

要
素

を
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
含

む

・
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
形

成
支

援
を

行
う

・
人

脈
形

成
支

援
を
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ト
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ン
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グ
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ラ
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受
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テ
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対
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者
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策
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大
学
等
が
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ト
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象
×
効
果
別
の
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及
啓
発
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策
（
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題
解
消
方
策
）
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な
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象
が
法
人

（
A
）
オ
ー
ダ
ー
メ
イ
ド
型

主
な
対
象
が
法
人

（
B
)レ
デ
ィ
メ
イ
ド
型

主
な
対
象
が
個
人

（
A
）
現
業
で
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
向
上

主
な
対
象
が
個
人

（
B
）
現
業
で
の
キ
ャ
リ
ア
上
の
成
果

主
な
対
象
が
個
人

（
C
）
現
業
以
外
で
の
選
択
肢
の
広
が
り

主
な
対
象
が
個
人

（
D
）
上
記
以
外
の
効
果
実
感
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図 8-33 普及啓発方策 
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8.6  全体のまとめ 

ここでは、これまでの調査研究を簡潔に振り返り、本事業のまとめを行う。 

8.6.1  各主体のセグメント別の動機・障壁の探索、リカレント教育の取組につながる指標

の特定 

本事業ではアンケート調査及びその分析を通じて、社会人・企業・大学等のセグメントを分類し、セグメ

ント別に、それぞれの主体がリカレント教育（リスキリング）に取り組む（社員リスキリングを支援する、教育

プログラムを提供する）際の動機や、取り組まない際の障壁を明らかとした。また、調査結果の回帰的な分

析を通じて、リカレント教育（リスキリング）の取組につながる指標を特定した。 

特に注目すべきなのは、先行調査研究でいわれてきたリカレント教育に係る阻害要因のさらに背景に

ついての分析である。例えば、リカレント教育に社会人を向かわせる環境要因としては、職場の学びを推

奨する環境等ではなく、「コミュニティへの参加」と「キャリアビジョンがある」ことの影響力が強いことなどを

明らかとした。この調査結果は本事業の調査分析の基底となり、企業等、大学等のアンケート調査の分析

結果においても同種の示唆が見出された。本事業では、各主体をリカレント教育へ促すための取組を探

索することを目的として実施されたが、この示唆を生かした取組が、各主体に対して、又は、各主体にお

いて行われることが有益であることが示された。 

8.6.2  各主体がリカレント教育から受けている効果の把握、効果につながる指標の特定 

リカレント教育の分析に加えて、各主体がリカレント教育から受けている効果についても分析を行った。

アンケート調査に加えて、インタビュー調査結果も併せて、社会人・企業・大学等の各主体がリカレント教

育（リスキリング）の実施（社員リスキリングの支援、教育プログラムの提供）からどのような効果を得ている

のかを分析し、整理した。また、調査結果の回帰的な分析を通じて、リカレント教育（リスキリング）の効果

につながる指標を特定した。 

ここでも様々な示唆が導き出されたところであるが、取組の指標同様、社会人の場合、リカレント教育の

違いによって得られる成果にも違いが出ること、特に大学でのリカレント教育からは「現在の仕事以外で

キャリアの選択肢が広がること」という成果が得られていることが確認された。また、リカレント教育の成果を

得るためには、リカレント教育全体を通じて、「キャリアビジョンがある」ことと「学習することが役に立つと

思っている」ことの影響力が極めて大きいことも指摘することができた。さらに、仕事（現在の仕事及び現

在の仕事以外のキャリア）に対する成果を得るためには、ここでもコミュニティ参加の影響力があることも確

認した。 

また、企業等や大学等でリカレント教育（リスキリング）を支援又はプログラムを提供することで、それぞ

れの主体に効果がもたらされるには、企業等においては社内外のコミュニティづくりやそれらへの参画を

促す仕組み、キャリアについての対話等を提供することが有効である可能性、大学等においては、大学

ならではのプログラム（汎用的コンピテンシー育成目的で、体系的なプログラム）、学びの継続のための支

援を提供することが有効である可能性なども確認された。 

これまでリカレント教育（リスキリング）の推進に当たっては、リカレント教育をした社員が離職してしまうこ

とへの疑いや、リカレント教育（リスキリング）の成果が出るかどうかわからない（仕事やキャリアに役立つか



 

353 

どうかわからない）ことなどが阻害要因とされてきた。しかしながら、本事業で提示したリカレント教育の成

果や効果を出すための取組は、離職ではなく逆に支援してくれる企業へのエンゲージメントを高める可能

性があり、また、財務的なコストではなく企業上長や人事担当者の創意工夫や部下支援の人事スキルの

向上等によって対応できることが示されたのではないだろうか。特に、成果を出す（可視化する）ための取

組として、リスキリングを行った社員の待遇を上げるという企業等にとって負担の大きな取組がいわれてい

る中で、上記のような取組みは「明日からでも企業がやってみようと思える」スモールステップなのではな

いかと考えられる。 

なお、企業等という主体については重要な留意事項があることも、既に本事業では確認済みである。そ

れは、リスキリングはあくまでも企業等の人事戦略の中の一つの方策であり、また、人事戦略もまた、企業

等にとっては経営戦略の一つでしかないということである。近年企業等から注目を集める人的資本経営は、

人事戦略こそが経営戦略として最重要なものであるという考え方であるため、人的資本経営を重視する

企業等にとっては本事業で示唆した取組は有益なものとして参照されるべきと考えるが、そうであってもな

お、リスキリングはあくまでも他の人事戦略上の方策と組み合わされて初めて効果が発揮されるものであ

ることを忘れてはならない。企業等と連携してリカレント教育プログラムの提供を考えている大学等におい

ては、こうした企業等の戦略的な行動を理解しようと努めることが極めて重要である。企業等とは異なる組

織の論理や常識の下にある大学等にとっては、企業等の行動を理解することは難易度が高いものである

と考えられるが、大学等は社会人以外の学生についても企業等に輩出しているため、リカレント教育の文

脈に限らず企業等の人材育成のロジックを理解することは十分有益である。早急に取り組むことが求めら

れる。 

ただし、このような大学等にとって「これまでに十分やったことがない難易度の高いこと」に挑戦するより

も前に、まず大学等は、社会人以外の高校卒業者等の学生には当然のものとして提供している、大学に

しか提供できないプログラムや学修支援の取組を、社会人にも提供することを早急に検討すべきである。

リカレント教育に取り組みたい大学等は、社会人を「育成すべき存在」として真摯に捉えることから、取組

を開始すべきである。 

8.6.3  対象別の普及啓発の試行、普及啓発方策の検討 

本事業では、事業成果を活用し、普及啓発を試行的に実施した。有識者会議では、具体例の解説や

調査結果を説明していくことが有効である旨の意見があったため、主に事例提供や講演を提供するタイ

プのセミナーを、対象者別に内容を変えるほか、開催形態や日時も変えて複数実施した。また、参加者ア

ンケートを事前と事後の 2 回実施し、単純集計のほか、セミナーの事前・事後でどのようにリカレント教育

に対する意欲が変化したかについて分析した。 

まず、実施形態としていずれもオンラインを取り入れたが、オンラインであることで多数の参加登録が

あった。普及啓発に当たってはオンライン配信を活用することが極めて重要であることがわかる。ただし、

対面も取り入れたハイブリッド型のイベントにおいては、オンラインの参加者よりも対面の参加者の方が満

足度が高かったことも注目すべきである。対面の参加者の数が少なかったことから、この結果を一般的に

敷衍することは難しいが、セミナー終了後の名刺交換や意見交換は闊達に行われ、約 1 時間程度参加

者同士が会場に留まった。このことからも、元々リカレント教育に対する意欲や課題意識が明確な参加者

に対しては、対面も取り入れるなど多様な普及啓発イベントが必要であることがわかった。 

さらに、本事業の調査分析や有識者会議での検討も踏まえ、普及啓発方策を整理した。その際には、
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全ての社会人等、企業等、大学等がリカレント教育に取り組む必要はないことを前提として、本事業の成

果に基づきセグメントやプロセスを分けながら方策を整理した。図 8-33 に示したように、普及啓発方策を

検討する上では段階的なプロセスがあること、多様なステークホルダーが多様な方策でアプローチするこ

となどを想定することが必要である。また、社会人・企業・大学等の主体以外にも、それらを巻き込んでい

くためのプラットフォームやコンソーシアムを想定することも有効であることを示した。一つの企業・大学等

ではリカレント教育に取り組むことができない場合であっても、産業界や行政がリーダーシップを発揮する

ことで、リカレント教育への意欲を喚起しうる可能性がある。今後は、本事業で整理した普及啓発方策を

実証的に検証していくフェーズが重要である。 

8.6.4  大学等がリカレント教育・リスキリングにおいて果たす役割 

最後に、大学等がリカレント教育・リスキリングにおいて果たす役割について考察する。本事業開始前

には、昨今のリスキリング・ブームにおいてよくいわれている IT やデジタルのスキルに注目が集まると考え

ていたが、実際に調査をしてみると、社会人等や企業等は個別のスキルや知識だけではなく、より汎用的

なコンピテンシーも求めていることがわかった。デジタルスキルを習得する大学等のプログラムを活用して

いる企業等も、単なる知識やスキルではなく、大学等が提供するハイレベルで体系的な学びに満足を示

していた。このことから、日本社会のリスキリングのニーズと、大学等が「提供しうる」学びはおおむね一致

しているといえる。 

しかしながら、実際に大学等が提供しているプログラムは、受講生の効果につながっていないものが

あった。また、社会人等、企業等において、大学等のプログラムを活用している割合は極めて低かった。

このことから、大学等が「実際に提供している」プログラムの多くは、社会人・企業等のニーズに応えること

ができていない、もしくは社会人・企業等に「大学等に何ができるかが知られていない」という可能性が指

摘できる。実際、リスキリングに意欲的な企業等へのインタビューの中で、インタビュー実施者が実際の大

学等のプログラムについて話題提供すると、企業等の側からはまさにそうしたプログラムを求めているが、

そうした情報がどこで入手できるのかがわからない、という指摘があった。このことから、大学等は「日本社

会のリカレント教育・リスキリングに十分に貢献できるはずなのに、実際には貢献できている例は少ない」と

いう状況にあるといえる。 

有識者会議においてこの可能性と実態の間の乖離について検討したところ、委員から、次のような要

因の可能性が指摘された。まず、大学等だけでは育成すべき人材像を設定することができないという要因

である。これを解消するためには、行政や産業界が、人材の需給の見通しや新旧の産業振興の方向性を

示した上で、育成すべき人材像を教育機関側に提示することを試みる必要がある。このとき参考となるの

は、米国のコミュニティ・カレッジにおける産学社連携による協同教育（CO-OP 教育）や英国のアプレン

ティス制度等の海外の取組である82。日本とは労働雇用行政や雇用慣行についての考え方が異なる海外

の事例をそのまま取り込むことは難しいが、一部の業界と大学等でモデル的に実証を行うことは有用であ

ると考えられる。そうした取組が行政主導で行われ、そこへ社会人・企業・大学等を巻き込んでいくことで、

上記で指摘した乖離が埋められていく可能性がある。さらに、こうした取組において、産業界や地域のリカ

レント教育の「場」となりうるのは、地域社会を支える大学等にしかできない役割である。大学等が単なるプ

 

 
82 本報告書「文献調査」の 3.2.2 （2）参照。 
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ログラム提供機関ではなく、その多様な教育機能や施設をいかに社会人や企業等、地域社会や産業界

に提供できるかを真剣に検討すべきときがきたといえる。 

また、大学等の可能性と実態の間の乖離の解消のためには、卒業生の学び直しニーズに着目すること

が有用であるという指摘も委員より行われた。毎年度卒業していく卒業生は、大学等にとって最も身近な

「社会人」である。この自校の卒業生が社会人としてどのような課題に直面するか、大学等に戻ってきても

らうことでその課題をどのように乗り越えることができるかについて、大学等は十分に検討できていない可

能性がある。送り出した卒業生と真摯に向き合うことからも、リカレント教育の需要は生まれるはずであり、

その需要から大学等が自校を卒業した「社会人」のニーズに応えるプログラムを生み出すことも可能であ

る。もちろんその際に、大学等が企業等の人材育成のサイクルを理解する必要があり、大学等によっては

リカレント教育の担当部署の教職員だけではそうした理解が難しい可能性がある。大学等の中で産学連

携の経験を有する教職員、企業を専門に研究している教員、産学をつなぐコーディネート人材等の発掘・

育成・活用も併せて重要である。 

このように、大学等が日本社会のリカレント教育に貢献可能な点を示してきた。また、8.6.2 においても、

大学等が取り組むべきことについて述べた。こうした貢献や取組においては、大学等が発想を転換し、学

内の教育リソースの配分を再検討する必要があるだろう。しかしながら、大学等単独ではそうした発想の

転換やリソースの再配分を行うことが難しいことも現実である。そのため、大学行政の役割は極めて重要

であるといえる。まず、経常費や補助金の配分原則において、社会人学生／受講生の人数を重視するこ

となどを通じて、大学等の意識を啓発していくことを検討すべきである。本事業の有識者会議委員からは、

社会人学生数／受講生数の算定がたとえ一定期間に限定されていたとしても、その政策効果は大きい

のではないかという指摘があった。というのは、育成対象として社会人と真摯に向き合う経験さえすれば、

大学等教員が変わり、ひいては大学等が変わることが期待されるためである。 

また、大学等が社会人に関わる際に、個別の大学等のみでは十分に社会人と向き合うことができない

可能性がある。特に地方では、社会人の学び直し意欲がまだ十分に喚起されておらず、社会人の学びの

ニーズを捉えることが難しいためである。したがって、大学等が複数で社会人と関わっていくプラット

フォーム等の展開が有益であるという指摘が複数の委員より行われた。現在、文部科学省によってリカレ

ント教育のためのプラットフォーム構築事業83が行われているところであるが、その取組は極めて大きな効

果が期待できるといえる。これらのプラットフォーム構築においては大学等間の意欲やリカレント教育に対

する考え方に違いがあると考えられるため、取組の推進は多様な形で実証検証されることが望ましい。例

えば、社会人等だけではなく、一般の学生もプログラムに参画し、大学等全体の教育力を高める取組など

も有効である可能性が委員からは指摘されているところである。リカレント教育に取り組む切口は様々であ

るべきであり、その中で考え方や温度感が合う大学等同士や他のステークホルダーが徐々にリカレント教

育に取り組む地域体制を構築していくことが、今後の日本社会のリカレント教育の推進の新しい姿ではな

いかと考えられる。そして中長期的には、大学等以外の社会教育施設や民間の事業者も巻き込み、高等

教育に参画していない（できなかった）地域社会の社会人等も包摂していくようなリカレント教育のデザイ

 

 
83 文部科学省「地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレント教育プラットフォーム構築支援事業」。令和 4 年度の採

択機関による取組概要は同省 HP「地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレント教育プラットフォーム構築支援事業

採択先機関取り組み概要」（https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/manabinaoshi/mext_00006.html）（2024年 2月 29 日

閲覧）参照。令和 5 年度も採択予定である（同省 HP「令和５年度「地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレント教育

プラットフォーム構築支援事業」（https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/manabinaoshi/mext_00016.html）（2024 年 2 月

29 日閲覧）。 

https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/manabinaoshi/mext_00006.html
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ンを実現することも求められる。大学等が核となった地域のプラットフォームが実現すれば、4.2.7 （3）で

指摘した雇用形態によるリカレント教育への取組の差なども解消されていく可能性がある。大学等には、

こうした幅広い視野をもってリカレント教育に取り組むことが期待される。 
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添付資料 

⚫ 社会人等アンケート調査票 

⚫ 企業等アンケート調査票 

⚫ 大学等アンケート調査票 

 

 



対象外条件  < 20 または  > 65 （即時回答終了）

対象外条件  = 「9. 学生」 ～ 「11. 無職」 （即時回答終了）

必須設定 回答必須

アンケート画面開始

Page 1

SC1

男性

女性

0 50 100(%)

あなたの性別をお答えください。

社会人等アンケート調査票（スクリーニング調査）
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対象外条件 SC2_1 < 20 または SC2_1 > 65 （即時回答終了）

必須設定 回答必須

回答制御 回答範囲「0～99」 に該当しない場合はアラートを表示

Page 2

SC2

- カテゴリ 1.歳

 歳

0 50 100(%)

あなたの年齢をお知らせください。
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必須設定 回答必須

対象外条件 SC3 = 「9. 学生」 ～ 「11. 無職」 （即時回答終了）

必須設定 回答必須

入力文字数 100文字まで

Page 3

SC3

- カテゴリ 12.その他

- カテゴリ 12.その他 の詳細入力 1

会社代表者・団体代表者

会社役員・団体役員

会社員・団体職員(オフィス勤務)

会社員・団体職員(現場勤務)

嘱託社員・契約社員・派遣社員・パート・アルバイト

公務員

自営業主

自由業・フリーランス(開業医、著述家、ITエンジニア等)

学生

専業主婦・主夫

無職

その他  

0 50 100(%)

あなたのご職業をお答えください。
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必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

入力文字数 100文字まで

Page 4

SC4

- カテゴリ 20.その他

- カテゴリ 20.その他 の詳細入力 1

農業,林業

漁業

鉱業,採石業,砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業,郵便業

卸売業,小売業

金融業,保険業

不動産業,物品賃貸業

学術研究,専門・技術サービス業

宿泊業,飲食サービス業

生活関連サービス業,娯楽業

教育,学習支援業

医療,福祉

複合サービス事業

サービス業(他に分類されないもの)

公務(他に分類されるものを除く)

その他

0 50 100(%)

あなたの業種をお答えください。
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必須設定 回答必須

Page 5

SC5

管理的職業(課長職以上)

専門的・技術的職業

事務的職業(会計事務)

事務的職業(一般事務)

販売の職業

サービスの職業

保安の職業

農林漁業の職業

生産工程の職業

輸送・機械運転の職業

建設・採掘の職業

運搬・清掃・包装等の職業

その他

0 50 100(%)

あなたのお仕事の種類は次のうちどれにあてはまりますか。
会社員、公務員等で課長職以上の方は、「管理的職業」をお選びください。
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必須設定 回答必須

Page 6

SC6

1人

2～4人

5～9人

10～19人

20～29人

30～49人

50～99人

100～199人

200～299人

300～499人

500～999人

1,000～4,999人

5,000～9,999人

10,000人以上

0 50 100(%)

あなたがお勤めの企業、団体の社員数(正社員のみ)をお答えください。
派遣社員の方は、派遣元の企業の社員数をお選びください。
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必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

Page 7

SC7_1

SC7_2

SC7_3

SC7_4

SC7_5

SC7_6

SC7_7

1
年
以
内
に
行
っ
た

社
会
人
に
な
っ
て
か
ら
行
っ
た
こ
と
が
あ
る

1
年
以
内
に
行
っ
て
い
な
い
が

社
会
人
に
な
っ
て
か
ら
行
っ
た
こ
と
が
な
い

1 勤務先で開催された研修

2 勤務先以外の企業・団体(大学を除く)が提供する学習プログラム

3 大学院修士課程・博士課程への進学

4 大学の学部、短期大学、専門学校への進学

5 大学等の履修証明プログラム、科目等履修プログラム

6 有志により開催された勉強会への参加

7 書籍やインターネット等を活用した独自学習

あなたは以下の学習を行ったことがありますか。
最もあてはまるものをお答えください。(それぞれひとつずつ)
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0 50 100(%)
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必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

Page 8

SC8_1

SC8_2

SC8_3

SC8_4

SC8_5

SC8_6

SC8_7

行
い
た
い

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
行
い
た
い

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
行
い
た
く
な
い

行
い
た
く
な
い

1 勤務先で開催された研修

2 勤務先以外の企業・団体(大学を除く)が提供する学習プログラム

3 大学院修士課程・博士課程への進学

4 大学の学部、短期大学、専門学校への進学

5 大学等の履修証明プログラム、科目等履修プログラム

6 有志により開催された勉強会への参加

7 書籍やインターネット等を活用した独自学習

あなたは今後、以下の学習を行いたいと思いますか。
最もあてはまるものをお答えください。
現在も学習を行っている場合は、その後の学習意向についてお答えください。
(それぞれひとつずつ)
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0 50 100(%)

368



必須設定 回答必須

回答者条件 ( ( SC7_1 = 「1. 1年以内に行った」 , 「2. 1年以内に行っていないが、社会人になってから行ったことが

ある」 ) または ( SC7_2 = 「1. 1年以内に行った」 , 「2. 1年以内に行っていないが、社会人になってから

行ったことがある」 ) または ( SC7_3 = 「1. 1年以内に行った」 , 「2. 1年以内に行っていないが、社会人

になってから行ったことがある」 ) または ( SC7_4 = 「1. 1年以内に行った」 , 「2. 1年以内に行っていな

いが、社会人になってから行ったことがある」 ) または ( SC7_5 = 「1. 1年以内に行った」 , 「2. 1年以内

に行っていないが、社会人になってから行ったことがある」 ) または ( SC7_6 = 「1. 1年以内に行った」 ,

「2. 1年以内に行っていないが、社会人になってから行ったことがある」 ) または ( SC7_7 = 「1. 1年以

内に行った」 , 「2. 1年以内に行っていないが、社会人になってから行ったことがある」 ) )

必須設定 回答必須

入力文字数 100文字まで

Page 9

SC9

- カテゴリ 15.その他

- カテゴリ 15.その他 の詳細入力 1

○○○(ITEM_TXT_SC7回答再掲)

勤務先から求められたため

現在取り組んでいる業務に必要な知識やスキルを習得するため(勤務先から指示はなし)

生成AIの進化などにより危機感を感じたため

勤務先での昇格・昇給のため

仕事での信頼獲得のため

転職した、または希望・検討しているため

異動した、または希望・検討しているため

雇用形態が変わった(非正規から正規への変更等)、または変わる予定のため

副業を始めた、または始める予定のため

独立・起業した、またはする予定のため

人脈づくりのため

学位の取得のため

資格の取得のため

学ぶことが好きなため

その他  

<SC7で以下の項目に「1年以内に行った」「1年以内に行っていないが、社会人になっ
てから行ったことがある」と回答した方>にお伺いします。
学習しようと思った理由について、あてはまるものをすべてお答えください。
（いくつでも）
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0 50 100(%)

370



必須設定 回答必須

回答制御 排他カテゴリ「15. 特に阻害するような要因はない」 に該当しない場合はアラートを表示

必須設定 回答必須

入力文字数 100文字まで

必須設定 回答必須

回答者条件 SC10_1 = 「1. 現在の業務に役立つイメージが持てない」

回答制御 SC10_1 = 「1. 現在の業務に役立つイメージが持てない」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 SC10_1 = 「2. 勤務先での昇進や昇給、評価には影響がない」

回答制御 SC10_1 = 「2. 勤務先での昇進や昇給、評価には影響がない」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 SC10_1 = 「3. 自分に欠けている知識・スキルが不明」

回答制御 SC10_1 = 「3. 自分に欠けている知識・スキルが不明」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 SC10_1 = 「4. 今後どのような知識・スキルを身につけるべきか不明」

回答制御 SC10_1 = 「4. 今後どのような知識・スキルを身につけるべきか不明」 に該当しない場合はアラート

を表示

回答者条件 SC10_1 = 「5. 効率的な学び方が分からない」

回答制御 SC10_1 = 「5. 効率的な学び方が分からない」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 SC10_1 = 「6. 参加可能な時間帯に実施されているプログラムが不十分」

回答制御 SC10_1 = 「6. 参加可能な時間帯に実施されているプログラムが不十分」 に該当しない場合はアラ

ートを表示

回答者条件 SC10_1 = 「7. 無料、安価な学びについての情報が得られない」

回答制御 SC10_1 = 「7. 無料、安価な学びについての情報が得られない」 に該当しない場合はアラートを表

示

回答者条件 SC10_1 = 「8. 奨学金や助成金などの情報が得られない」

回答制御 SC10_1 = 「8. 奨学金や助成金などの情報が得られない」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 SC10_1 = 「9. 学習手段が見つからない」

回答制御 SC10_1 = 「9. 学習手段が見つからない」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 SC10_1 = 「10. 家族の理解・協力が得られない」

回答制御 SC10_1 = 「10. 家族の理解・協力が得られない」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 SC10_1 = 「11. 勤務時間外で学習する意欲が持てない・続かない」

回答制御 SC10_1 = 「11. 勤務時間外で学習する意欲が持てない・続かない」 に該当しない場合はアラートを

表示

Page 10

SC10_1

- カテゴリ 14.その他

- カテゴリ 14.その他 の詳細入力 1

SC10_2

- カテゴリ 1.現在の業務に役立つイメージが持てない

- カテゴリ 2.勤務先での昇進や昇給、評価には影響がない

- カテゴリ 3.自分に欠けている知識・スキルが不明

- カテゴリ 4.今後どのような知識・スキルを身につけるべきか不明

- カテゴリ 5.効率的な学び方が分からない

- カテゴリ 6.参加可能な時間帯に実施されているプログラムが不十分

- カテゴリ 7.無料、安価な学びについての情報が得られない

- カテゴリ 8.奨学金や助成金などの情報が得られない

- カテゴリ 9.学習手段が見つからない

- カテゴリ 10.家族の理解・協力が得られない

- カテゴリ 11.勤務時間外で学習する意欲が持てない・続かない

- カテゴリ 12.学習しやすい環境がない(作れない)
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回答者条件 SC10_1 = 「12. 学習しやすい環境がない(作れない)」

回答制御 SC10_1 = 「12. 学習しやすい環境がない(作れない)」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 SC10_1 = 「13. 学んだ成果を数字や資格等で示せない」

回答制御 SC10_1 = 「13. 学んだ成果を数字や資格等で示せない」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 SC10_1 = 「14. その他」

回答制御 SC10_1 = 「14. その他」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 SC10_1 = 「15. 特に阻害するような要因はない」

回答制御 SC10_1 = 「15. 特に阻害するような要因はない」 に該当しない場合はアラートを表示

- カテゴリ 13.学んだ成果を数字や資格等で示せない

- カテゴリ 14.その他

- カテゴリ 15.特に阻害するような要因はない

1 2

あ
た
っ
て
の
阻
害
要
因

学
習
を
開
始
・
継
続
す
る
に

最
も
大
き
な
阻
害
要
因

学
習
の
開
始
・
継
続
に
関
す
る

現在の業務に役立つイメージが持てない

勤務先での昇進や昇給、評価には影響がない

自分に欠けている知識・スキルが不明

今後どのような知識・スキルを身につけるべきか
不明

効率的な学び方が分からない

参加可能な時間帯に実施されているプログラムが
不十分

無料、安価な学びについての情報が得られない

奨学金や助成金などの情報が得られない

学習手段が見つからない

家族の理解・協力が得られない

あなたが学習を開始または継続するにあたって阻害要因となったことは何ですか。
あてはまるものをすべてお答えください。(いくつでも)
また、そのうち学習の開始・継続に関する最も大きな阻害要因を1つお答えください。
さまざまな学習を行っている人は、直近の学習を想定してください。(ひとつだけ)
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勤務時間外で学習する意欲が持てない・続かない

学習しやすい環境がない(作れない)

学んだ成果を数字や資格等で示せない

その他

特に阻害するような要因はない

あ
た
っ
て
の
阻
害
要
因

学
習
を
開
始
・
継
続
す
る
に

最
も
大
き
な
阻
害
要
因

学
習
の
開
始
・
継
続
に
関
す
る

1 2

0 50 100(%)
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必須設定 回答必須

アンケート画面開始

Page 1

Q1

中学校卒

高校卒

専修学校(専門学校含む)卒

短期大学卒

高等専門学校卒

大学卒

修士課程修了

博士課程修了・単位取得退学

その他

0 50 100(%)

あなたの最終学歴(これまでに卒業した学校のなかで、最も教育段階が高いもの)をお答
えください。

社会人等アンケート調査票（本調査）
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必須設定 回答必須

回答者条件 ( ( SC7_1 = 「1. 1年以内に行った」 , 「2. 1年以内に行っていないが、社会人になってから行ったことが

ある」 ) または ( SC7_2 = 「1. 1年以内に行った」 , 「2. 1年以内に行っていないが、社会人になってから

行ったことがある」 ) または ( SC7_3 = 「1. 1年以内に行った」 , 「2. 1年以内に行っていないが、社会人

になってから行ったことがある」 ) または ( SC7_4 = 「1. 1年以内に行った」 , 「2. 1年以内に行っていな

いが、社会人になってから行ったことがある」 ) または ( SC7_5 = 「1. 1年以内に行った」 , 「2. 1年以内

に行っていないが、社会人になってから行ったことがある」 ) または ( SC7_6 = 「1. 1年以内に行った」 ,

「2. 1年以内に行っていないが、社会人になってから行ったことがある」 ) または ( SC7_7 = 「1. 1年以

内に行った」 , 「2. 1年以内に行っていないが、社会人になってから行ったことがある」 ) )

回答制御 排他カテゴリ「13. 効果を実感していない」 に該当しない場合はアラートを表示

必須設定 回答必須

入力文字数 100文字まで

Page 2

Q2

- カテゴリ 12.その他

- カテゴリ 12.その他 の詳細入力 1

昇給・昇格につながった

人事評価の向上につながった

希望の異動や転職につながった

独立・起業につながった

自身の業務の能率や質が向上した

仕事の視野が広がった

自分自身に自信がついた

経験したことのない仕事や挑戦への意欲が湧いた

自身のキャリアビジョンの明瞭化につながった

学ぶことが楽しくなった

仲間ができた、人脈が増えた

その他  

効果を実感していない

0 50 100(%)

「社会人になってからの学習」を過去に行ったことがあると回答した方にお伺いしま
す。
学習を行った結果としてあてはまるものをすべてお答えください。（いくつでも）
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必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

Page 3

Q3_1

Q3_2

Q3_3

Q3_4

Q3_5

Q3_6

Q3_7

Q3_8

Q3_9

何
度
も
あ
る

1
回

数
回
あ
る

全
く
な
い
・
該
当
す
る
も
の
は
な
い

1 昇格試験への合格

2 実力や実績に基づく昇格(例:売上目標を150%達成したことによる昇格)

3 昇給(勤務年数に基づく、自動的/半自動的な昇給を除く)

4 人事評価の向上

5 同じ職種での人事異動

6 異なる職種への人事異動

7 副業の実施

キャリアに関する以下の項目について、社会人になってからのあなたの状況として最も
あてはまるものをお答えください。
ご職業が自営業等の方で、該当する体験をお持ちでない場合は、選択肢「全くない・該
当するものはない」を選択してください。(それぞれひとつずつ)
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8 同じ職種での転職

9 異なる職種への転職

0 50 100(%)
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必須設定 回答必須

回答制御 排他カテゴリ「10. キャリアビジョンはない」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 SC3 = 「5. 嘱託社員・契約社員・派遣社員・パート・アルバイト」

必須設定 回答必須

入力文字数 100文字まで

必須設定 回答必須

回答者条件 Q4_1 = 「1. 現在取り組んでいる業務で更に活躍している」

回答制御 Q4_1 = 「1. 現在取り組んでいる業務で更に活躍している」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 Q4_1 = 「2. 社内で異動して新しい業務に取り組んでいる」

回答制御 Q4_1 = 「2. 社内で異動して新しい業務に取り組んでいる」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 Q4_1 = 「3. マネジメント職に就いている」

回答制御 Q4_1 = 「3. マネジメント職に就いている」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 Q4_1 = 「4. 副業を実施している」

回答制御 Q4_1 = 「4. 副業を実施している」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 Q4_1 = 「5. 転職している」

回答制御 Q4_1 = 「5. 転職している」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 Q4_1 = 「6. フリーランスになっている」

回答制御 Q4_1 = 「6. フリーランスになっている」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 Q4_1 = 「7. 独立・起業している」

回答制御 Q4_1 = 「7. 独立・起業している」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 SC3 = 「5. 嘱託社員・契約社員・派遣社員・パート・アルバイト」 かつ Q4_1 = 「8. 正社員になってい

る」

回答制御 SC3 = 「5. 嘱託社員・契約社員・派遣社員・パート・アルバイト」 かつ Q4_1 = 「8. 正社員になってい

る」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 Q4_1 = 「9. その他」

回答制御 Q4_1 = 「9. その他」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 Q4_1 = 「10. キャリアビジョンはない」

回答制御 Q4_1 = 「10. キャリアビジョンはない」 に該当しない場合はアラートを表示

Page 4

Q4_1

- カテゴリ 8.正社員になっている

- カテゴリ 9.その他

- カテゴリ 9.その他 の詳細入力 1

Q4_2

- カテゴリ 1.現在取り組んでいる業務で更に活躍している

- カテゴリ 2.社内で異動して新しい業務に取り組んでいる

- カテゴリ 3.マネジメント職に就いている

- カテゴリ 4.副業を実施している

- カテゴリ 5.転職している

- カテゴリ 6.フリーランスになっている

- カテゴリ 7.独立・起業している

- カテゴリ 8.正社員になっている

- カテゴリ 9.その他

- カテゴリ 10.キャリアビジョンはない
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1 2

あ
て
は
ま
る
も
の

最
も
あ
て
は
ま
る
も
の

現在取り組んでいる業務で更に活躍して
いる

社内で異動して新しい業務に取り組んで
いる

マネジメント職に就いている

副業を実施している

転職している

フリーランスになっている

独立・起業している

正社員になっている

その他

キャリアビジョンはない

0 50 100(%)

5年後のあなたのキャリアについて、可能性があるものをすべてお答えください。
(いくつでも)
また、最も可能性が高いものを1つお答えください。(ひとつだけ)
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必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

Page 5

Q5_1

Q5_2

Q5_3

Q5_4

Q5_5

Q5_6

Q5_7

積
極
的
に
参
加
し
て
い
る
も
の
が
あ
る

と
き
ど
き
参
加
し
て
い
る
も
の
が
あ
る

現
在
は
所
属
/
参
加
し
て
い
な
い

過
去
に
参
加
し
て
い
た
も
の
が
あ
る

参
加
し
て
い
る
も
の
は
な
い

1
社内の有志コミュニティ
(例:特定テーマの勉強会、スキルシェア会、ネットワーキングコミュニティ
等)

2
社外の有志コミュニティ
(例:特定テーマの勉強会、スキルシェア会、ネットワーキングコミュニティ
等)

3 副業先のコミュニティ

4 大学等の教育機関でのコミュニティ(例:同じ授業の受講者)

5 教育サービス提供者が主催する教育講座でのコミュニティ
(例:資格対策講座で一緒になった受講者等)

6 学生時代の同期会、同窓会等

7 趣味や余暇のコミュニティ(例:ゴルフ仲間等)

学びや発見、交流に関わる以下のコミュニティについて、社会人になってからのあなた
の状況に最もあてはまるものをお答えください。
(それぞれひとつずつ)
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0 50 100(%)

381



必須設定 回答必須

回答制御 排他カテゴリ「16. あてはまるものはない」 に該当しない場合はアラートを表示

必須設定 回答必須

入力文字数 100文字まで

必須設定 回答必須

回答制御 排他カテゴリ「16. あてはまるものはない」 に該当しない場合はアラートを表示

必須設定 回答必須

入力文字数 100文字まで

必須設定 回答必須

回答制御 排他カテゴリ「16. あてはまるものはない」 に該当しない場合はアラートを表示

必須設定 回答必須

入力文字数 100文字まで

Page 6

Q6_1

- カテゴリ 15.その他

- カテゴリ 15.その他 の詳細入力 1

Q6_2

- カテゴリ 15.その他

- カテゴリ 15.その他 の詳細入力 1

Q6_3

- カテゴリ 15.その他

- カテゴリ 15.その他 の詳細入力 1

1 2 3

あ
た
っ
て
必
要
な
も
の

自
身
が
現
在
の
業
務
を
実
施
す
る
に

向
上
で
き
た
と
考
え
る
も
の

社
会
人
に
な
っ
て
か
ら
の
学
習
を
通
じ
て

向
上
さ
せ
た
い
も
の

自
身
が
課
題
だ
と
思
っ
て
お
り

マネジメント・リーダーシップ

対人スキル・コミュニケーション

デザインシンキング

以下の観点それぞれについて、あなたのお考えにあてはまるものをすべてお答えくださ
い。(それぞれいくつでも)
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論理的思考力

問題設定力・問題解決力

事業構想力

財務・経理

法務関連

統計・AI/データサイエンス

IT・デジタルリテラシー・スキル

IT系以外の技術・研究開発系の知識等

語学

人文社会系の知識(例:政治・経済・社会・歴
史)

広報・マーケティング

その他

あてはまるものはない

あ
た
っ
て
必
要
な
も
の

自
身
が
現
在
の
業
務
を
実
施
す
る
に

向
上
で
き
た
と
考
え
る
も
の

社
会
人
に
な
っ
て
か
ら
の
学
習
を
通
じ
て

向
上
さ
せ
た
い
も
の

自
身
が
課
題
だ
と
思
っ
て
お
り

1 2 3

0 50 100(%)

383



必須設定 回答必須

回答者条件 SC7_1 = 「1. 1年以内に行った」 , 「2. 1年以内に行っていないが、社会人になってから行ったことがあ

る」

回答制御 排他カテゴリ「16. 企業先が提供する研修で向上したものはない」 に該当しない場合はアラートを表示

必須設定 回答必須

入力文字数 100文字まで

Page 7

Q7

- カテゴリ 15.その他

- カテゴリ 15.その他 の詳細入力 1

マネジメント・リーダーシップ

対人スキル・コミュニケーション

デザインシンキング

論理的思考力

問題設定力・問題解決力

事業構想力

財務・経理

法務関連

統計・AI/データサイエンス

IT・デジタルリテラシー・スキル

IT系以外の技術・研究開発系の知識等

語学

人文社会系の知識(例:政治・経済・社会・歴史)

広報・マーケティング

その他

企業先が提供する研修で向上したものはない

0 50 100(%)

勤務先が提供する研修を受けたことがある方にお伺いします。
勤務先が提供する研修を受けて向上したと思うものについて、あてはまるものをすべて
お答えください。（いくつでも）
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必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

Page 8

Q8_1

Q8_2

Q8_3

Q8_4

Q8_5

Q8_6

Q8_7

Q8_8

Q8_9

Q8_10

Q8_11

実
務
経
験
が
あ
る

内
容
を
理
解
し
て
お
り

実
務
経
験
は
な
い

内
容
を
理
解
し
て
い
る
が

あ
ま
り
理
解
し
て
い
な
い

殆
ど
理
解
し
て
い
な
い

聞
い
た
こ
と
が
な
い

1 SDGsまたはESGまたはGX

2 DX

3 AI・データサイエンス(Chat GPTを含む)

4 健康経営

5 人的資本経営

6 サイバーセキュリティ

7 業務の効率化・高度化に向けたICT活用・機器導入

8 シミュレーション・モデルベース開発等の新たな研究開発手法の導
入

以下に示す事業領域やビジネステーマの概要について、あなたの状況に最もあてはまる
ものをお答えください。(それぞれひとつずつ)
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9 生産管理システム・ロジスティクス管理の高度化・自律化

10 生産プロセスに抜本的な変化をもたらす新技術導入

11 就業者の多様化に配慮した就労環境整備の推進

実
務
経
験
が
あ
る

内
容
を
理
解
し
て
お
り

実
務
経
験
は
な
い

内
容
を
理
解
し
て
い
る
が

あ
ま
り
理
解
し
て
い
な
い

殆
ど
理
解
し
て
い
な
い

聞
い
た
こ
と
が
な
い

0 50 100(%)
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必須設定 回答必須

回答制御 排他カテゴリ「3. 成果や成功が得られたものはない」 に該当しない場合はアラートを表示

必須設定 回答必須

回答制御 排他カテゴリ「3. 成果や成功が得られたものはない」 に該当しない場合はアラートを表示

必須設定 回答必須

回答制御 排他カテゴリ「3. 成果や成功が得られたものはない」 に該当しない場合はアラートを表示

必須設定 回答必須

回答制御 排他カテゴリ「3. 成果や成功が得られたものはない」 に該当しない場合はアラートを表示

必須設定 回答必須

回答制御 排他カテゴリ「3. 成果や成功が得られたものはない」 に該当しない場合はアラートを表示

Page 9

Q9_1

Q9_2

Q9_3

Q9_4

Q9_5

例
:

定
期
試
験

入
学
試
験

研
究
な
ど

勉
強
に
関
す
る
こ
と

例
:

部
活
動
な
ど

勉
強
以
外
の
体
験
活
動

成
果
や
成
功
が
得
ら
れ
た
も
の
は
な
い

1 小学生

2 中学生～高校生

3 大学生

4 大学院生(修士課程、博士課程)

あなたはこれまでに人生で実施した学習に対して、成果や成功が得られたと感じたこと
がありますか。
時期別にあてはまるものをすべてお答えください。
なお、ここでの「学習」にはあなたが社会人になる以前の学習(例:小中高大学での授
業、定期試験勉強、入学試験勉強など)も含みます。(それぞれいくつでも)
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5 社会人

0 50 100(%)

388



必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

Page 10

Q10_1

Q10_2

役
に
立
つ
と
思
う

や
や
役
に
立
つ
と
思
う

あ
ま
り
役
に
立
つ
と
思
わ
な
い

役
に
立
つ
と
思
わ
な
い

1 業務に関わる学習

2 業務には直接的に関わらない学習

0 50 100(%)

あなたが何かを学習する機会があった場合に、学習することが役に立つと思いますか。
あなたのお考えに最もあてはまるものをお答えください。
(それぞれひとつずつ)
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必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

Page 11

Q11_1

Q11_2

Q11_3

Q11_4

取
得
し
た
資
格
等
が
複
数
種
類
以
上
あ
る

取
得
し
た
資
格
等
が
1
種
類
あ
る

資
格
等
取
得
を
試
み
た
が

取
得
で
き
な
か
っ
た

資
格
等
取
得
は
試
み
た
こ
と
は
な
い

1 学位(学士号/修士号/博士号)

2 国家資格(国家資格の受験資格を含む)

3 職業に関係がある民間の資格等

4 職業に関係がない民間の資格等

0 50 100(%)

以下の資格等について、社会人になってからのあなたの取得状況に最もあてはまるもの
をお答えください。(それぞれひとつずつ)
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必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

Page 12

Q12_1

Q12_2

Q12_3

現
在

取
得
予
定
が
あ
る

取
得
す
る

取
得
し
た
い
資
格
等
が
あ
れ
ば

取
得
を
考
え
る

取
得
し
た
い
資
格
等
が
あ
れ
ば

取
得
は
し
な
い

1 学位(学士号/修士号/博士号)

2 国家資格(国家資格の受験資格を含む)

3 民間資格等

0 50 100(%)

あなたの資格等の取得に対する今後のお考えについて、最もあてはまるものをお答えく
ださい。(それぞれひとつずつ)
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必須設定 回答必須

回答制御 排他カテゴリ「8. あてはまるものはない」 に該当しない場合はアラートを表示

Page 13

Q13

新聞を定期購読している

ビジネス誌やビジネス関連のネットニュース、メルマガ等を定期購読している

専門書、学術論文を読む

業務に関連した情報をSNSから収集している

業務に関連して未知の情報が出てきたら、書籍やネット等で調べる

業務に関連して未知の情報が出てきたら、同僚に聞く

業務に関連して未知の情報が出てきたら、有識者に聞く

あてはまるものはない

0 50 100(%)

あなたが日常的に行っていることをすべてお答えください。
学校や民間の教育サービスの講座を受ける以外の活動について回答してください。
（いくつでも）
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必須設定 回答必須

Page 14

Q14

大変満足している

まあ満足している

あまり満足していない

満足していない

0 50 100(%)

あなたは現在の仕事や職場に満足していますか。
最もあてはまるものをお答えください。
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必須設定 回答必須

Page 15

Q15

そう思う

どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない

そう思わない

0 50 100(%)

あなたは5年後も現在勤務している会社・団体に勤務していると思いますか。
最もあてはまるものをお答えください。
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必須設定 回答必須

Page 16

Q16

大変公平である

まあ公平である

あまり公平ではない

公平ではない

0 50 100(%)

あなたは現在の勤務先の人事評価制度に対し、公平であると感じていますか。
最もあてはまるものをお答えください。
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必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

Page 17

Q17_1

Q17_2

Q17_3

大
変
満
足
し
て
い
る

ま
あ
満
足
し
て
い
る

あ
ま
り
満
足
し
て
い
な
い

満
足
し
て
い
な
い

1 学習機会の質

2 学習機会の内容

3 学習機会の量

0 50 100(%)

あなたの勤務先が提供する研修や学習機会に対し、どのように感じていますか。
最もあてはまるものをお答えください。(それぞれひとつずつ)
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回答者条件 ( ( SC7_3 = 「1. 1年以内に行った」 , 「2. 1年以内に行っていないが、社会人になってから行ったことが

ある」 ) または ( SC7_4 = 「1. 1年以内に行った」 , 「2. 1年以内に行っていないが、社会人になってから

行ったことがある」 ) または ( SC7_5 = 「1. 1年以内に行った」 , 「2. 1年以内に行っていないが、社会人

になってから行ったことがある」 ) )

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須
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Group

Q18_1

Q18_2

Q18_3

Q18_4

Q18_5

Q18_6

Q18_7

Q18_8

1
年
以
内
に
受
講
し
た

社
会
人
に
な
っ
て
か
ら
受
講
し
た
こ
と
が
あ
る

1
年
以
内
に
受
講
し
て
い
な
い
が

社
会
人
に
な
っ
て
か
ら
受
講
し
た
こ
と
が
な
い

1 ビジネス系

2 人文科学系(文学、哲学、語学、等)

3 社会科学系(経済学、心理学、政治学、等)

社会人になってから実施した大学または大学院での学習についてお伺いします。
それぞれの分野のプログラムの受講経験をお答えください。
単発の講座も含めます。(それぞれひとつずつ)
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4 教育

5 福祉・健康

6 看護・医学・栄養・家政・生活関連

7 理工・情報・IT系

8 農学・獣医学

0 50 100(%)
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必須設定 回答必須

回答者条件 ( ( SC7_3 = 「1. 1年以内に行った」 , 「2. 1年以内に行っていないが、社会人になってから行ったことが

ある」 ) または ( SC7_4 = 「1. 1年以内に行った」 , 「2. 1年以内に行っていないが、社会人になってから

行ったことがある」 ) または ( SC7_5 = 「1. 1年以内に行った」 , 「2. 1年以内に行っていないが、社会人

になってから行ったことがある」 ) )

回答制御 排他カテゴリ「11. 民間の教育プログラムは受講したことがない」「12. 民間の方が全てにおいて優れてい

る」 に該当しない場合はアラートを表示

必須設定 回答必須

入力文字数 100文字まで

Page 19

Q19

- カテゴリ 10.その他

- カテゴリ 10.その他 の詳細入力 1

講師の専門知識のレベルが高い

講師の説明が分かりやすい

カリキュラムがしっかりしている

学習支援策が豊富

費用が安価

場所や時間の面で利用しやすい

多様な人と一緒に学べる

図書館や自習室等の施設が充実している

卒業生を対象とした優遇施策がある

その他

民間の教育プログラムは受講したことがない

民間の方が全てにおいて優れている

0 50 100(%)

大学または大学院での学習についてお伺いします。
民間教育事業者が提供するプログラムより優れていると感じた点をすべてお答えくださ
い。（いくつでも）
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必須設定 回答必須

回答制御 排他カテゴリ「10. どのような場合でも学習意欲は高まらない」 に該当しない場合はアラートを表示

必須設定 回答必須

入力文字数 100文字まで

必須設定 回答必須

回答者条件 Q20_1 = 「1. 学習効果を可視化(数値や資格で示す)してくれる」

回答制御 Q20_1 = 「1. 学習効果を可視化(数値や資格で示す)してくれる」 に該当しない場合はアラートを表

示

回答者条件 Q20_1 = 「2. 伸ばすべきスキルを教えてくれる」

回答制御 Q20_1 = 「2. 伸ばすべきスキルを教えてくれる」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 Q20_1 = 「3. 自分に合った学習内容をおすすめしてくれる」

回答制御 Q20_1 = 「3. 自分に合った学習内容をおすすめしてくれる」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 Q20_1 = 「4. 自分に合った学習方法をおすすめしてくれる」

回答制御 Q20_1 = 「4. 自分に合った学習方法をおすすめしてくれる」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 Q20_1 = 「5. 自分がもらえる補助金の情報を提供してくれる」

回答制御 Q20_1 = 「5. 自分がもらえる補助金の情報を提供してくれる」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 Q20_1 = 「6. 異業種交流会を提供してくれる」

回答制御 Q20_1 = 「6. 異業種交流会を提供してくれる」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 Q20_1 = 「7. 同僚とのコミュニティ(励まし合い・切磋琢磨の機会)を提供してくれる」

回答制御 Q20_1 = 「7. 同僚とのコミュニティ(励まし合い・切磋琢磨の機会)を提供してくれる」 に該当しない場

合はアラートを表示

回答者条件 Q20_1 = 「8. 出身大学の人とのコミュニティ(励まし合い・切磋琢磨の機会)を提供してくれる」

回答制御 Q20_1 = 「8. 出身大学の人とのコミュニティ(励まし合い・切磋琢磨の機会)を提供してくれる」 に該

当しない場合はアラートを表示

回答者条件 Q20_1 = 「9. その他」

回答制御 Q20_1 = 「9. その他」 に該当しない場合はアラートを表示

回答者条件 Q20_1 = 「10. どのような場合でも学習意欲は高まらない」

回答制御 Q20_1 = 「10. どのような場合でも学習意欲は高まらない」 に該当しない場合はアラートを表示

Page 20

Q20_1

- カテゴリ 9.その他

- カテゴリ 9.その他 の詳細入力 1

Q20_2

- カテゴリ 1.学習効果を可視化(数値や資格で示す)してくれる

- カテゴリ 2.伸ばすべきスキルを教えてくれる

- カテゴリ 3.自分に合った学習内容をおすすめしてくれる

- カテゴリ 4.自分に合った学習方法をおすすめしてくれる

- カテゴリ 5.自分がもらえる補助金の情報を提供してくれる

- カテゴリ 6.異業種交流会を提供してくれる

- カテゴリ 7.同僚とのコミュニティ(励まし合い・切磋琢磨の機会)を提供してくれる

- カテゴリ 8.出身大学の人とのコミュニティ(励まし合い・切磋琢磨の機会)を提供してくれる

- カテゴリ 9.その他

- カテゴリ 10.どのような場合でも学習意欲は高まらない

以下のリカレント支援策のうち、あると学習意欲が高まる支援やサービスをすべてお答
えください。(いくつでも)
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1 2

支
援
・
サ
｜
ビ
ス

学
習
意
欲
が
高
ま
る

支
援
・
サ
｜
ビ
ス

最
も
学
習
意
欲
が
高
ま
る

学習効果を可視化(数値や資格で示す)してくれる

伸ばすべきスキルを教えてくれる

自分に合った学習内容をおすすめしてくれる

自分に合った学習方法をおすすめしてくれる

自分がもらえる補助金の情報を提供してくれる

異業種交流会を提供してくれる

同僚とのコミュニティ(励まし合い・切磋琢磨の機会)を提供してくれる

出身大学の人とのコミュニティ(励まし合い・切磋琢磨の機会)を提供してく
れる

その他

どのような場合でも学習意欲は高まらない

支
援
・
サ
｜
ビ
ス

学
習
意
欲
が
高
ま
る

支
援
・
サ
｜
ビ
ス

最
も
学
習
意
欲
が
高
ま
る

1 2

0 50 100(%)

また、そのうち最も学習意欲が高まる支援やサービスを1つお答えください。
いずれも費用はかからないとします。(ひとつだけ)
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必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

Page 21

Q21_1

Q21_2

そ
う
思
う

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
そ
う
思
う

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
そ
う
思
わ
な
い

そ
う
思
わ
な
い

1 勤務先に学びを奨励する制度・環境がある

2 同僚の間で切磋琢磨し、学び合う雰囲気があ
る

0 50 100(%)

あなたの勤務先は、従業員の学びを奨励する環境がありますか。
また、同僚の間では切磋琢磨し、学び合う雰囲気がありますか。
最もあてはまるものをお答えください。(それぞれひとつずつ)
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回答者条件 ( ( SC7_1 = 「1. 1年以内に行った」 , 「2. 1年以内に行っていないが、社会人になってから行ったことが

ある」 ) または ( SC7_2 = 「1. 1年以内に行った」 , 「2. 1年以内に行っていないが、社会人になってから

行ったことがある」 ) または ( SC7_3 = 「1. 1年以内に行った」 , 「2. 1年以内に行っていないが、社会人

になってから行ったことがある」 ) または ( SC7_4 = 「1. 1年以内に行った」 , 「2. 1年以内に行っていな

いが、社会人になってから行ったことがある」 ) または ( SC7_5 = 「1. 1年以内に行った」 , 「2. 1年以内

に行っていないが、社会人になってから行ったことがある」 ) または ( SC7_6 = 「1. 1年以内に行った」 ,

「2. 1年以内に行っていないが、社会人になってから行ったことがある」 ) または ( SC7_7 = 「1. 1年以

内に行った」 , 「2. 1年以内に行っていないが、社会人になってから行ったことがある」 ) )

必須設定 回答必須

必須設定 回答必須

Page 22

Group

Q22_1

Q22_2

利
用
し
た
こ
と
が
あ
る

利
用
で
き
る
支
援
制
度
の
存
在
は
知
っ
て
い
る

利
用
し
て
い
な
い
が

自
分
が
利
用
で
き
る
支
援
制
度
は
存
在
し
な
い

支
援
制
度
の
有
無
を
知
ら
な
い

1 国や自治体による支援制度

2 勤務先による支援制度

0 50 100(%)

あなたは学習をするにあたり、金銭的な支援制度を利用しましたか。
最もあてはまるものをお答えください。(それぞれひとつずつ)
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No. 回答者 大項目 中項目 質問文 選択肢 回答形式

SC1
★

全員 個人属性 勤務形態
あなたの現在の状況について当てはまるものをお答えください。
（全回答）

1.正規の職員・従業員
2.契約社員
3.パート・アルバイト
4.嘱託、その他非正規の職員・従業員
5.派遣社員
6.会社等の役員
7.自営業主・家族従業員
8.学生
9.専業主婦・専業主夫
10.無職
11.その他

→1.はSC2へ
→2.以降は調査
終了

SC2
★

SC1=1 企業属性 業種
あなたの現在の勤務先の業種についてお答えください。
（SC1で1.を選択した回答者）

1.農業、林業
2.漁業
3.鉱業、採⽯業、砂利採取業
4.建設業
5.製造業
6.電気・ガス・熱供給・水道業
7.情報通信業
8.運輸業、輸送業
9.卸売業、小売業
10.⾦融業、保険業
11.不動産業、物品賃貸業
12.学術研究、専門・技術サービス業
13.宿泊業、飲食サービス業
14.生活関連サービス業、娯楽業
15.教育、学習支援業
16.医療、福祉
17.複合サービス事業
18.サービス業（他に分類されないもの）
19.公務（他に分類されるものを除く）
20.上記で分類不能の産業

3~18はSC3へ

1,2,19,20は調
査終了

製造業、非製造
業で割付

SC3
★

SC1=1 企業属性 従業員規模

あなたの勤務先の従業員数をお答えください。
※従業員数は正規雇用（正社員、正規職員）の人数でお答えくだ
さい。

1.5人未満
2.5~29人
3.30~49人
4.50~99人
5.100~299人
6.300~499人
7.500~999人
8.1,000人〜4,999人
9.5000人以上
10.わからない

→１と２（29人
以下）、10は調
査終了

3~9はSC4へ

SC4
★

SC1=1 個人属性 所属部門・従事業務

あなたの現在の勤務先での所属部門・従事業務は、次のどれにあたり
ますか。
※複数当てはまる場合は、主に従事している仕事でお答えください。

1.経営企画
2.財務経理
3.法務・特許・知財
4.人事労務
5.総務・庶務
6.広報
7.研究開発
8.社内情報システム・IT（ヘルプデスク等社内向け）
9.上記以外の事務集中部門
10.その他

→４は本調査へ
→1～3、5～10
はQ5へ

SC5★ SC1=1 個人属性 従事業務
現在の勤務先で、あなたは教育訓練、自己啓発、研修等の育成
に関する業務に関わっていますか。

１．はい
２．いいえ

⇒１は本調査へ
→２は調査終了

企業調査 アンケート調査票 スクリーニング（SC）調査

1

企業等アンケート調査票
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No. 回答者 大項目 中項目 質問文 選択肢 回答形式

Q1 全員 個人属性 勤務年数（人事での勤務年
数）

あなたの現在の勤務先での人事業務（または人材育成関連の業務）に携
わってきた年数をお答えください。

１．1年未満
２．1年以上3年未満
３．3年以上5年未満
４．5年以上10年未満
５．10年以上20年未満
６．20年以上30年未満
７．30年以上

SA

Q2 全員 個人属性 人事部門における担当業
務

あなたの現在の勤務先での人事部門における業務（または人材育成関
連の業務）について、あてはまるものをすべてお答えください。

１．採用、配置、異動、昇進、退職に関する業務
２．教育訓練、自己啓発、研修等の育成に関する業務
３．給与関係の業務
４．労働条件（労働時間・休暇等）に関する業務
5. 福利厚生（社会保険・年金含む）に関する業務
6. その他

MA

Q3 全員 企業属性 内資系・外資系 あなたの現在の勤務先は内資系企業、外資系企業のどちらに該当しま
すか。

※【外資系企業】は以下に該当する企業

➀外国投資家が、株式又は持分の３分の１超を所有している企業であって、外国

側筆頭出資者の出資比率が１０％以上である企業
②外国投資家が株式又は持分の３分の１超を所有している国内法人が出資する
企業であって、外国投資家の直接出資比率及び間接出資比率の合計が、当該企
業の株式又は持分の３分の１超となり、かつ、外国側筆頭出資者の出資比率が１
０％以上である企業

1.内資系
2.外資系
3.その他(FA)

SA

Q4 全員 企業属性 事業方針 あなたの現在の勤務先の事業方針は選択肢のいずれに最も近いです
か。あてはまるもの１つをお答えください。

１．どちらかというと新規事業の開拓を重視している
２．どちらかというと既存事業の維持・拡大を重視している
３．新規事業の開拓・重視、既存事業の維持・拡大のいずれも重視してい
る
４．その他（ ）
５．わからない

SA

Q5 全員 企業属性 キャリア自律に対する方針 あなたの現在の勤務先において、社員の「キャリア自律」を推進していま
すか。あてはまるものをお答えください。

※ここで、「キャリア自律」とは、自分のキャリア形成を企業に委ねるの
ではなく、個人が自分のキャリアに興味を持ち、自律的にキャリア開発
を行っていくこと

1．推進している
２．やや推進している
３．あまり推進していない
４．推進していない
５．わからない

SA

Q6 全員 企業属性 経営戦略と人材戦略の連
動の状況

あなたの現在の勤務先における、経営戦略と人材戦略の連動の状況（1
～３）について、それそれ選択ください。

１．ビジネスモデルもしくは経営戦略と連動して人材戦略を策定してい
る
２．経営戦略の目標を達成する上で重要となる人材アジェンダ（人材に
関連して議論・検討が必要な事項）を特定している
３．人材アジェンダについて、明確な目標や指標を設定している

１．あてはまる
２．まあまああてはまる
３．どちらともいえない
４．あまりあてはまらない
５．あてはまらない

マトリクス
SA

Q7 全員 企業属性 今後の人材要件の変化の
有無

あなたの現在の勤務先では、直近5年で、必要な人材の質（スキル、知
識、技術等）に変化が生じていると思いますか。

１．変化している
２．少し変化している
３．どちらともいえない
4.あまり変化していない
５．変化していない
６．その他（FA）

SA

Q8 全員 取組状況の把握 今後必要と考える人材の
確保のための方針

あなたの現在の勤務先において、今後必要と考える人材確保（採用、育
成）の方針として最もあてはまるものをお答えください。

※その他が複数ある場合は、最も代表的なものを回答ください

【人材】
１．高い専門性を持つ人材
２．事業環境変化に強い人材
３．事業やキャリアを自ら切り拓く人材
４．DX推進人材
５．グローバル人材
６．その他（FA)

１．外部からの採用を中心に確保する
２．主に社内の人材を育成することで確保する
３．外部からの採用と社内育成を並行して行う
４．その他(FA）
５．当該人材は必要ではない
６．わからない

マトリクス
SA

Q9 全員 取組状況の把握 今後必要と考える知識・ス
キルの明確化

あなたの現在の勤務先において、今後必要と考える知識・スキル（人材
育成・能力開発により社員に習得させたいスキル）が明確に示されてい
ますか。

１．トップメッセージまたは人事等から示している
２．人事評価・人事考課の項目として取り入れている
３．等級制度の項目として取り入れている
４．人事評価等の面談において、上長から示している
５．その他（FA）
６．明確には示していない

MA

Q10 必要とす
るスキル
を明確化
している
と回答し
た回答者
（Q9で６
以外を選
択）

取組状況の把握 今後必要と考える知識・ス
キル

あなたの現在の勤務先において、今後必要と考える知識・スキル（人材
育成・能力開発により社員に習得させたいスキル）に該当するものをす
べてお答えください。

1.マネジメント・リーダーシップ
2.対人スキル・コミュニケーション
3.デザインシンキング
4.論理的思考力
５.問題設定力・問題解決力
６．事業構想力
７.財務・経理
８.法務関連
９.統計・AI/データサイエンス
１０.語学
１１.人文社会系の知識（例：政治・経済・社会・歴史）
１２．IT・デジタルリテラシー・スキル
１３．IT系以外の技術・研究開発系の知識等
１４．マーケティング
１５．その他（FA）
１６．わからない

MA

企業調査 アンケート調査票

本調査における「人材育成・能力開発」とは

• 主に企業主導により、従業員の新たなスキルや知識、技術を獲得させることを指し、企業および従業員の更なる成⻑を目指すもの。
企業が指示・推奨しているものだけでなく、従業員個人の意思で行っているものも含む
（ただし、現在や今後希望する業務に関連性のあるものに限り、趣味的学びは除く）。
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No. 回答者 大項目 中項目 質問文 選択肢 回答形式

Q11 前問で必
要と選択
した選択
肢につい
て回答

取組状況の把握 今後必要と考える知識・ス
キルの充足状況

前の設問で選択した、今後必要と考える知識・スキル(人材育成・能力開
発により社員に習得させたいスキル)を、その知識・スキルを習得させた
い／習得させるべきとみなされている対象社員は十分に習得できてい
ると思いますか。スキルごとに回答ください。

1.マネジメント・リーダーシップ
2.対人スキル・コミュニケーション
3.デザインシンキング
4.論理的思考力
５.問題設定力・問題解決力
６．事業構想力
７.財務・経理
８.法務関連
９.統計・AI/データサイエンス
１０.語学
１１.人文社会系の知識（例：政治・経済・社会・歴史）
１２．IT・デジタルリテラシー・スキル
１３．IT系以外の技術・研究開発系の知識等
１４．マーケティング

1.十分だと考えている
２．まあ十分だと考えている
３．どちらともいえない
４．やや不十分だと考えている
５．不十分と考えている
６．わからない

マトリクス
SA

Q12 全員 取組状況の把握 人材育成、能力開発に対す
る必要性

あなたの現在の勤務先において、社員の「人材育成・能力開発」の推進
に取り組む必要性について、最も近いものを１つお答えください。
※「人材育成・能力開発」の定義を再掲

１．必要と考えている
２．やや必要
３．あまり必要でない
４．必要でない

SA

Q13 Q12で
１．～３．
と回答し
たものの
み

取組状況の把握 人材育成・能力開発に対す
る考え方

あなたの現在の勤務先における「人材育成・能力開発」に対する考え方
について以下のA,Bどちらの考え方に近いか回答してください。
※トップからのメッセージまたは人事として取り組んでおられる取組の
目的等から選択ください。

A)企業主導で、社員のスキル等の習得を促進
B)従業員の自主的な学びやスキル習得を促進

１．Aに近い
２．どちらかといえばAに近い
３．どちらかといえばBに近い
４．Bに近い

SA

Q14 Q12で
１．～３．
と回答し
たものの
み

取組状況の把握 人材育成・能力開発の方
針・目標の明確化（経営
トップのメッセージ発信）

あなたの現在の勤務先における人材育成・能力開発に関する方針・目標
の明確化の状況について回答ください。

１．経営トップが人材育成・能力開発の推進のメッセージを発信している
２．目指すべき明確な目標やそれを表す指標を設定している
３．目標達成の期限を設定している

１．既に取り組んでいる
２．現在は取り組んでいないが今後取り組む予定である
３．現在取り組むことを検討している
４．今後も取り組む予定はない

マトリクス
SA

Q15 Q12で
１．～３．
と回答し
たものの
み

取組状況の把握 人材育成・能力開発に関す
る支援等の取組の実施状
況(企業主体の取組）

あなたの勤め先における、人材育成・能力開発に関する取組について、
該当するものについてお答えください。該当するものについて選択くだ
さい。 【正規雇用者】【非正規雇用者】別に回答ください。
【正規雇用者】【非正規雇用者】

※人材育成・能力開発の実施を後押しする取組、意欲をわかせる・向上
させる取組については別の設問でお伺いします。
※１．~６．の選択肢以外の取組を行っている場合は、代表的な取組（複
数記入でも）の自由記入をお願いします。
※「非正規雇用者」にはアルバイト等の非常勤は含まない。

1.社内での人材育成・能力開発の研修の実施
２．社外の人材育成・能力開発の研修等への派遣
３．外部の人材育成・能力開発のプログラム等の活用（e-learning等）
４．外部機関等との連携等によるプログラム開発
５．大学等の履修証明プログラム、科目等履修への派遣
６．大学・大学院，専門・各種学校等への進学など，期間の長いプログラ
ム等への派遣
７．その他（FA)

【正規雇用者】
１．既に取り組んでいる
２．現在は取り組んでいないが今後取り組む予定である
３．現在取り組むことを検討している
４．今後も取り組む予定はない

【非正規雇用者】
１．既に取り組んでいる
２．現在は取り組んでいないが今後取り組む予定である
３．現在取り組むことを検討している
４．今後も取り組む予定はない
５．非正規労働者は雇用していない

マトリクス
SA

Q16 Q12で
１．～３．
と回答し
たものの
み

取組状況の把握 取組の対象 あなたの勤め先における、人材育成・能力開発に関する取組の対象に該
当するものについて、正規雇用者、非正規雇用者のそれぞれについてお
答えください。

【正規雇用者】
【非正規雇用者】

【正規雇用者】
1.基本は全社員を対象としている
２．特定の部門の社員または特定の職種のみを対象としている
３．必要とするスキルレベルに達していない社員を対象としている
４．選抜された社員を対象としている
５．新人・新入社員のみを対象としている
６．特定の年代の社員を対象としている
７．従業員の自主的な能力開発を支援対象としている
８．その他（FA)
９．取組の対象としていない

【非正規雇用者】
1.基本は全社員を対象としている
２．特定の部門の社員または特定の職種のみを対象としている
３．必要とするスキルレベルに達していない社員を対象としている
４．選抜された社員を対象としている
５．新人・新入社員のみを対象としている
６．特定の年代の社員を対象としている
７．従業員の自主的な能力開発を支援対象としている
８．その他（FA)
９．取組の対象としていない
１０．非正規労働者は雇用していない（Q15で5．を選択した場合、１６－
２を表示しないため、１０．の選択肢はなし）

マトリクス
MA

Q17 Q12で
１．～３．
と回答し
たものの
み

取組状況の把握 人材育成・能力開発に関す
る支援等の取組の実施状
況【人材育成・能力開発の
実施を後押しする取組】

※以降の設問では、正規雇用者について、回答ください。
あなたの勤め先における、正規雇用者に対する人材育成・能力開発の実
施を後押しする取組について、該当するものを選択ください。

※人材育成・能力開発の意欲をわかせる・向上させる取組については別
の設問でお伺いします。
※１．~４．の選択肢以外の取組を行っている場合は、代表的な取組（複
数記入でも）の自由記入をお願いします。

１．自己啓発費の補助
２．資格取得支援（受験料等の支援）
３．時間面での支援
４．休暇に関する支援
５．その他（FA)

１．既に取り組んでいる
２．現在は取り組んでいないが今後取り組む予定である
３．現在取り組むことを検討している
４．今後も取り組む予定はない

マトリクス
SA
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No. 回答者 大項目 中項目 質問文 選択肢 回答形式

Q18 Q12で
１．～３．
と回答し
たものの
み

取組状況の把握 従業員に取り組んでもらう
ための働きかけ（インセン
ティブ付与、共有のための
コミュニティづくり 等）
【人材育成・能力開発の意
欲をわかせる・向上させる
取組】

あなたの勤め先において、従業員（正規雇用者）に人材育成・能力開発の
意欲をわかせる・向上させる取組について、該当するものを選択くださ
い。

※１．~１２．の選択肢以外の取組を行っている場合は、代表的な取組（複
数記入でも）の自由記入をお願いします。

【カテゴリー：意識醸成】
1.トップメッセージの発信
２．社内の人材が保持しているスキルの可視化
３．人材育成・能力開発の目標人数や期限等の明示
４．セミナーや講演による啓発活動
【カテゴリー：評価・処遇等】
１．能力開発等を人事評価の項目として設定
２．能力開発、資格取得等による昇給、昇格等の処遇向上
【カテゴリー：キャリア形成】
１．社内におけるキャリアパスを明示（特定の職務・役職に就くために必
要な経験・スキルなど）
２．キャリア形成面談等の機会の提供
３．獲得した能力を発揮可能な場の提供
【カテゴリー：コミュニティ支援】
５．社内での人材育成・能力開発の事例の共有
６．人材育成・能力開発の推進・共有のためのコミュニティの場づくり
７．有志による勉強会の開催の支援（資料購入等の支援）
【カテゴリー：なし】
１．その他（FA)

１．既に取り組んでいる
２．現在は取り組んでいないが今後取り組む予定である
３．現在取り組むことを検討している
４．今後も取り組む予定はない

マトリクス
SA

Q19 全員 取組状況の把握 関連する取組の実施状況 あなたの勤め先において、自らチャレンジする機会や文化を醸成する取
組について実施しているものをすべて回答ください。

1．社内のジョブ・ポジションの見える化
２.組織目標と個人目標のすり合わせ
３.公募型異動
４．異動希望アンケートの実施
５.キャリアについての対話
６．副業・兼業の容認
７．その他（FA）
８．いずれも実施していない

MA

Q20 問17（要
確認）で
選択肢３．
または４．
を選択

取組状況の把握 研修等の時間面・休暇に関
する支援

あなたの勤め先において、人材育成・能力開発の推進に向けた時間面・
休暇に関する支援制度としてあてはまるものをすべて回答ください。

1.人材育成・能力開発にかかる時間を勤務扱いにする
2.人材育成・能力開発にかかる時間の創出を支援（調整等）している
３．人材育成・能力開発のための時短制度を設けている
４.人材育成・能力開発に関する休暇制度を設けている（留学を含む）
５．業務と直接関係はないが、将来的には価値を持つかもしれないことに
一定量の業務時間にあてることを推奨
６．その他（FA)

MA

Q21 「研修・訓
練（職場
外のも
の）」実施
の回答者
（Q15
【正規雇
用】で２，
３，４，５
のいずれ
かで１．を
選択）

取組状況の把握 外部組織が提供する汎用
プログラムの利用状況/外
部組織と共同した独自プ
ログラムの開発

あなたの勤め先において、令和４(2022)年度に「研修・訓練（職場外の
もの）」を実施した際、どこが実施主体となっているプログラムを活用し
ましたか。

1.自社
２．親会社、グループ会社
３．民間教育訓練機関（民間教育研修会社、民間企業主催のセミナー等）
４．購入した機器、ソフトウエア等の使用方法等を教育訓練する場合の当
該機器、ソフトウエア等のメーカー
５．商工会、商工会議所、協同組合等の経営者団体
６．職業能力開発協会、労働基準協会、公益法人（公益財団法人、公益社
団法人、職業訓練法人等）、その他業界団体
７．公共職業訓練機関（ポリテクセンター、工業技術センター、試験所等含
む）
８．専修学校、各種学校
９．高等専門学校
１０．大学、大学院
１１．その他（FA)

MA

Q22 前問
（Q21）で
「大学、大
学院」を
選択

大学調査との比較 プログラムを利用する企
業等の利用目的

（大学が提供する人材育成・能力開発プログラムを利用する企業に対し
て）
あなたの勤め先において、大学が提供する人材育成・能力開発プログラ
ムの利用目的として、あてはまるものすべてを回答ください。

１．特定職種の実務に必要な専門知識・技能の習得
２．幅広い仕事に活用できる知識・技能の習得
３．最先端の知識・技能の習得・学修
４．特定の分野を深く追求した研究・学修
５．分野横断的で幅広い視点からの研究・学修
６．基礎理論の研究・学修
７．人的ネットワークの構築・拡大
８．異分野交流を通じた新たな課題の発見、発想力の向上
９．国際的な思考力・異文化理解の向上
１０．独創的な発想による問題解決力の向上
１１．研究推進能力の向上
１２．座学のみならず、実習等実践的な講義
１３．知識に基づいた深い洞察力の涵養
１４．学位の取得
１５．各種資格の取得
１６．その他(FA)

MA

Q23 Q12で
１．～３．
と回答し
たものの
み

取組状況の把握 人材育成・能力開発の推進
に期待する効果【個人】

あなたの現在の勤務先における「人材育成・能力開発」の推進について、
【個人】に対する効果として期待しているものを回答してください。な
お、あてはまるものをすべてお答えください。

１．社員自身の昇格等に対するモチベーション向上
２．社員自身の業務の能率や質の向上
３．社員自身の自信の向上
４．社員自身が経験したことのない仕事や挑戦への意欲の向上
５．社員自身のキャリアビジョンの明瞭化
６．社員自身の人的ネットワークの構築・拡大
７．社員自身の学位や資格の取得
８．その他（FA）
９．わからない

MA

Q24 前問で
1.~８.を
選択した
回答者

人材育成・能力開発の効
果・成果の把握

評価の項目【個人】 あなたの現在の勤務先における人材育成・能力開発の取組は、【個人】に
対する効果において、どの程度効果を発揮していますか。各項目の評価
として該当するものをお答えください。

※取組によって評価が異なる場合、あなたの勤め先で実施している取
組全般の効果について評価をお願いします。

【項目】（前問で期待する効果として選択した項目のみ表示する）
１．社員自身の昇格等に対するモチベーション向上
２．社員自身の業務の能率や質の向上
３．社員自身の自信の向上
４．社員自身が経験したことのない仕事や挑戦への意欲の向上
５．社員自身のキャリアビジョンの明瞭化
６．社員自身の人的ネットワークの構築・拡大
７．社員自身の学位や資格の取得
８．その他（FA）

１．効果がある
２．どちらかというと効果がある
３．どちらかというと効果がない
４．効果がみられない
５．効果を把握していない

マトリクス
SA

Q25 Q12で
１．～３．
と回答し
たものの
み

取組状況の把握 人材育成・能力開発の推進
に期待する効果【企業】

あなたの現在の勤務先における「人材育成・能力開発」の推進について、
【企業】に対する効果として期待しているものを回答してください。な
お、あてはまるものをすべてお答えください。

�１．新事業創発のために必要な人材の確保
�２．既存事業の改革に必要な人材の確保

３．商品・サービスの品質向上/営業販売力の向上
�４．業務の効率化/生産性向上

５．新卒採用競争力の向上
６．中途採用競争力の向上
７．従業員エンゲージメントの向上
８．社内の学習文化の醸成
９．投資家・金融機関からの評価の向上
10．人材輩出力の強化（自社への貢献に留まらない人材育成投資）
11.企業イメージの向上（CSR経営の促進、人材を大切にする経営等）
12.その他（FA)
13.わからない

MA
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No. 回答者 大項目 中項目 質問文 選択肢 回答形式

Q26 前問で
1.~１２.を
選択した
回答者

人材育成・能力開発の効
果・成果の把握

評価の項目【企業】 あなたの現在の勤務先における人材育成・能力開発の取組は、どの程度
効果を発揮していますか。各項目の評価として該当するものをお答えく
ださい。

※取組によって評価が異なる場合、あなたの勤め先で実施している取
組全般の効果について評価をお願いします。

【項目】（前問で期待する効果として選択した項目のみ表示する）
１．新事業創発のために必要な人材の確保
２．既存事業の改革に必要な人材の確保
３．商品・サービスの品質向上/営業販売力の向上
４．業務の効率化/生産性上昇
５．新卒採用競争力の向上
６．中途採用競争力の向上
７．従業員エンゲージメントの向上
８．社内の学習文化の醸成
９．投資家・金融機関からの評価の向上
10．人材輩出力の強化（自社への貢献に留まらない人材育成投資）
11.企業イメージの向上（CSR経営の促進、人材を大切にする経営等）
12.その他（FA)

１．効果がある
２．どちらかというと効果がある
３．どちらかというと効果がない
４．効果がみられない
５．効果を把握していない

マトリクス
SA

Q27 全員 取組状況の把握 今後実施してみたい取組 あなたの勤め先において、人材育成・能力開発の推進に向けて、今後実
施してみたいと思う取組について、回答ください。

1.社内での研修の実施
２．社外の研修等への派遣
３．外部のプログラム等の活用（e-learning等）
４．外部機関等との連携等によるプログラム開発
大学・大学院，専門・各種学校等への進学など，期間の長い自己啓発に対
する支援
５．キャリア形成面談等の機会の提供
６．費用面での支援（自己啓発費の補助等）
７．時間面での支援
８．受講結果の人事考課への反映（評価項目として設定）
９．獲得した能力を発揮可能な場の提供
10．社員の人材育成・能力開発の推進のための計画策定（投資や育成方
法等）
１１．その他（FA)
１２．特にない

MA

Q28 全員 企業等における人材育成・
能力開発の課題の把握

企業側の阻害要因に対す
る課題

あなたの勤め先における、人材開発・能力開発に関する課題について、
該当するものを選択ください。

１．トップや経営層の人材育成・能力開発の理解が得られない
２．人事関連の業務として、他に優先すべき事項がある
３．予算を確保できない／予算が足りない
４．社員に人材育成・能力開発によって習得してほしいスキルが整理で
きていない
５．人材育成・能力開発の推進の方法がわからない(研修等の外部連携
先等）
６．人材育成・能力開発を推進するための社内人材(メニュー開発、指導
等）の不足
７．従業員の業務調整が困難（人材育成・能力開発の時間を確保できな
い）
８．従業員からの積極的な参加が期待できない
９．人材を育成しても辞めてしまう（投資効果が見込めない）
１０．技術革新や業務変更が頻繁なため、人材育成が無駄になる
１１．人材開発・育成の効果を測定できない（投資効果を数値で説明でき
ない）
１２．その他（FA)
１３．特に課題はない（排他制御）
１４．企業として人材育成・能力開発の必要性を感じていない（排他制
御）

１．あてはまる
２．まあまああてはまる
３．あまりあてはまらない
４．あてはまらない

マトリクス
SA

Q29 全員 企業等における人材育成・
能力開発の課題の把握

人材育成・能力開発に関し
て不足している情報

人材育成・能力開発の推進に向けて、どのような情報があると良いです
か。あてはまるものすべてを回答ください。

１．民間学習サービス等の外部プログラム等に関する情報
２．大学の社会人コース等の外部プログラム等に関する情報
３．教育機関等との連携の方法に関する情報
４．人材育成・能力開発に関する企業の取組事例（全般）
５．人材育成・能力開発に関する企業の取組事例（特に同業界の事例）
６．人材育成・能力開発に関する企業の取組事例（特に中小企業の事例）
７．現状の社員のスキル把握の方法
８．人材育成・能力開発の推進の取組の効果測定の方法
９．人材育成・能力開発の推進に関する投資家の評価項目
１０．新卒・中途等求職者が注目するポイント（労働市場からの評価の視
点）
１１．国等の支援制度に関する情報
１2．その他（FA)
１3．特になし

MA

Q30 全員 企業等における人材育成・
能力開発の課題の把握

大学における人材育成・能
力開発の課題と期待の把
握

教育機関等との連携の課
題

あなたの勤め先において、人材育成・能力開発の推進にあたって、大学
等の教育機関等との連携に関する課題と考えらえれることとしてあて
はまるものをお答えください。

1.連携・協働先となる大学・企業の選定に必要な情報が不足
２．コーディネート人材が不足
３．プログラムの実施形態・実施機関等の調整が困難
４．オーダーメイドの講座を設置してもらう場合、自社だけでは十分な受
講者数の確保が困難
５．予算が不足
６．受講成果の評価が困難
７．その他（FA)
８．特にない

MA

Q31 Q12で
１．～３．
と回答し
たものの
み

人材育成・能力開発の効
果・成果の把握

取組に関する実態把握の
状況

あなたの勤め先において、社員の人材育成・能力開発の推進の取組の実
態について、どのような情報を把握していますか。あてはまるものすべ
てをお答えください。

１．研修プログラム別の受講者数
２．研修プログラム別の受講完了者数
３．資格取得者数
４．研修プログラム別の受講費用（支援にかかった費用）
５．受講者のプログラム受講の満足度
６．研修プログラム等受講による上長の評価
７．受講者の受講時間数
８．能力開発支援等を利用した人数
９．エンゲージメントサーベイの値
１０．新規の組織結成や新規事業の創設数
１１．受講者が、受講後に社内で人事異動した実績数
１２．職種転換した人数（例：DX人材への転換等）
１3．受講者の離職率
１４．その他（FA)
１5．いずれも把握していない

MA

Q32 Q12で
１．～３．
と回答し
たものの
み

人材育成・能力開発の効
果・成果の把握

人材育成・能力開発に関す
る取組の評価実施の有無

あなたの勤め先が提供する研修や学習機会の提供および支援策はうま
くいっていると思いますか。あてはまるものをお答えください。

１．研修や学習機会の質
２．研修や学習機会の内容
３．研修や学習機会の種類(量）
４．研修や学習機会活用に向けた自社の支援策

1.十分だと考えている
２．まあ十分だと考えている
３．どちらともいえない
４．やや不十分だと考えている
５．不十分と考えている
６．わからない

マトリクス
SA
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No. 回答者 大項目 中項目 質問文 選択肢 回答形式

Q33 全員 企業が行政に期待する支
援の把握

国等の人材育成・能力開発
関連施策の認知度

あなたの勤め先の人事担当者として、国等の企業や個人に対する人材
育成・能力開発の支援施策について、制度名およびおおよその内容につ
いて知っているものについて、すべてお答えください。

また、あなたの勤め先で（企業が）利用している制度について、あてはま
るものをお答えください。

【知っている制度】
１．人材開発支援助成金
２．キャリアアップ助成金
3. ハロートレーニング
４．キャリア形成・学び直し支援センター事業
５．ジョブ・カード制度
6. 学びDX
7. マナパス
8. 生産性向上人材育成支援センター
9. 教育訓練給付制度
10. 第四次産業革命スキル習得講座（経済産業大臣認定）
11. 職業実践力育成プログラム（文部科学大臣認定）
12. キャリア形成促進プログラム（文部科学大臣認定）
13. 中小企業大学校の研修（中小企業のみ）
14. 人材確保等への投資促進のための税制措置（中小企業のみ）
15．いずれも知らなかった

【利用している制度（従業員が利用している場合も含む）】
１．人材開発支援助成金
２．キャリアアップ助成金
3. ハロートレーニング
4．キャリア形成・学び直し支援センター事業
5．ジョブ・カード制度
6. 学びDX
7. マナパス
8 .生産性向上人材育成支援センター
9. 教育訓練給付制度
10. 中小企業大学校の研修（中小企業のみ）
11. 人材確保等への投資促進のための税制措置（中小企業のみ）
12．いずれも利用していない

マトリクス
MA

Q34 全員 人材育成・能力開発の効
果・成果の把握

「国・自治体の支援策」「教
育機関の取組」の評価

研修や学習機会の活用に向けた「国・自治体の支援策」「教育機関の取
組」について、あてはまるものをお答えください。

１．研修や学習機会活用に向けた国・自治体の支援策
２．研修や学習機会活性化に向けた教育機関の取組

1.十分だと考えている
２．まあ十分だと考えている
３．どちらともいえない
４．やや不十分だと考えている
５．不十分と考えている
６．わからない

マトリクス
SA

Q35 全員 企業が行政に期待する支
援の把握

人材育成・能力開発の推進
に向けて行政に期待する
支援策等

人材育成・能力開発の推進に向けて、どんなことがあれば自社の人材育
成・能力開発がより進みますか。あてはまるものすべてをお答えくださ
い。

1. 既存の人材育成・能力開発プログラム等に関する情報の提供
２．自社の業務に合うプログラムの選定の支援（コーディネーター等）
３．人材育成・能力開発にかかる費用の補助
４．人材育成・能力開発に成功した企業事例の提供
５．人材育成の効果を測定できるツール
６．その他（FA)
７．特にない

MA
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* 必須

令和５年度文部科学省委託調査
大学等におけるリカレント教育プログラムに関するアン
ケート調査（大学等）

本調査は、株式会社三菱総合研究所が文部科学省から受託している「リカレント教育の社会実装に向けた調査研究・普及啓発パッケ
ージ事業」の一環で行われる調査です。
本アンケート調査では個人情報を取得しません。また、回答結果はすべて統計的に処理され、当該事業のみに使用されます。
ご回答者の許諾を得ることなく、ご回答いただいた方が特定される形で公表されたり、特定の学校や団体、受託されている公的な事業を
評価するために用いられたりすることは一切ございません。

回答者様のご存知の範囲でご回答ください。
回答が難しい設問について飛ばしてご回答いただくこともできます。本調査の目的のため、なるべく多くのプログラムの担当者の方からご回
答いただきたいので、よろしくお願いします。

【回答にあたっての注意事項】
・本調査は、リカレント教育プログラム（リスキリングプログラムを含む）ごとに回答いただきます。貴学（貴校、貴社、貴団体）が複数の
プログラムを実施している場合には、プログラムごとに回答してください。
・本調査でいう「大学等」は大学、高等専門学校、専修学校、高等学校、高等専修学校を指します。
・本調査でいう「社会人」とは、次の者を指します。
①就業者：現に職に就いている者（給料、賃金、報酬、その他の経常的な収入を得る仕事に就いている者）
②退職者：給料、賃金、報酬、その他の経常的な収入を得る仕事から既に退職した者（退職後、求職中の者も含みます。）
③主婦・主夫
なお、回答いただくプログラムが学生（社会経験のない在学者）も受講可能なものであっても、特に指示がない限りは「社会人」について
のみお答えください。

回答者の方の機関名を入力してください。 *1.

大学（短期大学・大学院を含む）

高等専門学校（高専）

専修学校（専門学校）

その他

回答者の方の所属機関の種類を選択してください。 *2.

大学等アンケート調査票
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北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

所在地（法人の登記簿登録住所）を選択してください。 * 3.
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鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県
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北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

本プログラムを開催する都道府県を選択してください。
※複数の場所で開催する場合は、最も多い開催場所あるいは代表的な開催場所を選択してください。な
お、すべての講座をオンラインで実施する場合は「オンライン」を選択してください。
例：10回中8回はオンラインだが、２回は東京都のキャンパスで実施している。　→東京都を選択

4.
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和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

オンライン

学内の教室等で実施（サテライトキャンパスは含まない）

サテライトキャンパス

学外の教室（貸会議室等）

オンラインでの実施

その他

本プログラムの実施場所を選択してください。（あてはまるものをすべて選択してください。）5.

担当部署を入力してください。 * 6.
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本プログラム名を入力してください。 * 7.

DX等成長分野を中心とした就職・転職支援のためのリカレント教育推進事業

地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレント教育プラットフォーム構築支援事業

大学等におけるリカレント講座の持続可能な運営モデル構築事業

就職・転職支援のための大学リカレント教育推進事業

リスキリングを通じたキャリアアップ支援事業

第四次産業革命スキル習得講座

地域デジタル人材育成・確保推進事業

職業実践力育成プログラム

その他

本プログラムが官公庁から受託、又は認定を受けている事業を選択してください。
（あてはまるものをすべて選択してください。） * 

8.
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マネジメント・リーダーシップ

対人スキル・コミュニケーション

デザインシンキング

論理的思考力

問題設定力・問題解決力

事業構想力

財務・経理

法務関連

統計・AI/データサイエンス

IT・デジタルリテラシー・スキル

IT系以外の技術・研究開発系の知識等

語学

人文社会系の知識（例：政治・経済・社会・歴史）

広報・マーケティング

その他

本プログラムで育成を目指す能力・スキル・知識等を選択してください。
（あてはまるものをすべて選択してください。）

9.

令和4年度から受講生が在籍しており、令和５年度にも受講生がすでにいる

令和4年度には受講生が在籍していたが、令和５年度には受講生はいない

令和4年度には受講生は在籍していないが、令和5年度中には受講生は在籍している

令和４年度・令和５年度ともに受講生は在籍していない

令和４年度に受講生がいなかった場合、本設問以降、令和4年度の受講生人数等の実績を尋ねる設問はスキップしてくださ
い。
また、令和４年度には受講生はいなかったが、令和５年度には受講生がいる場合、又は、令和5年度にも受講生がいない場合
（まだ開講していない場合）、計画段階のプログラムについて、以下のように読み替えてご回答ください。
回答できない設問は設問をスキップしてください。
例）「プログラム参加者に社会人以外の学生（社会経験のない在学者）はいますか。」という設問文については、「プログラムに
社会人以外の学生（社会経験のない在学者）が参加する予定ですか」と読み替えて回答してください。

本プログラムは、すでに開講して、受講生がいます（いました）か。 * 10.

いる

いない

本プログラム参加者に社会人以外の学生（社会経験のない在学者）はいますか。11.
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平日昼間

平日夜間

土曜日

日曜日・祝日

特に定まっていない（オンデマンド、オンライン等）

その他

本プログラムの主な開講時間を選択してください。
※開講時間が複数あり、実施時間が同程度であれば、複数選択してください。
例：授業の実施時間が、平日夜間と土曜日が同程度の場合、「平日夜間」「土曜日」を選択

12.

通学のみ

通学とオンライン（オンデマンドを含む）併用

オンラインのみ（オンデマンドを含む）

その他

本プログラムの受講方法を選択してください。13.

講義

演習

実習・インターンシップ等

その他

本プログラムの授業形態を選択してください。14.

はい

いいえ

本プログラムにはアクティブ・ラーニングは含まれていますか。
※ここでいう「アクティブ・ラーニング」は、他の受講生とのグループ・ディスカッション、ディベート、グループ・ワー
ク、課題解決型の学び（PBL）等を指します。

15.

対象である

対象ではない

本プログラムは教育訓練給付制度や他の奨学金、受講生が所属する企業からの補助金等の対象となっ
ていますか。
回答者の方がご存知の範囲でご回答ください。

16.
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厚生労働省の教育訓練給付制度

受講生の所属企業等からの研修費用支援制度

都道府県の奨学金や授業料支援制度

その他公的な奨学金や授業料支援制度

民間団体や受講生の所属していない企業等の奨学金や授業料支援制度

その他

【対象である】と答えた方にお聞きします。制度を選択してください。17.

授業料

大学等の運営費

企業等からの寄付・投資

学外からの補助金（行政からの補助金含む）

わからない

その他

本プログラムの運営にあたって、獲得している資金や財源等を選択してください。
（あてはまるものをすべて選択してください。）

18.

値は数値にする必要があります

常勤教員の数

以降の設問では、本プログラムを担当している教員数を、常勤、非常勤別にご回答ください。
また、常勤・非常勤のうち、実務家教員（企業等から派遣された講師、企業等内実習を指導する者等、
専攻分野について必要な知識や経験を有し、貴校が実務家教員とみなしている者を指す。）の人数もご
回答ください。

19.

値は数値にする必要があります

非常勤教員の数20.

値は数値にする必要があります

実務家教員の数21.
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支給している

支給していない

本プログラムを担当している教員に対して、通常の給与等以外の追加的な謝金や手当を支給しています
か。ただし、ここでいう教員は常勤の教員とします。

22.

受講日時を工夫している（土日、夜間開講等）

受講形態を工夫している（オンライン、オンデマンドの活用等）

受講場所を工夫している（利便性の高いロケーションでの開講等）

受講参加の日時変更等に柔軟に対応している

プログラムの取捨選択ができる（カリキュラムのうち一部講座の受講等）

法人契約をしている企業向けに従業員割引等を設けている

全ての受講生（法人契約企業からの受講生以外の受講生一般）向けに、授業料割引や奨学金等を用意している

託児サービスを設けている

学びを継続させるための支援を設けている（学習カウンセリング等の提供）

キャリアカウンセリング・キャリアコンサルティングを提供している

就職支援・転職支援を提供している

受講生同士のコミュニティ形成を支援している

大学以外の場所では学べないような高度な内容としている

受講生のニーズに合った難易度が選択できる（例：初学者向け、経験者向け等）

その他

社会人が受講しやすいよう、どのような工夫をしていますか。（あてはまるものをすべて選択してください。）23.
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土日、夜間開講等に受講できること

オンライン、オンデマンド等で受講できること

利便性の高い教室等で受講できること

受講の予約変更等が柔軟にできること

割引や奨学金等があること

託児サービスを利用できること

学習カウンセリング等の支援が受けられること

キャリアカウンセリング・キャリアコンサルティングが受けられること

就職や転職の支援が受けられること

受講生同士のネットワーキングができること

初学者でも受講できること

最先端のことを学べること

講師が一流であること

学割等のサービスを享受できること

キャリア形成に有利な資格取得が可能なこと

その他

受講生は、本プログラムのどのような点に魅力を感じていると思いますか。回答者の方の主観でご回答いた
だいても結構です。
（あてはまるものをすべて選択してください。）

24.

学位（学士）

学位（修士）

学位（博士）

国家資格

国家試験受験資格

民間資格

民間試験受験資格

特にない（受講生が自主的に受験等する資格がある場合もこちらを選択すること）

本プログラムを修了した際、取得できる資格を全て回答してください。25.
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質保証が可能な証明書（学校や学部・研究科として責任をもって発行している学位証明書・履修証明書等）を発行している

上記以外の証明書（出欠のみで判断するような修了証等）を発行している

証明書は発行していない

その他

本プログラムを受講したことを証明するため、証明書を発行していますか。（あてはまるものをすべて選択して
ください。）

26.

学位証明書

成績証明書

受講率証明書

履修証明書

修了書（上記以外）

短期の学位（マイクロ・クレデンシャル）

オープンバッジ

その他

なんらかの証明書を発行していると回答した方にお聞きします。
どのような証明書を発行していますか。（あてはまるものをすべて選択してください。）

27.

学長

学科長

大学名

学部・研究科名

事務局（発行主体を明記していない場合も含む）

その他

なんらかの証明書を発行していると回答した方にお聞きします。
証明書の発行主体をお答えください。（あてはまるものをすべて選択してください。）

28.
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位置づけている

位置づける方向で検討中である

位置づけていない

わからない

貴学では、リカレント教育への取組を、法人の中期計画等に位置付けていますか。29.

点検・評価している

点検・評価していない

わからない

貴学では、自己点検・評価の中でリカレント教育に係る項目を点検・評価していますか。30.

1～10名

11～50名

51～100名

101～150名

151～200名

201名以上

わからない

令和４年度に受講生がいなかった場合はスキップしてください。

本プログラムの受講生数（延べ数、令和４年度実績）を選択してください。
年度中に複数回開講している場合は、合計数（延べ数）を回答してください。
※社会人の受講生についてお答えください。

31.

20％以下

21～40％

41～60％

61～80%

81～100%

100%以上

わからない

令和４年度に受講生がいなかった場合はスキップしてください。

本プログラムの定員に対する受講生の充足率（延べ数、令和４年度実績）はどのくらいの割合ですか。
年度中に複数回開講している場合は、平均的な割合を回答してください。

32.
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1～10名

11～50名

51～100名

101～150名

151～200名

201名以上

わからない・把握していない

令和４年度に受講生がいなかった場合はスキップしてください。

本プログラムの修了者数（延べ数、令和4年度実績）を選択してください。
※社会人の受講生についてお答えください。

33.

１か月以内

2～3か月

4～6か月

7～12か月（1年）

13～24か月（2年）

25か月以上

本プログラムの修了までに必要な受講期間を選択してください。
中に設置されているコースによって期間が異なる場合は、最も長い期間を回答してください。

34.

値は数値にする必要があります

令和４年度に受講生がいなかった場合・把握していない場合は、スキップしてください。

本プログラムを途中で離脱した（修了に至らなかった）人数（延べ数、令和4年度実績）を入力してくだ
さい。

35.
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10％未満

11～20％

21～30％

31～40%

41～50%

50%以上

わからない

令和４年度に受講生がいなかった場合はスキップしてください。

本プログラムを途中で離脱した人数（延べ数、令和4年度実績）は社会人の受講生全体に対してどのく
らいの割合ですか。

36.

値は数値にする必要があります

令和４年度に受講生がいなかった場合・把握していない場合は、スキップしてください。
令和4年度の受講生のうち、企業から派遣された数をお答えください。37.

値は数値にする必要があります

令和４年度に受講生がいなかった場合・把握していない場合は、スキップしてください。
令和4年度の受講生のうち、企業から支援（受講料の援助）を受けた数をお答えください。38.

値は数値にする必要があります

令和４年度に受講生がいなかった場合・把握していない場合は、スキップしてください。
令和4年度の修了者数のうち、教育訓練給付金にかかる修了証を発行した人数をお答えください。39.
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1万円以下

1万円よりも多い～10万円

11～30万円

31～50万円

51～100万円

101～150万円

151～200万円

201万円以上

受講生が負担する費用（令和4年度実績）を選択してください。
※ここでいう費用とは、プログラムを終了するために必要な金額であり、入学金や施設利用料・実習費等も
含んだものとします。また、プログラム内のコースによって金額が異なる場合には一番高いものについてお答え
ください。

40.

受講料の補助

受講に係る時間を勤務扱いにする

受講に係る時間の創出を支援（勤務調整等）されている

受講のための時短制度を利用している

受講のための休暇制度（例：サバティカル）を利用している

把握していない

その他

受講生が所属企業から受けている支援の内容を選択してください。
把握している範囲で回答いただき、把握していない場合は、「把握していない」を選択してください。

41.

把握している

把握していない

受講生の本プログラムの受講目的を把握していますか。
（例：受講開始時のアンケートや教員からのヒアリング等で受講目的を把握している　という場合は「把
握している」を回答）

42.
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勤務先から求められたため

現在取り組んでいる業務に必要な知識やスキルを習得するため（勤務先から指示はなし）

生成AIの進化などにより危機感を感じたため

勤務先での昇格・昇給のため

仕事での信頼獲得のため

転職した、または希望・検討しているため

異動した、または希望・検討しているため

雇用形態が変わった（非正規から正規への変更等）、または変わる予定のため

副業を始めた、または始める予定のため

独立・起業した、またはする予定のため

人脈づくりのため

学位の取得のため

資格の取得のため

学ぶことが好きなため

（把握のための取組はしているが）具体的にはわからない

その他

把握している場合、受講生の受講目的はどのようなものですか。（あてはまるものをすべて選択してくださ
い。）
回答者の方のご存知の範囲でご回答ください。

43.
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授業アンケート（各授業ごとに実施するもの）

受講中のアンケート（授業アンケート以外）

受講中のヒアリング

受講修了者向けのアンケート（修了前・終了時点）

受講修了者向けのヒアリング（修了前・終了時点）

修了後、一定期間経過後の追跡修了者アンケート

修了後、一定期間経過後の追跡修了者ヒアリング

受講生の所属企業に対するアンケート

受講生の所属企業に対するヒアリング

満足度は把握していない

その他

受講生の満足度を把握するために、どのような取組をおこなっていますか。（あてはまるものをすべて選択し
てください。）

44.

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

極めて不満 極めて満足

令和4年度の受講生の満足度は、どの程度でしたか。最高点を10としたきの平均的な点数を概算でご回
答ください。

45.

メディアセンター等のデジタル端末利用が可能な施設

大学図書館（施設利用のみ）

大学図書館（貸出、リファレンス等の一般学生と同等の利用）

学食

大学生協組合への加入

各種学割のための証明書発行

受講生には大学内の施設や特典を開放していない

その他

受講生に向けて、大学内の施設や特典をどの程度開放していますか。（あてはまるものをすべて選択してく
ださい。）

46.
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よく利用している

ある程度利用している

どちらでもない

あまり利用していない

ほとんど利用していない

把握していない

受講生は、大学内の施設や特典をどの程度利用していますか。回答者の方のお考えをおきかせください。47.

授業アンケート（各授業ごとに実施するもの）

受講中のアンケート（授業アンケート以外）

受講中のヒアリング

受講修了者向けのアンケート（修了前・終了時点）

受講修了者向けのヒアリング（修了前・終了時点）

修了後、一定期間経過後の追跡受講生アンケート

修了後、一定期間経過後の追跡受講生ヒアリング

受講生の所属企業に対するアンケート

受講生の所属企業に対するヒアリング

独自のアセスメントテストを実施

学外の客観的な試験を利用（TOEIC等）

効果は把握していない

その他

受講生に対して、本プログラムが発揮した効果や影響をどのように把握していますか。
（あてはまるものをすべて選択してください。）

48.
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昇格・昇給への貢献

就職への貢献

希望の人事異動や転職への実現

業務の能率や質の向上

経験したことのない仕事や挑戦への意欲の向上

キャリアビジョンの明瞭化

各種資格の取得

特定職種の実務に必要な専門知識・技能の習得

幅広い仕事に活用できる知識・技能の習得

最先端の知識・技能の習得

人的ネットワークの構築・拡大

分野横断的で幅広い視点での分析的思考力の向上

異分野交流を通じた新たな課題の発見、発想力の向上

国際的な思考力・異文化理解の向上

独創的な発想による問題解決力の向上

研究推進能力の向上

知識に基づいた深い洞察力の涵養

特に把握していない

その他

本プログラムを受講した効果として、把握しているものを選択してください。（あてはまるものをすべて選択して
ください。）

49.

アルムナイ・コミュニティを作っている

メーリングリストを作っている

SNSなどのグループを作っている

イベントを開催している

特にない

その他

プログラム修了後の受講生とのつながりについて教えてください。
大学等が主体的に行っているものを回答してください（受講生同士が自発的に行っているものは除く）。

50.
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利用している

利用していない

わからない

企業は本プログラムを利用していますか。令和4年度実績について回答してください。
※企業による利用とは、「企業が従業員を派遣している」「企業が本プログラムを従業員向けリスキリング施
策として認定している」「企業が本プログラムの受講費用を支援している（ことを把握している）」等、企業
が組織として本プログラムを公式に認定していることを指します。

51.

値は数値にする必要があります

前項で「利用している」と回答した方にお尋ねします。本プログラムを利用している企業の数を入力してくださ
い。

52.

あり

なし

本プログラムの運営に当たり、当該企業からの助成や寄付はありますか。ただし、従業員が個別に申請する
タイプの補助金は含まないこととします。

53.

把握している

把握していない

企業が本プログラムを利用する目的を把握していますか。54.
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特定職種の実務に必要な専門知識・技能の習得

幅広い仕事に活用できる知識・技能の習得

最先端の知識・技能の習得・学修

特定の分野を深く追求した研究・学修

分野横断的で幅広い視点からの研究・学修

基礎理論の研究・学修

人的ネットワークの構築・拡大

異分野交流を通じた新たな課題の発見、発想力の向上

国際的な思考力・異文化理解の向上

独創的な発想による問題解決力の向上

研究推進力の向上

座学のみならず、実習等実践的な講義

知識に基づいた深い洞察力の涵養

学位の取得

各種資格の取得

その他

把握している場合、利用目的はどのようなものですか。（あてはまるものをすべて選択してください。）55.
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企業等への営業活動の実施

社会人に配慮した時間帯での開講

オンライン授業の拡充

企業側の要望を踏まえたオーダーメイドカリキュラムの開発・実施

入学・修了時期の柔軟な対応

入学金・授業料の減免制度

企業人講師など多様な教員の活用

体系的な教育カリキュラムの充実

短期間で学位取得・各種資格が取得できる制度

休学・退学・再入学等への柔軟な対応

科目等履修制度の活用

履修証明制度の活用

特にない

その他

企業を顧客とする上で、工夫している点はありますか。（あてはまるものをすべて選択してください。）56.

増加した

減少した

変化はない

把握していない

本プログラムの実施により、民間企業と連携した共同研究は増加しましたか。回答者の方の主観でご回答
いただいても結構です。

57.

増加した

減少した

変化はない

把握していない

本プログラムを実施により、民間企業からの寄付や寄付講座は増加しましたか。回答者の方の主観でご回
答いただいても結構です。

58.
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派遣を受けている

受けていない

企業から受講生の派遣を受けていますか。59.

把握している

把握していない

受けているプログラムについてお尋ねします。
受講生が帰任した企業で、新規事業創出や業務効率化の事例が生まれているかどうか把握しています
か。

60.

把握している場合にお尋ねします。
どのような事例ですか。

61.

企業等と連携している

連携していない

本プログラムの実施にあたっては、企業等と連携していますか。
※「企業等」には、企業以外の行政、法人等を含む。また、企業等と連携したプログラムにおいては、企業
等と産学連携でプログラムを開発する、企業等にインターンシップ先を提供してもらう、企業等から講師を派
遣してもらう　等を想定。

62.

プログラムをつくるときに企業等から意見をきいた（アンケート、ヒアリング）

企業等から教員を派遣してもらっている

企業等から施設を供与してもらっている

企業等から教材を提供してもらっている

企業等から資金を提供してもらっている

企業等から上記以外の何らかの協力を得ている

プログラムへの受講生を企業等から派遣してもらっている

その他

「企業等と連携している」と回答した方にお尋ねします。
どのような連携をしていますか。（あてはまるものをすべて選択してください。）

63.
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連携できる企業等が少ない

企業等とコミュニケーションがとれる人材やノウハウが大学内にいない

企業等からのニーズを実現できない

企業等と協力条件で折り合えない

企業等が関心をもってくれない

企業等のニーズが理解できない

特に課題はない

その他

企業等との連携で、どのような課題がありますか。（あてはまるものをすべて選択してください。）64.

学生（学部）募集への好影響

学生（大学院）募集への好影響

学校の収益性の向上

社会人以外の学生への好影響

教員の研究活動への好影響

教員の指導能力の向上

修了した受講生の活躍

修了生によるアルムナイ活動

大学の共同研究・産学連携の活性化

学内組織の縦割りの解消（学際性の活性化）

地元産業界の活性化

地元地域の課題解決や貢献

日本社会全体やグローバル社会への貢献

学校のブランディングの向上

特に効果を実感していない

その他

本プログラムでリカレント教育を提供することについて、どのような期待がありましたか。
（あてはまるものをすべて選択してください。）

65.

434



学生（学部）募集への好影響

学生（大学院）募集への好影響

学校の収益性の向上

社会人以外の学生への好影響

教員の研究活動への好影響

教員の指導能力の向上

修了した受講生の活躍

修了生によるアルムナイ活動

大学の共同研究・産学連携の活性化

学内組織の縦割りの解消（学際性の活性化）

地元産業界の活性化

地元地域の課題解決や貢献

日本社会全体やグローバル社会への貢献

学校のブランディングの向上

特に効果を実感していない

その他

本プログラムでリカレント教育を提供することで、実際にどのような効果が得られましたか。
（あてはまるものをすべて選択してください。）

66.

本プログラムはどのような成果や効果がありましたか。具体的に教えてください。67.

本プログラムで成果や効果を出すため、どのような工夫をしていますか。68.
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このコンテンツは Microsoft によって作成または承認されたものではありません。送信したデータはフォームの所有者に送信されます。

Microsoft Forms

リカレント教育において大学が果たしている役割の社会的認知

プログラムの営業・広報・受講生募集

企業や社会人等のニーズの把握

プログラムの企画提案力

プログラムの開発・実施のための組織体制

プログラムの開発・実施が行政からの経常費補助の配分（例：運営費交付金、私学助成等）に影響しないこと

社会人等が受講しやすい環境・制度の整備

企業等との連携

受講料設定

補助金終了後の運用資金

教員の確保

事務局の負担（職員の確保、他業務との調整等）

プログラム実施に対する学内の理解促進

場所代（教室の賃料等)

授業の水準、難易度の設定

受講生等への効果的な学習・学修支援

受講生等の満足度を高めるための工夫

受講生の転職等のキャリア形成支援

修了生のアルムナイ化

特にない

その他

本プログラムを行う上で、どのような課題がありますか。当てはまる（あてはまるものをすべて選択してくださ
い。）

69.

ご協力ありがとうございました。最後に、大学等におけるリカレント教育の推進について、ご意見がございまし
たら記入してください。

70.
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